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27th ’15 SAS シンポジウム スケジュール 

 

 

※ ポスター掲示およびデータの提出は、発表日に関わらず、すべて 12 日(木)10:00 までに行っ

てください。 

※ ポスターは発表日に関わらず 2 日間掲示してください。東海大湘南キャンパス以外からご参加

いただく方は、ポスターケース等をご用意して頂ければ、シンポジウム終了後にポスターをご

返送いたします(ヤマト運輸・着払い便)。 

※ 遠方からの来場や授業等でご都合の悪い場合等は、あらかじめご相談いただければご対応いた

します(ご希望に添えない場合がありますのでその際はご容赦ください)。 

E-mail symposium@sas-jas.gr.jp もしくは sasinfo@sas-jas.gr.jp まで 

 11 月 12 日(木) 11 月 13 日(金) 

9:00 開場 

受付開始 

ポスター掲示 

ショートプレゼンテーションのデータ提出 

※必ずウイルスチェックを行ってください 

受付開始 

10:00 シンポジウム開会式 

※参加者の方はできるだけご出席下さい 

ショートプレゼンテーション開始 

 発表領域 B, E, F, H 

 企業技術発表：日本ベルパーツ株式会社 10:15 

 

 

 

ショートプレゼンテーション開始 

発表領域 A, C, D, G, I 

企業技術発表：旭東ダイカスト株式会社 

 * * 休憩 * * * * 休憩 * * 

13:30 

 

 

 

 

ポスター発表開始 

発表領域 A, C, D, G, I 

 

 

 

 

 

ポスター発表開始 

発表領域 B, E, F, H 

16:00 

 

第 1 日目 終了 

 

第 2 日目 終了 

シンポジウム閉会式 

※参加者の方はできるだけご出席下さい 

16:15  ポスターおよび展示物の撤収作業 

13:30-14:30 カテゴリ No. 偶数 

15:00-16:00 カテゴリ No. 奇数 

*上記の時間帯は、各自のポスター前に待機して下さい。 
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<27th ’15 SAS シンポジウム実行委員会組織> 

 

実行委員長 若木 守明  （東海大学 工学部 光・画像工学科 名誉教授） 

実行委員 天野 忠昭 （SAS テクニカルセンター長） 

伊藤 健郎 （日本ベルパーツ株式会社研究所 所長） 

伊藤 経教 （株式会社オーネックス） 

岩瀬 満雄 （SAS） 

内田 晴久 （東海大学 教養学部 人間環境学科 教授） 

岡田 工  （東海大学 チャレンジセンター 教授） 

沖村 邦雄 （東海大学 工学部 電気電子工学科 教授） 

小栗 和也 （東海大学 教養学部 人間環境学科 准教授） 

小黒 朝雄 （岳石電気株式会社 技術開発部 部長） 

落合 成行 （東海大学 工学部 機械工学科 教授） 

神田 輝一 （関東冶金工業株式会社 技術開発室 室長） 

神田 昌枝 （東海大学 非常勤講師） 

渋谷 猛久 （東海大学 工学部 光・画像工学科 教授） 

庄 善之  （東海大学 工学部 電気電子工学科 教授） 

新屋敷 直木 （東海大学 理学部 物理学科 教授） 

武田 康秀 （株式会社極東窒化研究所 取締役総務部長) 

崔 一英  （東海大学 チャレンジセンター 教授） 

利根川 昭 （東海大学 理学部 物理学科 教授） 

冨田 恒之 （東海大学 理学部 化学科 講師） 

西 義武  （東海大学 工学部 材料科学科 教授） 

星野 薫  （パーカーS・N 工業株式会社 品質及び技術部長） 

松村 義人 （東海大学 工学部 原子力工学科 教授） 

安森 偉郎 （東海大学 教育研究所 准教授） 

 渡部 貴史  （日鍛バルブ株式会社 技術統括部） 

 (五十音順、敬称略) 
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27th < ‘15 SAS シンポジウム 題目一覧 > 

 

会期 2015年 11月 12日, 13日 10：00～16：30 

会場 東海大学湘南キャンパス 17号館 2階 ネクサスホ－ル 

 

 企業技術発表  

 

11月 12日(木)  旭東ダイカスト株式会社 

11月 13日(金)  日本ベルパーツ株式会社 

 
*発表者  **指導教員 

Ａ・インテリジェント材料・ナノテク   

 

A-1 電磁シールド材に用いられる PCとAlの電子線照射による高分子・金属材料間の接着技術 

*富澤 雅貴(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、 久保 智愛(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、 神田 昌枝(東

海大学工学部材料科学科)、 **西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

A-2 スマートフォン用高硬度耐衝撃性極薄ガラスの電子線照射による強靭化 

*髙橋杏奈(東海大学工学部材料科学科)、 野村良(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

A-3 エレクトロアクティブポリマーと生体医療ポリマーの高速殺菌接着について 

*高瀬 早桐（東海大学工学部材料科学科）、久保 智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻）、神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科）、

**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

A-4  航空機用積層構造材料(CFRP/Al)の電子線照射による新たな接着方法の開発 

*北原 大輔(東海大学工学部材料科学科)、峯岸 明子(東海大学工学研究科金属材料工学専攻)、**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

A-5  核融合炉用機能性被覆におけるクラックの評価 

*佐々木亮祐（東海大学工部原子力科）、鈴木成実（東海大学院工研究科応用理専攻）、豊田 椋一（東海大学院工研究科応用理専攻）、 

**松村義人（東海大学院工研究科応用理専攻） 

 

A-6  核融合炉における機能性被覆の in-situ評価に関する研究 

*鈴木成実（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、佐々木亮祐（東海大学工学部原子力工学科）、豊田諒一（東海大学大学院工学研

究科応用理学専攻）、**松村義人（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

Ｂ・自然・環境エネルギー  

 

B-1 有機無機融合ペロブスカイト太陽電池の研究開発 

*山本智妃呂、前田勝典、山川ジョエル(東海大学大学院工学研究科)、**金子哲也、功刀義人、磯村 雅夫(東海大学大学院工学研究科) 

 

B-2 燃料電池の最大効率点制御方式の提案 

*坂上文弥(神奈川工科大学電気電子情報工学科)、山口拓馬(神奈川工科大学電気電子情報工学科)、**板子一隆(神奈川工科大学電気電

子情報工学科) 

 

B-3 直列に接続された太陽電池モジュールの欠陥セル検出方法(電圧型 SRC検査法) 

*王亜東(神奈川工科大学電気電子情報工学科)、柳沢拓己(神奈川工科大学電気電子情報工学科)、諸星拓貴(神奈川工科大学電気電子情

報工学科)、**板子一隆(神奈川工科大学電気電子情報工学科) 
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B-4 単層CNT/PTFE複合膜を用いた燃料電池用防食膜 

* アティカ シュハイダ、齊藤大輝、，宮崎厳太（東海大電気電子工学科）、** 庄善之（東海大電気電子工学科） 

 

B-5 マグネシウム微粒子を用いた水素発生装置と燃料電池への応用 

*鈴木俊樹、永原悠貴、大塚大輔（東海大学工学部電気電子工学科）、**庄善之（東海大学工学部電気電子工学科） 

 

B-6 フレキシブル燃料電池の作製 

* 小坂井 健汰、鈴木 智也（東海大学電気電子工学科）、** 庄 善之（東海大学電気電子工学科） 

 

B-7 燃料電池の反応抵抗の計測と評価に関する研究 

*楊帥（東海大学工学研究科電気電子システム工学専攻）、**庄善之（東海大学工学部電気電子工学科） 

 

B-8 液中プラズマ法を用いた燃料電池用触媒の作製と評価 

*Alsaeedi A.(東海大学大学院工学研究科電気電子システム工学専攻)、 **庄善之（東海大学工学部電気電子工学科） 

 

B-9 単層CNTを添加した電気二重層キャパシタに関する研究 

*栃谷勇吾(東海大学大学院工学研究科電気電子システム工学専攻)、 **庄善之(東海大学工学部電気電子工学科) 

 

B-10 液中プラズマ法を用いた Pt担持単層 CNTの作製と燃料電池への応用 

*上野雄太郎 (東海大学大学院電気電子システム工学専攻)、 **庄善之 (東海大学電気電子工学科) 

 

B-11 めっき法によるビスマス・テルル系厚膜化と微小ジェネレータの製作 

*和地誠、竹森大地(東海大学工学部材料科学科)、初田直樹(東海大学工学研究科金属材料工学専攻)、**高尻雅之(東海大学工学部材料

科学科) 

 

B-12 スパッタリング法による ZnO薄膜の成膜と熱電物性評価 

*小林宰（東海大学工学部材料科学科）、**高尻雅之（東海大学工学部材料科学科） 

 

B-13 G-14に変更 

 

B-14 非金属水素吸着材料による貯蔵可能性の検討 

*小野優（東海大学人間環境学研究科人間環境学専攻）、**内田晴久（東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程）  

 

Ｃ・機械・材料工学  

 

C-1 メカノケミカル法を用いたスクラップゲルマニウムの再資源化  

*田島佳奈、岡部準子(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

 

C-2 Geウェハーを使用した赤外線レンズの作成 

*斉藤沙季、藤本隆一(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、正木進(㈱TDY)、**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

 

C-3 鉄道車両用積層構造材料(CFRP/18-8)の均質電子線照射による接着強度の向上方法の開発 

*峯岸 明子(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

C-4 衝突防止システムを装備する自動車向けガラス繊維強化熱可塑性ポリプロピレン樹脂の電子線照射による機械的性質の評価 

*奥原雅也(東海大学工学部材料科学科)、野村良(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、Michael C. Faudree(東海大学大学院

工学研究科金属材料工学専攻)、**西義武(東海大学工学部材料科学科) 
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C-5 航空機用炭素繊維織布強化 Ti/CFRTP(PC)接合体の作製と機械的性質の評価 

*遠藤祐一（東海大学工学部材料科学科）、長谷川 仁紀(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西義武（東海大学工学部材料

科学科） 

 

C-6 量産車部材に用いる CFRPシートと Cuの接着の支配因子の解明 

*斎藤 祐樹(東海大学工学部材料科学科) 、富澤 雅貴(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、峯岸 明子(東海大学大学院工学

研究科金属材料工学専攻)、**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

C-7 構造材料のオーステナイト系ステンレス鋼と緩衝材に利用される PEの接着強度の評価 

*久保 智愛（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、 神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科）、**西 義武（東海大学工学部材

料科学科） 

 

C-8 YBCO線材の通電性能に及ぼすはんだ接合条件の影響 

* 笠松真里（東海大学工学部材料科学科）、坂本太紀（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、** 山田豊（東海大学工学部材料

科学科） 

 

C-9 nPAD-YBCO超伝導線材を用いた電流リードの通電性能の評価 

* 佐藤伸哉（東海大学工学部材料科学科）、高橋祐樹（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、** 山田 豊（東海大学工学部材

料科学科） 

 

C-10 PIT法を用いたステンレス鋼シース MgB2超伝導細径線材の作製 

*小形昌也 (東海大学工学部材料科学科）、早川倖平 (東海大学工学部材料科学科）、深津健充（東海大学大学院工学研究科金属材料工学

専攻）、**山田豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

C-11 MgB2超伝導バルクの組織と超伝導特性 

*萩森良平（東海大学工学部材料科学科）、大内晧（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、**山田豊（東海大学工学部材料科学

科）、**山本明保（東京農工大学大学院工学研究院） 

 

C-12 YBCO超伝導線材 Ag保護層のはんだ溶解 

* 髙木智史（東海大学工学部材料科学科）、松村亮佑（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、** 山田豊（東海大学工学部材料

科学科） 

 

C-13 三次元流れにおける段付き角柱の空力特性 

*坂田茉奈美(東海大学機械工学科)，**岡永博夫(東海大学機械工学科) 

 

C-14 PIT法による Cu-10Niシース MgB2超伝導細径線材の作製と評価 

*小林佑樹（東海大学工学部材料科学科）、深津健充（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、**山田豊（東海大学工学部材料科

学科） 

 

 

D・教育・基礎科学  

 

D-1 情報カードを使用した理科教材の開発 

*吉原夕貴(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

 

D-2 スキャニメーションを利用した理科教材作成 

*黒川聖菜、渡邊聖也(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程), **小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 
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Ｅ・光・プラズマ理工学  

 

E-1 核融合炉における D-He混合プラズマ照射時の水素同位体吸蔵特性 

*金子雅美（東海大学理学部物理学科）、石川文貴（東海大学理学研究科物理学専攻）、**利根川昭(東海大学理学部物理学科)、松村義人

（東海大学工学部原子力工学科）、佐藤浩之助（中部電力）、河村和孝（東海大学） 

 

E-2 シートプラズマ中でのオメガトロン型質量分析器による水素負イオン温度計測 

*瀧本壽来生（東海大学理学部物理学科）、飯島貴朗（東海大学院総合理工学研究科総合理工学専攻）、田中悠太（東海大学院理学研究

科物理学専攻）、**利根川昭（東海大学理学部物理学科）、河村和孝（東海大学）、佐藤浩之助（中部電力） 

 

E-3 核融合炉の先進的ダイバータの模擬実験 

*田中悠太(東海大学理学研究科物理学専攻)、内山寛之(東海大学理学部物理学科)、**利根川昭(東海大学理学研究科物理学専攻)、佐

藤浩之助(中部電力)、河村和孝(東海大学) 

 

E-4 水溶液プロセスを用いた種々の形態を有する希土類含有微粒子の合成と波長変換材料への応用 

*東海林 千尋（東海大学大学院理学研究科化学専攻）、小川 哲志（東海大学理学部化学科）、**冨田 恒之（東海大学理学部化学科）、小

林 亮・加藤 英樹・垣花 眞人（東北大学多元物質科学研究所） 

 

E-5 マグネトロンスパッタにおける磁場配置の検討 

*酒井達拓 (東海大学工学部原子力工学科)、豊田椋一（東海大学院工学研究科応用理学専攻）、マンシィ アハマド（東海大学院工学研

究科応用理学専攻）、**松村 義人（東海大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

E-6 核融合ダイバータ材に対する重水素プラズマにおける反応機構についての研究 

*鷲平拓也（東海大学工学部原子力工学科）、石川文貴（東海大学大学院理学研究科物理専攻）、利根川昭（東海大学理学部物理学科）、 

**松村義人（東海大学工学部原子力工学科） 

 

E-7 マグネトロンスパッタリング中のプラズマ計測の検討 

*坂野尚太（東海大学工学部原子力工学科）、豊田涼一（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、**松村 義人（東海大学工学部原子

力工学科） 

 

E-8 基板バイアスが薄膜の内部応力に及ぼす影響 

*宮田隼平（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、西村佑樹（東海大学工学部原子力工学科）、豊田椋一（東海大学大学院工学研究

科応用理学専攻）、橋本真希（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、飯島貴朗（東海大学大学院総合理学研究科総合理工学専攻）、

利根川昭（東海大学大学院総合理学研究科総合理工学専攻）、**松村義人（東海大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

E-9 成膜時の基板温度が薄膜の内部応力に与える影響 

*橋本真希（東海大学院工学研究科応用理学専攻）、渡辺 基（東海大学工学部原子力工学科）、宮田隼平（東海大学院工学研究科応用理

学専攻）、豊田椋一（東海大学院工学研究科応用理学専攻）、**松村義人（東海大学工学部原子力工学科） 

 

 

Ｆ・有機・高分子材料  

 

F-1 アルコール化学気相成長(ACCVD)法と水分添加を用いた単層カーボンナノチューブ(SWCNT)の作製 

*平井慧(東海大学大学院工学研究科電気電子工学専攻)、 **庄善之(東海大学工学部電気電子工学科) 
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F-2 電子線照射により表面が活性化されたガラス繊維を用いた自動車部品用ガラス繊維強化熱可塑性ポリプロピレン樹脂の耐衝撃特性の 

評価 

*野村良 (東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、Michael C. Faudree(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西義

武(東海大学工学部材料科学科) 

 

F-3 輸血パックに用いる PPと抗血栓作用のある PAの高速滅菌接着 

*上田恵輔（東海大学工学部材料科学科）、久保智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻）、神田昌枝（東海大学工学部材料科学科）、

**西義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

F-4 半導体封止材に用いる異種高分子積層体(Epoxy/PA6）の電子線照射処理による接着剥離強度の評価 

*関上 周作（東海大学工学部材料科学科）、八木 新太（東海大学工学研究科金属材料専攻）、久保 智愛（東海大学工学研究科金属材

料専攻）、神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科）、**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

 

Ｇ・生命生体理工学  

 

G-1 色空間変換を用いた顔色情報解析について 

*渡邊汐(東海大学大学院工学研究科生体医工学専攻)、**影山芳之（東海大学大学院工学研究科医用生体工学専攻） 

 

G-2 新たな人工膵臓システムの構築を目指したマルチチャンネル電極を用いた糖負荷時の単離膵島の電位変動の検討 

*崔 素榮(東海大学大学院工学研究科医用生体工学専攻)、**田代秀夫(東海大学工学部医用生体工学科) 

 

G-3 血糖値制御を目指した自立的薬物放出システムの高性能化に関する研究 

*森 大典、矢野 和義（東京工科大学 応用生物学部）、當麻 浩司、荒川 貴博、**三林 浩二（東京医科歯科大学 生体材料工学研究所） 

 

G-4 アセトン用生化学式ガスセンサ(バイオスニファ)に関する研究 

*鈴木 卓磨、簡 伯任（東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科）、叶 明、當麻 浩司、荒川 貴博、**三林 浩二（東京医科歯科大

学 生体材料工学研究所） 

 

G-5 ダニアレルゲンDer f 1の半連続 on-site計測のための表面弾性波(SAW)免疫センサに関する研究 

*岸川 知里、三木 大輔（東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科）、宮島 久美子（日本学術振興会）、吉村 直之（日本無線株式

会社）、谷津田 博美（日本無線株式会社、OJ-Bio Ltd.）、當麻 浩司、荒川 貴博、**三林 浩二（東京医科歯科大学 生体材料工学研究

所） 

G-6 PS-PPGジブロック共重合体の水の構造と血液適合性 

*東 侑佐、**望月明（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

G-7 PMMA末端が関わる生体適合性へのPMMA分子量の影響について 

*小野 大、**望月明（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

G-8 PE-MMAトリブロック共重合体の水の構造および生体適合性 

*奥田知熙、**望月明（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

G-9 脳波による各種アラーム音の客観的評価の試み 

*梅本舞、小宮佑介、善入魁斗、大島浩(東海大学工学部医用生体工学科)、 木村達洋(東海大学基盤工学部医療福祉学科)、 **山崎清之

(東海大学工学部医用生体工学科) 
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*小幡雅人、石川愛理、成田翔、伊東高志(東海大学工学部医用生体工学科)、木村達洋(東海大学基盤工学部医療福祉工学科)、**山崎清之

(東海大学工学部医用生体工学科) 
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Ｈ・薄膜・表面物性工学  

 

H-1  RFマグネトロンスパッタリング法で作成した CuAlO系薄膜の評価 

*木村花梨、藤居奈々、大沼梨菜(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、一戸隆久(東京高専)、正木進(㈱TDY)、**小栗和也 

(東海大学教養学部人間環境学科) 
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Ｉ・その他  

 

I-1 マイクログリットの電力安定化のための小型発電機の制御装置の製作 

*有馬裕之、中村光良、品田俊広(東海大学工学部電気電子工学科)、**石丸将愛(東海大学工学部電気電子工学科) 

 

I-2 秦野市におけるGPSを利用したゴミ排出量の調査 

*石垣藍、林雅悠(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

 

I-3 音（振動）がアブラナの成長に及ぼす影響 — 特に暴露期間の影響について — 

*平田将大（東海大学 大学院 人間環境学研究科）、勝田悟（東海大学 教養学部 人間環境学科）、**室田憲一（東海大学 教養学部 人間 

環境学科） 

 

I-4 5-アミノレブリン酸が低温処理した植物のアブシジン酸生合成酵素をコードする遺伝子の発現に及ぼす影響 

*宮下博樹（東海大学 大学院 人間環境学研究科）、爲近智恵（東海大学 教養学部 人間環境学科）、勝田悟（東海大学 教養学部 人間

環境学科）、**室田憲一（東海大学 教養学部 人間環境学科） 

 

以上 
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電磁シールド材に用いられる PCと Alの電子線照射による高分子・金属材料間の接着技術 

 

*富澤 雅貴(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)  

久保 智愛(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、 神田 昌枝(東海大学工学部材料科学科) 

**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【緒言】ポリカーボネート(PC)は強化ガラスの 150 倍以上の機械的強度をもつ高

透明のエンジニアプラスチックである。軽量で加工性及び耐衝撃性、耐候性など

の特性に優れていることから様々な用途に用いられており、電子機器のカバーな

どにも用いられている。アルミニウム(Al)は電子機器内壁の電磁保護にも用いられ

ており、機器による人体による影響を低減させることが期待できる。しかし、PC

は耐溶剤性に乏しく接着剤に含まれる有機溶剤によって低分子に分解してしまう

ため、接着剤を用いた被着体との接着に適さない。そこで、100  keV級加速電圧

の均質電子線照射(HLEBI)による接着方法を用い、電磁シールド材に応用の期待が

出来る PCと Alとの接着を試み、接着強度の評価を微小荷重剥離試験機によって

評価した。本研究では、電子機器に用いられている PC と、電磁保護の可能な Al

に電子線照射処理を行い接着強度の評価をし、照射量だけでなく、温度、圧力の

処理条件も確立することを目指した。 

 

【実験方法】試料片には PC (500 μm)と Al箔 (11 μm)を用いた。PCに電子線照射を施し、145 ℃で 3 min、15 MPa

の条件にてホットプレス機による加圧熱処理を行った。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・

エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、その後 Ti

薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表面では 129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で

僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影響は少ない。なお、電子線照射侵入深さは 184 μm (PC)と 82 μ

m (Al) 程度であると推定される。その後、微小荷重試験機（（株）イマダ：F-S Master-1K-2N）を用いて 90°剥離試験

を行った。接着強度の変化は微小荷重引張試験機により剥離強度 N/m-1を測定した。また剥離強度の定義は JIS K 6900

であり、90°剥離試験 JIS K 6854-1に準拠して実施した。 

 

【結果】PC と Al 箔を積層ホットプレスして準備した試料では弱い接着現象が見られる。一方、電子線照射を行った

PC と Al 箔では強い接着現象を確認した。電子線照射処理し、ホットプレスによる加圧熱処理を行うと強い接着現象

を見出した。過剰な照射量では照射損傷により接着強度は低下するので、最適照射量・温度・圧力において、PCと Al

箔の接着強度が未照射に比べ向上することを見出した。 

Fig.1 Application example 

    : Electromagnetic shield 

1
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スマートフォン用高硬度耐衝撃性極薄ガラスの電子線照射による強靭化 

 

*髙橋杏奈(東海大学工学部材料科学科)、野村良(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻) 

**西義武(東海大学工学部材料科学科) 

 
【目的】  

近年、スマートフォンなどのモバイル端末は急速に進化し普及してきている。これらモバイル端末の操作性を担う

一端としてカバーガラスが挙げられる。しかし、これらモバイル端末は使用時の湾曲や衝撃によるカバーガラスの割

れが問題となっている。また、モバイル端末は今後更に薄化が予想されるため、カバーガラスの更なる強靭化が求め

られている。なお、現在の代表的なカバーガラスの強化方法としては物理的手法と化学的手法がある。いずれも表面

に圧縮応力を残留させることで、外力を受けても応力緩和によりクラック発生を抑制する方法である。 

本研究室では過去の研究において、石英ガラス、ソーダガラス、無アルカリガラスに 100 keV級加速電圧の均質電

子線照射処理を施すことにより耐衝撃性が向上することを見出している。これは新しいカバーガラスの強化方法とし

て期待できる。 

そこで本研究では、既にイオン交換強化法により耐衝撃性と耐圧性を強化され、モバイル端末のカバーガラスに用

いられているアルカリアルミノケイ酸塩ガラスに電子線照射処理を行う。その後、衝撃試験を用いてガラスの強靭化

を評価、検討することを目的とした。 

 

【実験方法】 

試料にはアルカリアルミノケイ酸塩ガラス(松浪硝子工業(株)製)を用い、電子線照射処理を施した。その際、使用

した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラ

メントから 170 kV加速電圧で発生し、その後 Ti薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表面では

129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影響は少ない。

なお、アルカリアルミノケイ酸塩ガラスの電子線照射侵入深さは 95.6 μm程度である。その後、強度の評価をする

ためシャルピー衝撃試験機(㈱島津社製 No.51735)を用いて衝撃試験を行った。 

 

【結果】 

アルカリアルミノケイ酸塩ガラスに電子線照射処理を施すことにより、過剰照射量では照射損傷によってシャルピ

ー衝撃値の低下が見られたが、最適照射量である 0.13 MGy照射した試料のシャルピー衝撃値は約 8 %向上した。 

 

 

図 1. アルカリアルミノケイ酸塩ガラスの応用例 
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エレクトロアクティブポリマーと生体医療ポリマーの高速殺菌接着について 

 

*高瀬 早桐（東海大学工学部材料科学科）、久保 智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻） 

神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科）、**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

ポリウレタン(PU)はエレクトロアクティブポリマーとして用いられており、アクチュエーター、センサー等への工業

的な応用が期待されている。ポリエチレンテレフタレート(PET) は人工血管や心臓内パッチに用いられており、透明

性・耐油性・耐薬品性に優れ、強靭で、ガスバリア性を持ち、さらに、PET によって作製した人工血管は生体血管と

同様の高い生体適合性を保持し、近年、医療分野にも用いられている。これらエレクトロアクティブポリマーと生体

医療ポリマーの接着を考える上では、異種高分子間の接着技術は非常に重要になると考えられる。一般的な接着方法

としては、接着剤を用いる方法や熱溶着が利用されている。しかし接着剤を用いる方法は体内で使用した際に、接着

剤成分の悪影響が考えられる。さらに、熱溶着材料特性の劣化が考えられる。本研究では、医用分野でも利用されて

いる PUと PETの接着を試み、接着強度に及ぼす電子線照射処理の影響を検討した。 

 

【実験方法】 

本研究の試料は、PU (Noveron Estate 5888 NAT021, Lubrizol Corporation, Wickliffe, OH, USA)と PET (帝人デュポンフィル

ム株式会社製,タイプ G2)を用いた。試料作製では、PU 側照射試料では PU フィルム(70μm)に電子線照射処理を行い、

積層試料では PUフィルム(70µm)と PETフィルム(50µm)を重ね、0.8 MPa印加した状態で固定し、PU側から電子線照

射処理した。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子

線は真空中で棒状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、その後 Ti 薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理し

た。この試料表面では 129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず

温度の影響は少ない。なお、電子線照射侵入深さは 192 μm (PU) と 158 μm (PET) と推定され、試料内部も十分に照射

されている。さらに、ホットプレス機を用いて、348 Kで加圧処理した。その後、接着強度を確認するため、微小荷重

引張試験機を用いて 90 度剥離試験を行った。接着強度の変化は微小引張試験機により剥離強度 N/m を測定した。ま

た剥離強度の定義は JIS K 6900であり、90度剥離試験 JIS K 6854-1に準拠して実施した。 

 

【結果】 

PUと PETのフィルムを積層ホットプレスすると弱い接着現象を確認した。一方、フィルムに電子線照射し、積層ホッ

トプレスすると強い接着現象を見出した。さらに最適照射量まで、PU と PET の積層フィルムの接着強度が未照射に

比べ向上すること見出した。勿論、過剰な照射量では照射損傷により接着強度は低下する。 
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航空機用積層構造材料(CFRP/Al)の電子線照射による新たな接着方法の開発 

 

*北原 大輔(東海大学工学部材料科学科)、峯岸 明子(東海大学工学研究科金属材料工学専攻) 

**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【緒言】炭素繊維強化高分子(CFRP)は比重が小さく、高比強度であるため航空機を始めとする輸送機の構造材料とし

て利用されている。アルミニウム(Al)も、軽量で高強度であることから航空機を始めとする輸送機の構造材料として

利用されている。しかし CFRPは価格が高価である。そこで、CFRPを表面材とした CFRP/Al積層複合材を作製すること

が出来れば、大幅なコスト削減が実現できるのではないかと考える。実際、輸送機の構造材料として CFRP/Al 積層複

合材料を利用する場合には、CFRP-Al間の接着が重要であり、接着力の向上が求められる。過去の研究において、高分

子・金属材料間に 100 keV級加速電圧の均質低エネルギー電子線照射(HLEBI)処理を施し、それらを積層接着すること

を見出した。接着強度の評価方法には様々な評価方法が必要であるが、過去に CFRP/Al の引張せん断接着強度につい

て、CFRP/Alの接着剥離強度について HLEBI処理による向上を報告している。本研究では Alにのみに HLEBI接着処理

を行い、照射工程を減らすことで更なるコスト削減を目的とし、引張せん断接着強度を評価した。 

 

【実験方法】本研究の試料は CFRPプリプレグ(GH Craft Ltd Co., Ltd, 3K 平織り 

333 g/m2 目付け (繊維 200 g 樹脂 133g ))と Al((株)ニラコ,品番 AL-013557)を

用いた。試料作製では、Al (2.0 mm)のみに HLEBI処理施した。その際、使用した

電子線照射装置は(株)岩崎電気社製 15 cmラボ機(CB250/15/10 mA)を用いた。電子

線は真空中で棒状フィラメントから 170 kV加速電圧で発生し、その後 Ti 薄板を通

過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表面では 126 keVまで減衰する。1

回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影響は

少ない。なお、Alの電子線侵入深さは約 77.8 μmと推定される。HLEBI処理を行

った Alと未照射の CFRPを重ね合わせた後、真空状態でホットプレス機を用いて 2 

h、401±0.5 Kの条件を中心にオートクレーブ成型を行った。その後、引張りせん

断接着強度を確認するためにインストロン万能試験機を用いて引張せん断接着試

験を行った。試験は、「引張せん断接着強さ試験」（JIS K6850）に準拠して実施した。 

 

【結果】CFRP/Al積層体をオートクレーブ成型して準備した試料では明確な接着現象が見られる。一方、Alに HLEBI処

理を行い、その後積層させオートクレーブ成型を行うと、強い引張せん断接着強度を見出した。これは、CFRPと Alの

両方に HLEBI処理を行った CFRP/Al 積層体と同程度の引張せん断接着強度である。 

Fig.1 Schematic drawing 

of tensile shear test. 
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核融合炉用機能性被覆におけるクラックの評価 

 

*佐々木亮祐（東海大学工部原子力科） 鈴木成実（東海大学院工研究科応用理専攻） 

豊田 椋一（東海大学院工研究科応用理専攻）**松村義人（東海大学院工研究科応用理専攻） 

 

諸言：液体金属を用いた核融合炉用ブランケットにおけるトリチウム透過防止、電気絶縁性の確保、耐食性向上が重

要な課題であるが、熱力学的に安定な ZrO2は良好なトリチウム透過防止性、電気絶縁性を有することから。ブランケ

ット構造体を金属 Zr で被覆し、表面に酸化皮膜を形成させることで自己修復機能を有する機能性被覆とすることが

可能である。本研究の目的は金属 Zr を高温酸化させることにより酸化皮膜の成長とともに生成されるクラックを分

析し酸化皮膜中のクラックの状態を明らかにし、電気化学インピーダンス法(EIS)をベースとしたクラックの監視技術

を開発することである。 

実験方法 試験材料に Zr(Purelity:99.2%)の各試験片( 約 φ6.3mm ×9mm 円筒)を空気および酸素雰囲気下 773Kで 10-500

時間の酸化処理を実施した。酸化前後の重量変化は 0.1mg分解能の電子天秤にて測定し、表面積と酸化物の密度を用

いて酸化皮膜の厚さを求め、断面 EPMA 分析を実施した。また、Fig.1 のように反応性スパッタリング法により

ZrO2,SiO2を堆積し、クラックの発生した酸化皮膜を SUS316(φ6mm×10mm）試験片を用いて模擬した。さらにその上

に電極を形成した、その試験片を 1MHz-10mHzの周波数レンジで振幅を 10-100mV としてインピーダンス測定を実施

し、測定結果と等価回路モデルの周波数応答を比較した。 

結果および考察：酸化処理試験片の SEM 分析 Fig2 により酸化皮膜の成長と母材に平行なクラックをとらえることが

出来た。SEM分析の結果に基づいて、水平方向のクラックを有する酸化皮膜の等価回路モデルを構築した。その結果、

酸化皮膜中のクラックの厚さが、全体の厚さの 1%以下であり、全体の面積の 50%以上にクラックが生じている場合、

インピーダンス測定によりクラックと酸化皮膜の厚さを明確に弁別できることが示唆された。以上のことから反応性

スパッタリング法により酸化皮膜内の水平なクラックを SiO2 によって模擬し電気化学インピーダンス法によってイ

ンピーダンスを測定することにより、酸化皮膜内のクラックの状態を模擬してクラックとインピーダンス応答の関係

を実験的に比較検討できる可能性が示唆された。 

結論：電気化学インピーダンス法(EIS)をベースとしたクラックの監視技術の目途が得られた。 

 

 

Fig.2 500時間昇温後試験片 SEM Fig.1 クラック模擬試験

片 
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核融合炉における機能性被覆の in-situ評価に関する研究 

 

*鈴木成実（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、佐々木亮祐（東海大学工学部原子力工学科）、 

豊田諒一（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、**松村義人（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

はじめに 将来のエネルギー源として期待される核融合炉において、熱

および核特性の観点から燃料増殖材および冷却材として、液体金属の使

用が検討されている。 しかしながら、この方式では、液体金属による構

造材料の腐食および壁面からのトリチウムの透過などの問題があり、解

決方法として Fig.1 に示すような熱力学的に安定な酸化物による機能性

被覆を液体金属流路内に自己形成させる方法が検討されている。このた

め核融合炉の運転中にその機能性被覆の厚さや、性状、クラックなどを

in-situ に診断することが必要となる。ジルコニウム(Zr) 酸化物は高い水

素透過防止性が報告されていることから、本研究では Zr表面を高温酸化

させて形成した酸化皮膜の性状とインピーダンス応答についてより詳細

に検討し、機能性被覆の in-situ 健全性診断法に関する検討を行った。 

実験方法 Fig.2に酸化皮膜断面の等価回路を示す。酸化物以外のイ

ンピーダンスは非常に小さいと考えられるため、測定体系において

酸化皮膜のインピーダンスが支配的となる。Fig.2に示す酸化皮膜の

インピーダンス Z[Ω]はキャパシタを拡張した素子 (CPE)を用いて、

𝑍𝐶𝑃𝐸−𝑅 =
𝑅

1+(𝑗𝜔)𝑝𝑇𝑅
のように表される（ j:虚数単位、ω:角周波数

[rad/sec]、p:CPE 定数 p、T:CPE 定数 T[F/s1-p]、R：電気抵抗）。ここ

でCPE定数 Tは𝐶𝑒𝑓𝑓 = 𝑇
1

𝑝𝑅
1−𝑝

𝑝 として静電容量に換算し、𝑡 = 𝜀0𝜀𝑟
𝐴

𝐶𝑒𝑓𝑓

として膜厚を評価した。試験は、大気圧 773K 酸素ガス中で酸化皮

膜を形成させた Zr 試験片に Au 電極をスパッタして測定した batch

試験と、Au 電極をスパッタした Zr試験片を同様の環境中で酸化さ

せながらインピーダンス測定を実施する in-situ試験を実施した。 

結果および考察 Fig.3に in-situおよび batch試験で得られた膜厚お

よび、酸化皮膜内の組成のばらつきを示すと考えられる CPE-pを時

系列でプロットした。膜厚は絶対値の差があるものの、in-situ 試験

は batch試験に対してよく外挿できる結果となっている。また、CPE-

p は酸化のごく初期には 1 に近い値を示し、初期には非常に均一な

皮膜な形成されていることが示唆された。このことから、酸化のご

く初期などの観察が困難な領域における酸化皮膜の in-situ評価も可

能であることが示唆された。 

結論 機能性被覆の in-situ健全性診断法の目途が得られた。 
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Fig.1 Concept model of functional layer. 

Fig.2 Equivalence circuits of oxide layer. 
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有機無機融合ペロブスカイト太陽電池の研究開発 

 

＊山本智妃呂、前田勝典、山川ジョエル(東海大学大学院工学研究科) 

＊＊金子哲也、功刀義人、磯村 雅夫(東海大学大学院工学研究科) 

 

1.はじめに 

近年、金属ハライドペロブスカイト材料を光吸収層に用いた有機無機ハイブリット型太陽電池が新たな次世代型太

陽電池として注目を集めている。本太陽電池では特性劣化が問題となっており、評価方法の確立と劣化メカニズムの

解明が重要な課題の一つとなっている。そこで本研究では、CH3NH3Pbl3太陽電池を作成した後に、電流-電圧(J-V)特

性の測定と電界発光（Electro Luminescence : EL）の観測を用いて太陽電池の性能評価を行った。 

2.実験方法 

 本研究では、FTO基板上のメゾポーラス TiO２に PbI２溶液をスピンコートにより塗布した後、ヨウ化メチルアンモ

ニウムに浸漬させてペロブスカイト膜を作製した。さらに、その上にホール輸送層、金電極の順に形成し太陽電池と

した。太陽電池特性を評価するために、Xeランプを光源としたソーラーシミュレータ下で-0.1 - 1.0 [V]の範囲で電

圧を掃引し、J-V特性を取得した。次に、EL画像を撮影するために金電極側を正に 1.0 [V]を印加し、発光の様子を

暗所にてカメラで撮影した。EL画像は波長 780 [nm]以上を透過する赤外透過フィルターを通して撮影した。EL測定

をした後に再度 J-V測定を行い、これを３回繰り返し、試料への影響を評価した。 

3.実験結果 

 図 1は EL測定時に撮影した試料の発光である。(a)は構造の断面模式図、(b)は試料を赤外光下にてガラス面から撮

影した写真であり、点線矩形内がセルとなっており EL 発光が期待できる領域である。(c)は 1 回目に測定した発光の

様子であり、(d)は 2回目、(e)は 3回目である。図 1(c)より面内発光強度に分布が見られる。これはペロブスカイト

層の物性や膜厚の面内不均一性を示していると考えられる。また、セル内の写真下部は強く発光しており、上部は発

光が弱いことが分かる。この明部((b)の y 点)と暗部((b)の x 点)それぞれの位置で J-V 測定を行った。その結果、太

陽電池の変換効率は明部が 1.93 [%]、暗部が 0.76 [%]と明部の方が変換効率が高いことが分かった。また、上記の明

部及び暗部それぞれにおける変換効率と EL 測定回数の関係を図 2 に示す。明部は EL 測定の回数を重ねた後の変換効

率の低下は少ないのに対し、暗部は変換効率が大きく低下した。この結果は EL測定により太陽電池としての特性を劣

化させることがあり、その影響は特性の低い部分に強く現れることを示している。これらより、EL 測定は太陽電池の

特性の面内均一性を評価するのに有用であるが、ペロブスカイト太陽電池においては劣化を引き起こす場合があるこ

とが分かった。 

 

(c) (d) (e) 

図 2 . EL 測定回数と太陽電池の効率の関係。暗部

は図 1(b)中の x 部、明部は同 y 部を測定した結果で

ある。 

図 1. EL 測定の画像。(a)は構造の模式図、(b)は赤外光下にて撮影した

画像、(c)は 1 回目の EL 画像を測定、(d)は 2 回目、(e)は 3 回目であ

る。 
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燃料電池の最大効率点制御方式の提案 

****坂上坂上坂上坂上    文弥文弥文弥文弥((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))、、、、    山口山口山口山口    拓馬拓馬拓馬拓馬((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))、、、、

********板子板子板子板子    一隆一隆一隆一隆((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))    

1. まえがき 筆者らは,先に固体高分子形燃料電池(PEFC)発電システムの最大効率点追従(MEPT:Maximum Efficiency

Point Tracking)制御方式として,燃料消費を抑える制御方法を提案し,高速応答流量センサを用いて，水素消費を従来

の MPPT(最大出力点追従:Maximum Power Point Tracking)制御と比較し,20％程度抑制できることを示した[1].しかしこ

の場合,最大効率点の検出に分単位の時間を要するため水素の無駄が

生じ,システム応答が悪くなるなどの問題があった. 

 そこで本論文では,最大効率点検出時に水素量を計測せずに燃料電

池の電圧と電流に基づいて瞬時に最大効率点の検出を行う方法を提案

し,システムとしての制御方法を検討したので以下に報告する． 

2. 従来システム 図 1に筆者等が検討してきた高効率燃料電池発電シ

ステム構成を示す.左から燃料,流量センサ,燃料電池(FC),(電圧,電

流)センサ,DC-DC コンバータ,エネルギー蓄積要素の電気二重層キャパ

シタ,(電圧,電流)センサ,負荷,マイクロプロセッサという構成である.

従来の制御システムでは,MPPT 制御モードでのみ発電するので必ずし

も最大効率点で動作しない,そのため水素の無駄が生じる. 

3. 燃料電池の新しい高効率制御方式の提案 ファラデーの法則から,

水素の反応量と通電量は比例関係にある.従って,水素の代わりに総合

燃料電池電流 IFCTを用いた効率電圧 Veを定義する.  

効率電圧                                            ……(1) 

ただし,IFC0は,燃料電池の無負荷時の水素消費量に相当する電流である.このVeに基づく量が最大となる点を追従する

ように制御を行う.すなわち,水素消費量の代わりに総合燃料電池電流を用いることで検出時間の大幅な短縮を狙った.

この方式では，燃料電池の電圧と電流に基づいてスキャンを行うため，応答が格段に速くなる.この方式で検出した最

大効率点は水素消費量を測定して求めた場合と一致することを確認している.図 2 は提案するスキャン型 MEPT 方式の

動作概念図である.Vemax点検出動作(Vemax検出モード)と,Vemax点での燃料電池電圧 VFCOP,燃料電池電流 IFCOPで追従動作

(燃料消費抑制モード)を行うことで燃料を効率良く使用することが可能となる.また,負荷電力が PFCOPを超えた場合に

は図 2に示すように速やかに IFCを増加(電力制御モード)させ電力の不足を回避する．図 3は提案方式の制御モード遷

移図を示す.効率電圧最大動作点を検出する Vemax検出モード,検出した Vemaxで追従動作を行う燃料消費抑制モード,電

力不足を防ぐ電力制御モード,休止モードで構成されている.休止モードの動作は従来法と同様であり,休止モードか

ら制御を再開する際に,Vemax 検出モードを行い,負荷電力に応じて燃料消費抑制モード(PL≦PFCOP),あるいは電力制御モ

ード(PL>PFCOP)に遷移させ水素を極力抑える動作を実現させる. 

4.まとめ 今後は,今回新しく提案した制御方式で従来のMPPT制御や文献[1]の方法と比較してどの程度水素消費を抑

制できるかを定量的に検討する予定である. 

文献[1]板子,鈴木,大道寺,森「固体高分子形燃料電池システムの高効率制御方式」第 28 回電気設備学会全国大会(2010)No.8 

図 2制御システム構成

図 1制御システム構成

図３制御モード遷移図[V]
II

IV

I

IV
Ve

FC0FC

FCFC
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直列に接続された太陽電池モジュールの欠陥セル検出方法直列に接続された太陽電池モジュールの欠陥セル検出方法直列に接続された太陽電池モジュールの欠陥セル検出方法直列に接続された太陽電池モジュールの欠陥セル検出方法((((電圧型電圧型電圧型電圧型 SRCSRCSRCSRC 検査法検査法検査法検査法))))    

****王王王王        亜東亜東亜東亜東((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))、、、、 柳沢柳沢柳沢柳沢拓己拓己拓己拓己((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))、、、、    

諸星諸星諸星諸星拓貴拓貴拓貴拓貴((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))、、、、    ********板子一隆板子一隆板子一隆板子一隆((((神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科神奈川工科大学電気電子情報工学科))))

1. まえがき

太陽電池モジュールの故障の原因の一つにホットスポット現象があり，その要因としてセルの欠陥が挙げられる．

ホットスポットはセルが部分的に高温になり，最悪の場合火災の原因になる．そこで，筆者等は先に結晶欠陥に基づ

く物理現象を利用し，モジュール単位でホットスポットを簡易的に診断できる電圧型 SRC (Self Reverse Current)検

査法を開発した．この方法は太陽電池モジュールをシステムとして組み上げる前に，予め欠陥のあるモジュールを排

除できるため，システムの信頼性向上に有効である．しかしながら，このホットスポットは，設置前に問題がなかっ

たとしても後々にホットスポットが発生するケースもあるため，設置後にも定期的に検査できることが強く要求され

ている．しかし，設置されたモジュールを 1枚 1枚取りはずして検査するのは非現実的である． 

そこで，本論文ではシステムとして設置されたモジュールをストリング(複数枚直列接続された状態)毎に検査可能な

電圧型 SRC検査法を新しく提案している． 

2.実験方法および結果 

モジュールを 8枚直列に接続したストリング構成を図１に示す．直列に接続

された場合には被検査モジュール(セル数 34枚)が他のモジュールの発生電圧

の影響を受けるため，検査しているモジュール以外のモジュールを遮光する

必要がある．なお，光を被検査モジュール全体に照射した際に被検査モジュ

ールが最大電力点で動作する抵抗 Rを設定する．そのとき発生する R端子の

電圧 Vを基準電圧 V0とする．その後，各セルに影を付加し，それ以外のセル

に光を照射した際の電圧 Vを計測する．この電圧 Vは,セルごとのリーク電流

によって違いがある．そこで，以下に定義する HSI(Hot Spot Index)を用い

て欠陥セルを検出する.この値が著しく低いと欠陥セルの可能性がある． 

       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 

モジュール１枚で電圧型 SRC 検査をしたときの HSI を図２(a)に示す．同

図より,２１と２３番のセルの HSIが極めて低く，欠陥セルと判定できる．図

1の提案方式で検査を行った結果を図２(b)に示す．ただし，代表例として図２

(a)と同じモジュールの結果を示している．同図より，直列に接続されたモジ

ュールの影響を受けずに，検査結果の傾向が図２(a)とほぼ一致していること

が確認できる．このことから，今回提案する方式を適用することで設置済みの

太陽電池モジュールもストリング毎にまとめて検査できることが実証された． 

３. まとめ

以上より，本方式の適用によって，設置後も太陽電池モジュールのストリン

グ毎に接続箱から電圧を取り出して容易に検査できることが明らかとなった． 

図１．提案する検査システム 

図２．検査結果 
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単層 CNT/PTFE複合膜を用いた燃料電池用防食膜 

 

* アティカ シュハイダ，齊藤大輝，宮崎厳太（東海大電気電子工学科），* * 庄善之（東海大電気電子工学科） 

 

背景・目的 

 燃料電池は水素と酸素を用いる発電デバイスであり，発電部である膜電極接合体（MEA）と集電極であるセパレー

タで構成される．セパレータには金属製とカーボン製の 2 種類があるが金属製セパレータは機械的強度に優れ，プレ

ス加工で安価に作製できるため，燃料電池用セパレータとして広く用いられている．しかし，燃料電池動作環境化に

おいて金属製セパレータが腐食し，燃料電池の出力を低下させてしまうため，金 めっきなどの防食加工が必要である

が貴金属のめっきは被覆コストが高いため，新しい防食技術が求められている．   

本実験は，耐腐食性を有する PTFE(ポリテトラフルオロエチレン)と高い導電性を有する単層カーボンナノチューブ

(SWCNT)を混合した防食膜を作製し，燃料電池の出力向上及び長寿命化を実現することを目的に，MWCNT より高い

電気伝導性を有している単層 CNT を使用し，SWCNT/PTFE 複合膜を作製する． 

 

実験方法 

純水 19.8 [ml] の中に SWCNT ，界面活性剤を 0.1 [g] ずつ混合し，SWCNT 濃度を 0.5 [％] とした，ローラーで予備分

散を行い，ジェットミル法を用いて，圧力 50 [MPa] で分散処理を 50 回で行い，水系 SWCNT 分散液を作製した． 作

製した SWCNT 分散液と PTFE の重量比がそれぞれ 25 [％] ，75 [％] で混合し，超音波撹拌機を用いて 20 分で撹拌し

た．作製した SWCNT/PTFE を用いて複合膜を作製した．作製した複合膜の導

電率測定をした．また，作製した複合膜を用いて燃料電池を組み立て，発

電特性を評価した． 

 

結果・考察 

図 1 に SWCNT/PTFE 複合膜と MWCNT/PTFE 複合膜の導電率のグラフを示

す．SWCNT の導電率は 137.5[S/cm]，MWCNT の導電率は 12.5[S/cm]であっ

た．SWCNT/PTFE 膜は MWCNT/PTFE 膜と比べ，約 11 倍の高い導電率を得ら

れた． 

  図 2 に SWCNT/PTFE 被膜後，MWCNT/PTFE 被膜後のセパレータと被膜前

のステンレスセパレータを用いた燃料電池の(a)電流に対する電圧及び(b)電

力特性を示す．開放電圧は全て 0.9 [V] になった．出力電流の増加により，

出力電圧は降下した．被膜前のステンレスセパレータを用いた燃料電池の

電圧降下は最も大きくなり，MWCNT/PTFE を皮膜したステンレスセパレー

タを用いると電圧降下は緩やかになった．SWCNT/PTFE 膜を用いた場合，電

圧降下が最も小さくなった．出力電力密度でも，被膜前のステンレスセパ

レータを用いた燃料電池の出力が最も低くなり，MWCNT/PTFE を皮膜した

ステンレスセパレータを用いると出力電力密度は高くなった．SWCNT/PTFE

膜を用いた場合，出力電力密度が最も大きくなり，最大出力電力は

188[mW/cm²]が得られた． 

 SWCNT/PTFE 複合膜を用いた燃料電池の出力電力は被膜前より増加した．

これは，SWCNT が膜の中で均一に分散することで，電気的なネットワーク

を形成したことにより，複合膜は高い導電性を得られたため，SWCNT/PTFE

複合膜を用いた燃料電池内のセパレータと MEA の接触抵抗が減少したと考

える． 

 

図 1 SWCNT/PTFE 複合膜と MWCNT/PTFE

複合膜の導電率 MWCNT の導電率 

 

図 2 SWCNT/PTFE 複合膜，MWCNT/PTFE

複合膜、，通常のステンレスセパレータ

の電流変化に対する I-V 特性 
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マグネシウム微粒子を用いた水素発生装置と燃料電池への応用 

 

*鈴木俊樹（東海大学工学部電気電子工学科），永原悠貴 大塚大輔（東海大学工学部電気電子工学科），**庄善之（東

海大学工学部電気電子工学科） 

 

1.背景・目的 

固体高分子型の燃料電池は水素と酸素で発電し,常温で動作するためモバイル機器への応用が可能である.燃料電池の燃

料である水素ガスの運搬にはボンベが必要となり,燃料電池を携帯し使用するためには水素の持ち運び方法が課題である.  

本研究では燃料電池を使用する時,水素ボンベを持ち運ばなくてもいいようにするため,燃料電池と水素ガスを一体化さ

せる.燃料電池に水を貯蔵する水槽を作り,水槽にマグネシウムを投入することで水とマグネシウムの酸化還元反応で水素

を発生させ燃料電池を発電させる.またマグネシウム微粒子をペレットにすることで,マグネシウムを容易に投入する. 

2.実験概要 

 マグネシウム微粒子を圧紛成型機で 200[kg],15[s]圧紛成型し,マグネシウムペレットを作製した.また水が入っている水

槽にマグネシウムペレットを投入した時,ペレットが粉末状になるように崩壊剤としてコーンスターチをマグネシウム微粒

子の質量に対し 10.0[%]添加した崩壊剤入りマグネシウムペレットも作製した.アノード側に容量 12.0[ml]の水槽を持つ燃

料電池のセルを作製し,崩壊剤入りと崩壊剤未投入のマグネシウムペレットを用いて,燃料電池の出力電圧と出力電流を 20

分間測定した.実験条件はマグネシウム燃料電池の水槽内に純水 12.0[ml]とマグネシウムを 150[mg]を投入し,燃料電池に

負荷として 2[Ω]の抵抗を接続した. 

 3.結果・考察 

崩壊剤未投入のマグネシウムペレットを水の入った水槽に入れるとほぼ

形を保ったまま気泡が発生した.崩壊剤入りマグネシウムペレットは,水に

入れるとすぐに粉末状になり,崩壊剤が未投入のものより激しく気泡が発生

した.図 1に崩壊剤未投入のマグネシウムペレットを用いた燃料電池の出力

電圧の変化を示す.最大出力電圧は 0.296[V],最大出力電流は 0.148[A],最

大出力電力は 0.044[W]だった.図 2に崩壊剤入りのマグネシウムペレット

を用いた燃料電池の出力電圧の変化を示す.崩壊剤をマグネシウムペレッ

トに添加することで最大出力電圧は 0.363[V],最大出力電流は 0.181[A],最

大出力電力は 0.066[W]に増加した.出力電圧と出力電流が増加し始める時

間と最大出力電力に達する時間は崩壊剤入りマグネシウムペレットの方が

早かった.崩壊剤未投入のマグネシウムペレットはペレットの表面しか水と

マグネシウムが反応しなかったため燃料電池の出力電力が低いと考えられ

る.崩壊剤入りのマグネシウムペレットはペレットが粉末状になり,マグネ

シウムの表面積が増えたため,燃料電池の出力電力が高くなったと考えられ

る.またすぐに粉末状になるため,出力電圧と出力電流が増加し始める時間

と最大出力電力に達する時間が早くなったと考えられる

 

図 2.崩壊剤入りのマグネシウムペレットを

用いた燃料電池の出力電圧の変化 

図 1.崩壊剤未投入のマグネシウムペレッ

トを用いた燃料電池の出力電圧の変化 
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フレキシブル燃料電池の作製 

 

* 小坂井 健汰，鈴木 智也（東海大学電気電子工学科） * * 庄 善之（東海大学電気電子工学科） 

 

［緒言］  

 燃料電池は，次世代の発電方法として期待されており電力密度が高く，

水素と酸素がある限り半永久的に発電することができる．また，固体高

分子型の燃料電池は常温での動作が可能であり，モバイル機器の電源と

しての応用も期待されている．しかし従来の燃料電池は重さや柔軟性の

面から取り付けられる場所が限られている．本実験の目的は，持ち運ぶ

ことを前提とし，身体の動きや取り付ける場所など様々な環境に対応で

きるよう軽量かつ小型で柔軟性のあるフレキシブル燃料電池の作製とし

た． 

 フレキシブル燃料電池の作製にあたり，初めに燃料電池の発電部で

ある膜電極接合体（MEA）のフレキシブル化を行った．一般的な MEAは

カーボンペーパーが主に使われているが，曲げや衝撃に弱く容易に割れ

てしまう．そこで MEAの燃料拡散層部にカーボンペーパーと同じ炭素で

できており，柔軟性のあるカーボンクロスを用いることで一般的な MEA

より曲げに強くした．また，マルチメーターを用いて抵抗を測ったとこ

ろ，カーボンクロス単体ではカーボンペーパーの約 10倍（5Ω程度）あ

り，性能に影響があると考えられたため導電剤として電気伝導性の高い

CNT分散液を表面に塗布した．塗布後の抵抗は約１Ωとなった． 

［実験］ 

 カーボンクロスの表面に導電剤として CNT分散液 0.5％を塗布し乾燥

させ，触媒を塗布しもう一度乾燥させる.同様のものを 2枚作製した後，

ナフィオン膜を間に挟み熱圧着（215℃，2分間）を行なう.作製した MEA

で燃料電池を組み立て，発電性能の評価を行なった.  

［結果・考察］ 

 カーボンペーパーを用いた MEA は曲げに対して極端に弱く，少し力を

加えただけでも容易に破損した．Fig1 にカーボンクロスを用いて作製

した MEAの画像を示した．本実験で作製したカーボンクロス MEAは約 90°曲げても破損せずカーボンペーパーを用い

た MEAに比べ曲げに強いことが確認できた． 

 Fig2に CNT分散液を塗布したカーボンクロスの MEAの I-V特性を示した．開放電圧は一般的な MEAと同等の約 1.0V

となった．電圧を 0.2Vまで降下させたとき電流は約 5Aまで流れた．電力は，電流の増加に伴い増加し，電流が約 3.5A

のとき電力が最大となり約 81W/c㎡となった．電力が最大となった後は緩やかに減少していった． 

以上より，本実験で使用したカーボンクロスは曲げに強く，カーボンペーパーと同様に MEA の燃料拡散層として機

能することから，本研究の目的であるフレキシブル燃料電池を作製する上で適当な材料であると考えられる． 
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燃料電池の反応抵抗の計測と評価に関する研究 

 

＊楊帥（東海大学工学研究科電気電子システム工学専攻），＊＊庄善之（東海大学工学部電気電子工学科） 

 

【はじめに】 

水素と酸素を電気化学反応させて発電する燃料電池は，発電効率が高く，環境に優しい利点があるため，携帯電話

やノートパソコン，自動車などで実用化が進められている．固体高分子型燃料電池(PEFC)ではカソードでの酸素還元

反応が遅いという欠点があるため，白金(Pt)が PEFCの電極触媒として用いられている．燃料電池は電気化学反応速度

によって燃料電池の反応抵抗が変わる．反応抵抗を測定するため，今まで，燃料電池を一回停止する必要がある交流

インピーダンス法を使用している．本研究では，燃料電池が発電中のアノードおよびカソードの電位を計測し，新し

い反応抵抗の測定方法を確立する． 

今回の実験は膜電極接合体（MEA）のカソード触媒量を変化させて，両極の電位の変化からそれぞれの反応抵抗の変

化を確認することを目的とする． 

【実験方法】 

燃料電池用触媒にナフィオン液と純水を 0.0662mlずつ添加し，2枚の 23 x 23 mmカーボンペーパーに担持した．

触媒量はアノード触媒量を一定し，カソード触媒量を 0mgから 10mgまで，2mgずつ変化させた．触媒を担持した 2枚

のカーボンペーパーで 40 x 40mm ナフィオン膜を挟み込み，温度 215℃，圧力 100kg，2分間で熱圧着し，膜電極接合

体（MEA）を作製した．作製した膜電極接合体（MEA）を燃料電池に組み込み，作製した燃料電池触媒の出力特性を評価

した． 

【実験結果・考察】 

図 1 に燃料電池のカソード触媒量を変化させて発電する時のカソード電位およびアノード電位を示す．カソード触

媒量が 0mg にするとき，発電は確認されなかった．燃料電池の触媒量に関わらず，アノードとカソードの開放状態の

電位差は 0.9Vであり，カソード触媒量の増加に伴い，アノードの電位は一定し，カソードの電位の降下が緩やかにな

ることを確認した．燃料電池の触媒量の増加により，燃料電池内部の燃料ガスの電気化学反応を促進されたため，燃

料電池の反応抵抗を減少することと考えられる．また，反応抵抗の減少に伴い，燃料電池の出力電流を増加すること

と考えられる． 

図 2 にカソード触媒量に対する燃料電池の両極の内部抵抗の変化を示す．カソード触媒量の増加に伴い，アノード

の内部抵抗が少し減少して，カソードの抵抗が急激に減少することを確認した．カソード触媒量の増加により，燃料

電池の電気化学反応の速度を増加し，反応抵抗が減少したことを計測できたと考えられる． 

 

図 1.カソード触媒量を変化させて発電する時の

カソード電位およびアノード電位 

図 2.カソード触媒量に対する

内部抵抗の変化 
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液中プラズマ法を用いた燃料電池用触媒の作製と評価 

 

＊Alsaeedi A.(東海大学大学院工学研究科電気電子システム工学専攻) ＊＊庄善之（東海大学工学部電気電子工学科） 

 

１．【目的】 

固体高分子型燃料電池(PEFC)は，小型であり比較的低温での動作させるため，

Pt 触媒を用いて燃料ガスの電気化学反応を促進している．現在は，アセチレン

などの炭化水素を熱分解して作製された炭素粉末表面に電気化学的手法を用い

て Pt触媒を作製している． 

本研究では，一貫したプロセスで Pt 触媒の担持体である炭素粉末と Pt 触媒

を作製することができる新たな手法の確立を目的とする． 

2. 【液中プラズマ法による炭素粒子及び白金微粒子の作製】 

 図 1に Pt担持炭素の作製に用いた液中プラズマ装置の概略図を示す．Pt担持

炭素触媒を作製し，燃料電池触媒としての発電性能を確認した．エタノール溶液

中に 2本のタングステン電極を 1[mm]間隔で設置し，パルス電源に接続した．プ

ラズマ放電処理時間は 15[min]，30[min], 60[min]に変化させた．プラズマ放電

処理を行ったエタノールを分散剤濃度 1%の純水 40[ml]に置換した．その溶液に

Pt電極を用いてプラズマ放電処理を 20[min]行った．プラズマ放電処理の

電圧は 4[kV]，幅は 2.0[μS]，周波数は 30[kHz]でした．放電処理後の試

料を用いて MEAを作製し，燃料電池を組み立て，発電性能の評価を行った． 

3. 【実験結果・考察】  

 図 2 にプラズマ放電処理時間に対する炭素粒子量と Pt スパッタ量，最

大出力密度を示す．タングステン電極を用いてエタノール溶液にプラズマ

放電処理を行ったとき，溶液が黒くなった．この結果よりプラズマによっ

てエタノール溶液が分解されて炭素が発生したと考えられる．タングステ

ン電極でプラズマ放電処理時間によるエタノール溶液中で作製した炭素

粒子量は直線的に増加した．60[min]のとき，42[mg]になった．また，Pt電

極を用いたプラズマ放電処理によって Pt 電極がスパッタされ，Pt 電極の

質量が減少した．放電処理時間を長くするほど Ptスパッタ量も増加した．

60[min]のとき，19.8[mg]になった．これは Pt電極がスパッタされ，Pt粒

子ができたと考えられる．最大出力密度もプラズマ放電処理時間を上昇さ

せるほど直線的に増加した．60[min]のとき，65[mW/cm2]になった． 

 以上により，タングステン電極を用いてエタノールをプラズマ放電処理

に対する炭素粉末が発生し，Pt 電極を用いて Pt 微粒子が炭素粒子の表面

に担持され，出力が発生したと考えられる．燃料電池用触媒を用いて MEA を作

製し，それを燃料電池に組み込み，発電性能を評価した． 

 

図 2.プラズマ放電処理時間に対

する炭素粒子量と Pt スパッタ

量，最大出力密度 
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単層 CNTを添加した電気二重層キャパシタに関する研究 

 

＊栃谷勇吾(東海大学大学院工学研究科電気電子システム工学専攻) ＊＊庄善之(東海大学工学部電気電子工学科) 

 

[目的] 

電気二重層キャパシタ(EDLC)とは，イオンの吸脱着を用いた蓄電デバイスである．EDLC の特徴として，他のキャ

パシタと比較し静電容量が大きく，二次電池と比較し急速充放電が可能で高効率，長寿命である．しかし，EDLC は

直列抵抗成分が高いため，充放電時のエネルギー損失が大きいという問題がある．従来の EDLC はアセチレンブラッ

ク(AB)などの導電材を分極電極に添加することで，直列抵抗成分を低減している． 

本研究では導電性が高く，表面積が多い単層カーボンナノチューブ(CNT)を分極電極に添加することで直列抵抗成

分の低減を試みる。本実験では単層 CNT を導電材として添加し静電容量，直列抵抗成分，充放電効率，最大電力密

度の算出を行い．多層 CNT，AB を導電材として添加した場合との比較を行った． 

 

[実験方法]  

2 つの分極電極を作製するため，導電材に単層 CNT0，5，10，15，20，30％，活物質に活性炭 85，80，75，70，

60%，結着材にポリテトラフルエチレン（PTFE）粉末 10%を合計 130mg を計量し，シート状になるまで混合した．

混合物を 60mg 計量し金型に入れ， 200kg で 5 秒間圧粉成型し，分極電極を作製した．作成後，その後，セルを組み

立て，充放電特性試験，出力特性の評価を行い直列抵抗成分，静電容量，充放電効率，最大電力密度を算出した． 

 

[結果･考察]  

図 1 に導電材添加率に対する直列抵抗成分，静電容量グラフを示

す．図 1 より導電材を添加しない EDLC は直列抵抗成分が 32Ωと

大きくなった．添加率 10％の時には，単層 CNT を添加した

EDLC の直列抵抗成分は 11.7Ω，多層 CNT を添加した EDLC の

直列抵抗成分は 9.2Ω，AB を添加した EDLC の直列抵抗成分は

13.5Ωがとなり低くなった．これは，導電材が活性炭の隙間に入

り込み活性炭同士を繋ぎ，電気的ネットワークを形成したためで

あると考える．単層 CNT は高アスペクト比の繊維状であることか

ら，AB と比べ多くの単層 CNT が活性炭の隙間に入り込み活性炭同

士を繋ぎ，直列抵抗成分が低くなったと考えられる．しかし，本研

究で使用している単層 CNT は凝集しているため粒形が大きい．そ

のため，多層 CNT と比べ，導電材が活性炭の隙間に入り込み活性

炭同士を繋ぐ量が少ないため，直列抵抗成分が高くなったと考え

られる．単層 CNT を 10%添加した EDLC と導電材添加率 20％の

EDLC は直列抵抗成分に大きな変化はなかった．これは，添加率

10%の時で EDLC の分極電極中に構築されている電気的ネットワ

ークが完成されたためであると考える．静電容量は導電材を添加し

ていない 0％の 2.5F から減少した．導電材添加率 30％の時，単層

CNT は 2.25F，多層 CNT は 2.4F，AB は 2.0F となり，単層 CNT

は AB より静電容量が大きくなった．単層 CNT の表面積はＡＢの持

つ表面積に対して大きいことから．導電材の表面積の差がＥＤＬＣ

の静電容量に違いを表したと考えられる．しかし，多層 CNT と比べ

静電容量が小さくなった．これは，単層 CNT が凝集していて粒形が大きい．そのため，単層 CNT の表面積が多層

CNT と比べ小さい．そのため，単層 CNT は多層 CNT と比べ静電容量が小さくなったと考えられる． 

以上より，導電材を添加することで AB より直列抵抗成分が低く，静電容量の大きい EDLC を作製することがで

きた．しかし，多層 CNT と比較すると直列抵抗成分が高く静電容量が低い， 今後は単層 CNT を分散させ凝集して

いる繊維を解くことで単層 CNT のアスペクト比を向上させ，直列抵抗成分の低減，静電容量の増加を試みる． 

図 1 導電材添加率に対する直列抵
抗成分，静電容量 
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液中プラズマ法を用いた Pt 担持単層 CNT の作製と燃料電池への応用 

 

*上野雄太郎 (東海大学大学院電気電子システム工学専攻), **庄善之 (東海大学電気電子工学科) 

 

1. 緒言 

水素と酸素の電気化学反応で発電を行う固体高分子型燃料電池(PEFC)は，高いエネルギー理論変換効率を持ち，高

出力が得られるため，家庭用電源として実用化されている．PEFCでは比較的低温で動作させるため，空気極での酸

素還元反応が遅いという欠点がある．そのため，カーボンブラックの表面上に電気化学的手法で担持された白金(Pt)

が PEFCの電極触媒として用いられており，このことが PEFCの高価格化の原因のひとつになっている． 

本研究では，Pt触媒の微粒子径を小さくすることで単位質量当りの Ptの表面積を増加させることを目的に，液中

プラズマ法を用いて高い電気伝導性と比表面積を持つ単層 CNT表面上への Pt触媒の形成を試みた．さらに作製した

触媒を用いて燃料電池を作製し，発電性能の評価を行った．  

 

2. 実験 

濃度が 0.047%の単層 CNT(SWCNT)の水系分散液内に直径が 1mm の

棒状の Pt電極 2本を 1mmの電極間隔で対向させるように配置した．Pt

電極間に 2.8kVのパルス電圧を印加することで，分散液中にプラズマを

発生させた．プラズマ放電処理の時間は 5 分から 20 分間とした．プラ

ズマ放電処理を行った単層CNTをカーボンペーパーに塗布することで，

PEFCの触媒電極を作製した． 

 

3. 結果と考察 

水系単層 CNT 分散液中でプラズマ放電処理に用いた Pt 電極は処理

後，その質量が減少した．これは，スパッタ現象によって Pt電極が微粒

子化したためだと考えられる．Fig1にプラズマ放電処理時間に対するス

パッタされた Ptの質量を示す．放電処理時間の増加に伴い，スパッタさ

れた Pt の質量は直線的に増加した．放電処理時間 20 分では最大 13mg

の Ptがスパッタされた． 

Fig2 にプラズマ放電処理後の単層 CNT(SWCNT)を用いて作製した燃

料電池の電流に対する(a)電圧および(b)出力密度を示す．プラズマ放電処

理を行っていない単層 CNT を用いた燃料電池からは，発電は確認され

なかった．プラズマ放電処理を行った単層 CNT を用いた燃料電池の開

放電圧は全て 0.9(V)程となり，一般的な燃料電池用触媒を用いた場合と

同程度になった．出力電流の増加により，出力電圧は降下した．放電処

理時間の増加に伴い，電圧降下は緩やかになった． 

放電処理時間の増加に伴い，出力電力は増加し，処理時間 20 分のと

き最大 93mW/cm2の出力電力が確認された． 

 スパッタされた Pt は単層 CNT 表面に担持され，これにより燃料電池

内の燃料ガスの電気化学反応が促進されたため，燃料電池が発電したと

考えられる．また，プラズマ処理時間の増加によって単層 CNT 表面上

の Ptが増加したと考えられる．これにより，燃料電池の出力が増加した

と考えられる． 
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めっき法によるビスマス・テルル系厚膜化と微小ジェネレータの製作 

 

 *和地 誠、竹森 大地(東海大学工学部材料科学科)、初田 直樹(東海大学工学研究科金属材料工学専攻)  

**高尻 雅之(東海大学工学部材料科学科) 

  

［緒言］ 

クリーンなエネルギー源として、工場や住宅などから出る排熱を有効利用することが期待されている。この有効利

用の一つの方法として熱電変換が考えられてきた。例えば、住宅の身近な排熱を電気に変え消費電力の小さい家庭用

機器の電源として利用し、生体の体温から作られる電気を携帯用の GPS 機器や腕時計の電源として活用することが考

えられる。低温廃熱エネルギーを熱電(変換)素子で用いて電気エネルギーに変換する。本研究の目的は熱電素子の製

作と変換効率の向上である。 

 

［方法］ 

(単膜製作方法) 

 今回行う研究ではめっきを剥離させやすい SUS304基板でめっきを行いデバイス製作した。カプトンテープでマスク

し、基板の面積制御を行った。基板を超音波洗浄で洗浄した。N型・P型の薄膜を製作する時、2つの溶液に HClを使

い、N型溶液に TeO2,SbF3、P型溶液に TeO2,Bi(No3)3を使用した。試料をめっき液に浸し電圧を印加し、N型・P型の単

膜を製作した。 

(ジェネレータ製作方法) 

転写テープを用いてめっき膜を剥離した。図 1 にデバイスの製作工程図を示す。 

転写テープで剥離しためっき膜をテスターで通電確認を行った。転写テープで剥離しためっき膜で銅線を挟むように

して張り合わせた。ジェネレータの性能測定を行った。 

 

［結果および考察］ 

今回実験では SUS304 基板を用いたことで綺麗に剥離することができフレキシブル薄膜ジェネレータを製作するこ

とが出来た。図 2に製作したジェネレータを示す。N型・P型の単膜では通電を確認した。シンポジウムでは、ジェネ

レータの性能評価を発表する予定である。 

 

  

図 1 デバイスの製作工程 図 2ジェネレータ 
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スパッタリング法による ZnO薄膜の成膜と熱電物性評価 

 

*小林宰 （東海大学工学部材料科学科） 

**高尻雅之 （東海大学工学部材料科学科） 

 

 【緒言】 

 化石燃料の使用による二酸化炭素の増加が地球温暖化の原因の一つと考えられ、世界規模で二酸化炭素放出量の削

減が求められている。熱電素子はゼーベック効果により温度差を電力に変換するデバイスであり、二酸化炭素を排出

しないエネルギー源と期待される。熱電素子に用いられる多くの資源は希少性や遍在性による高価格や供給の不安定

性を抱えている。また、使用される元素には人体への有毒性が懸念されているものも存在している。これらとは対照

的に ZnOは資源が豊富であり、人体に対し安全性の高い材料であると考えられている。本研究では ZnO薄膜の熱電性

能の向上を目的として実験を行った。 

 

 【実験方法】 

 スパッタリング法を用いて ZnO薄膜を成膜した。図１にスパッタリング法の概念図を示す。本実験ではチャンバー

内の Arの圧力を 0.5 ～2.O Paの間で変化させてスパッタリングを行い Ar圧力の変化による熱電性能の変化を評価

した。成膜した試料は四端子法を用いて電気抵抗値 Rを測定し、試料の重量と面積から膜厚 dを求め(1)式から 

𝜌 = 4.54 × 𝑑 × 𝑅    (1) 

電気抵抗率 𝜌を求め、さらに電気抵抗率の逆数である電気伝導率 𝜎を求めた。ゼーベック係数測定装置におり室温に

おいて 0～4 Kの温度差を与えゼーベック係数 Sを測定し、(2)式からパーワーファクター(P.F.)を求めた 

𝑃. 𝐹. = 𝑆2𝜎       (2) 

また、X線回析法の結果から結晶性と結晶粒径を求め、これらの構造特性が熱電性能に与える影響を評価した。 

 

【実験結果・考察】 

図 2に Ar圧力とパワーファクターの関係を示す。Ar圧力の上昇によるパワーファクターの増加が観察された。こ

れは電気伝導率の減少に起因されるものだと考えられる。 

図 1 スパッタリングの概念図 図 2 Ar圧力とパワーファクターの関係 
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非金属水素吸着材料による貯蔵可能性の検討 

 

＊小野優（東海大学人間環境学研究科人間環境学専攻）、＊＊内田晴久（東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程） 

 

[目的] 

 日本のエネルギー消費量は、高度経済成長の時代から顕著に伸びており、化石燃料によるエネルギー利用に伴い、

環境負荷を高めてしまう要因を引き起こしている。この対策として、化石燃料の代わりとなる再生可能エネルギーを

用いて、水素をエネルギー媒体とした利用が考えられている。そのため、再生可能エネルギーから発生した電気エネ

ルギーを一旦、水素に変換して貯蔵することができる。そして、貯蔵された水素は輸送が行えることから、水素を製造

した場所以外で利用することが可能になる。水素の貯蔵方法としては、水素吸蔵合金を扱う場合があり、多量の水素

を吸蔵する特性と、気体の水素に比べ重量密度が多いといった利点がある。しかし、水素吸蔵合金は重量によって、輸

送する際に余分なエネルギーを消費してしまうという欠点がある。[1] そこで

本研究では、水素を吸着する非金属材料を用いて、より軽量かつ高効率な水

素吸着材料に成り得るかを検討した。そのため、本研究では活性炭とモレキ

ュラーシーブに着目し、質量や温度、導入水素圧を一定にする条件下で、異な

る 2 つの試料の水素吸着実験を行った。本研究の目的は、非金属材料の水素

吸着量がどの程度になるか確認することである。 

[方法] 

 反応管に試料を入れ、図 1の反応管部に取り付けた。

その後、真空ポンプ（到達真空度 10-5程度）を作動さ

せて試料の不純物を除去するために、電気炉を用いて

反応管を 4 時間程度温めた。（反応管温度 393K）そし

て、反応管を元の温度にするため、6時間程度かけて室

温になるまで冷却した。その後、液体窒素による冷却

を維持し、試料に水素を吸着させる実験を行った。 

[結果・考察] 

図 2、図 3 は活性炭とモレキュラーシーブの時間ご

とによる水素吸着量を示した。値が変動する理由は、

液体窒素が気化することで、一定の水素吸着量が得ら

れなかったためである。また、図 3 に液体窒素を補充

した部分に矢印をつけた。液体窒素を補充することで、

試料の水素吸着量が上昇したことが分かった。今回の

実験で、活性炭(約 0.2wt%)・モレキュラーシーブ(約

0.8wt%)の水素吸着量を確認することができた。 

なお、詳細については当日の発表で明らかにする。 

[1]大角泰章, 「水素エネルギー利用技術」, 株式会社アグネス技術センター, 2002年 
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メカノケミカル法を用いたスクラップゲルマニウムの再資源化 

*田島佳奈,岡部準子(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程),**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科)

［はじめに］ 

現在、様々な製品において再資源化に向けたリユース・リデュース・リサイクルの取り組みがなされている。特に

工業製品には有用な多くの元素を含んでいる。情報化社会を支えるコンピュータやスマートフォンなどの情報通信機

器にも多くの半導体材料が含まれている。情報化社会の発展に伴い、高性能な半導体素子の需要が高まっている。中

でもゲルマニウムは、赤外線レンズなどの光学材料や半導体素子などに利用されており、今後ゲルマニウムの産業利

用における重要性は増すと予測される。しかし、確認されているゲルマニウムの埋蔵量は 500ｔと少ない[1]。さらに、

ゲルマニウム製品は機械加工が難しいため、製造時に原料の 90%近くがスクラップとなる[2]。このスクラップは一般

的に高品位ゲルマニウムと低品位ゲルマニウムに分類されている。高品位ゲルマニウムは、純ゲルマニウムを約 90%

含んでいるため、再生が容易である。一方、低品位ゲルマニウムに含まれる純ゲルマニウムの割合は約 10%程度であ

る。このため低品位のスクラップを再資源化する場合、様々な薬品を用いる必要がある。現在行われている再資源化

の方法では塩素ガスなどの有害物質の発生など環境負荷を増加される要因が多い。ところで、環境負荷を少ない化学

反応プロセスの１つとして、メカノケミカル(MC)法がある。MC 法は機械的エネルギーにより、化学反応を起こさせ

る方法である。これまでの MC 法を用いた研究の中には金属酸化物の還元に関する研究報告もある[3]。そこで、本研

究では遊星ボールミルを使用した。メカノケミカル法によりゲルマニウムの還元を試み、酸やアルカリなどの薬品を

使用しない環境負荷の少ないゲルマニウムのリサイクル方法の検討することを目的とした。 

［実験方法］ 

 表 1 にメカノケミカル処理の条件を示す。MC 処理には Retsch 社の遊星

ボールミル PM100 を用いた。処理後の試料は相の変化を確認するために、Ｘ

線回折を行った。また、ピクノメーター法を用いて密度測定を行い、密度の変

化からも反応メカニズムの検討を行った。 

［実験結果］ 

 Ge の還元反応の確認は Ge-GeO2 混合粉末の密度測定の結

果から推定した。図 1 は Ge-GeO2混合粉末中の Ge の割合と

密度実測値の関係を示している。この結果、Ge を 10％含む

Ge-GeO2粉末を MC 処理により、Ge の割合を 70％にするこ

とできた。なお、反応の詳細については当日、ポスターで報

告する。 

［参考文献］ 

[1]U.S. Geological Survey, Mineral Commodity Summaries, 

February (1997) p68~69 

[2] 稲垣勝 明治大学 科学技術研究所紀要 (1966) p128～134 

[3] K TOKUMITSU, Solid State Ionics, 101/103 (1997) p25～31 

表 1 メカノケミカル法の処理条件 

回転数 200～500rpm
時間 100h

試料の質量 10g

図 1 Geの割合と密度実測値の関係 
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Geウェハーを使用した赤外線レンズの作製 

*斉藤沙季、藤本隆一(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程)、正木進(㈱TDY)

**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

1．はじめに 

  近年、リモートセンシングによる環境計測が高感度、高解像度で行われるようになった。特に波長の長い、赤外線や

マイクロ波で環境観測を行う場合、 センサー用のレンズが重要な役割を担っている[1]。現在、実用化されている多

くの赤外線レンズは赤外線を透過しやすい Siの単結晶インゴットを削り出して作られる。このようにして作製された

レンズは高価格なため、多方面で使用することは難しい。一方、赤外計測は様々な事象に対して行われている。赤外計

測により、有用な情報を得るためには高精度で安価な赤外線レンズが必要不可欠である。ところで、半導体素子の製

造に用いられている Si ウェハーを高温での塑性加工により、レンズを形成する方法が報告されている[2]。そこで本

研究では赤外線の透過に優れ、Si よりも融点の低い Ge を使用した安価で高精度な赤外線レンズを作製するためのレ

ンズの加工方法について検討を行った。 

2．実験方法 

 Ge レンズの塑性加工には真空中で加熱ができる赤外線炉を用いた。炉内を真空にして、加熱用ライトを使用して

Ge ウェハー及び炭素製の押し型を所定の温度に加熱後、型をウェハーに押し付けて加工をした。荷重を加えたまま室

温まで試料をゆっくりと冷した。なお、塑性加工に Geウェハーを加えた荷重は、2.0ｋｇ～5.0kgである。得られた Ge

レンズの曲率半径は、自作した曲率測定用の型を用いて評価した。更に、レンズの歪みや汚れを簡便な方法で評価す

るために、レンズで反射させた太陽光をスクリーンに投影し、得られた像の観察及び検討を行った。 

3．実験結果 

 図 1 に 650℃で荷重 2.0kg の負荷を与えた Ge ウェハー

における加工時間と曲率半径の関係を示す。これより、

650℃の温度、荷重 2.0kgの加工条件では加工時間を変化

させても曲率半径は変化しないことがわかった。なお、こ

の条件として塑性加工に用いた型の曲率半径まで加工で

きなかった。そこで、荷重を変化し加工温度を上げて実験

を行ったところ、型の曲率まで曲がることが可能であるこ

とを確認した。一方、加工温度の上昇に伴いレンズ表面の

汚れが顕著となることが分かった。なお、最適な加工条件

等の詳細についてはポスターにて発表する。 

4．参考文献 

[1]リモート・センシング技術センター(2015/07/15)https://www.restec.or.jp/knowledge/sensing/sensing-2 

[2]惰性変形で形成したシリコン結晶ウエハとそのシリコン結晶レンズへの応用 NAKAZIMA K,PAN W(Tohoku 

Univ,Sendai,UPN) Vo4.No.1 Page47-50(2005.01) 
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鉄道車両用積層構造材料(CFRP/18-8)の均質電子線照射による接着強度の向上方法の開発 

 

*峯岸 明子(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻) 

**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【緒言】 

炭素繊維強化高分子(CFRP)は比重が小さく、高比強度であるため航空機を始めとする輸送機の構造材料として利用さ

れている。オーステナイト系ステンレス鋼(18-8)は高耐食性や耐熱性から、電車の構造材料から包丁と幅広く使用さ

れている。しかし、CFRPは価格が高価である。そこで、CFRPを表面材とし、18-8を芯材としたサンドイッチ構造の積

層体を作製することが出来れば、大幅なコスト削減が実現できるのではないかと考える。実際、輸送機の構造材料と

して CFRP/18-8/CFRPサンドイッチ構造体を利用する場合にはある程度の接着強度が必要になり、接着力の向上が必要

になる。過去の研究において、高分子・金属材料間に 100 keV級加速電圧の均質電子線照射(HLEBI)を施し、それらを

積層接着することを見出した。そこで本研究では、CFRP/18-8に HLEBI接着処理を行いコスト削減を目的として接着剥

離強度を評価した。 

 

【実験方法】本研究の試料は本研究の試料は CFRPプリプレグ(GH Craft Ltd Co., Ltd, 3K 平織り 333 g/m2 目付け 

(繊維 200 g 樹脂 133g ))と 18-8((株)ニラコ,品番 753173)を用いた。試料作製では、CFRP (0.25 mm)と 18-8 (0.01 

mm)を別々に電子線照射処理した。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム

社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、窒素雰囲気中で試料を処理し

た。この試料表面では 126 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず

温度の影響は少ない。なお、電子線照射侵入深さは 135 μm (CFRP) と 27 μm (18-8) と推定される。電子線照射を

行った面を重ね合わせた後、真空状態でホットプレス機を用いて 2 h、401±0.5 Kの条件を中心にオートクレーブ成

型を行った。その後、接着強度を確認するため、微少荷重引張試験機を用いて 90度剥離試験を行った。剥離強度の定

義は JIS K 6900であり、90度剥離試験 JIS K 6854-1に準拠して実施した。 

 

【結果】CFRP/18-8積層体をオートクレーブ成型した試料ではある程度の接着強度が見られる。一方、各試料を電子線

照射し、その後積層させオートクレーブ成型を行うと接着強度を見出した。 
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衝突防止システムを装備する自動車向けガラス繊維強化熱可塑性ポリプロピレン樹脂の電子線

照射による機械的性質の評価 

 

＊奥原雅也(東海大学工学部材料科学科)、野村良(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻) 

Michael C. Faudree(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、＊＊西義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【目的】 

現在、障害物や歩行者を検知し、警告や減速を行うことで交通事故の被害を軽減する衝突防止システムを装備する

自動車が普及し始めている。このシステムに用いられるセンサーは、障害物や歩行者の検知に電波を用いる物があ

り、センサー周辺の材料には電磁透過性の高い材料が求められる。ガラス繊維強化プラスチック(GFRP)は、高い強度

と軽さを併せ持ち、さらに電磁透過性に優れた材料である。しかし GFRPは、「設計が難しい」、「成形加工時間が

長い」、「リサイクルが難しい」といった課題があるため、大量生産に適していない。これらの GFRPが抱えている

課題の解決を目的としたのが、ガラス繊維強化熱可塑性プラスチック(GFRTP)という材料の開発である。GFRTPは、母

材に熱可塑性樹脂を使った材料であるため、成形性が高くリサイクルも可能であるため大量生産に適している。しか

し、GFRTPは強化繊維との接着性が悪く、複合強化が効果的に効いていないため、使用範囲が狭いなどの問題があ

る。 

本研究室では過去に熱可塑性樹脂を母材とした GFRTPに電子線(EB)を照射することで、接着性の向上に伴うシャル

ピー衝撃値が向上することを報告している。そこで、引張試験においても同じような傾向がみられることが期待でき

る。よって、本研究では熱可塑性樹脂を用いた GFRTPに EB照射処理による強化を目的とし、その引張強度を評価し

た。 

【実験内容】 

母材はポリプロピレン(日本ポリプロ株式会社製 ノバティック PP)、強化繊維としてガラス繊維(日東紡績株式会社

製 チョップドストランドマット)を用いた。試料の複合化にはホットプレス(T = 473 K, P = 2 MPa, t = 60 sec)を

用い、バンドソーを用いて 1×8 cmに加工する。加工した試験片に、電子線装置((株)岩崎電気製 EB 装置)を用い

て均質照射処理を行った。加速電圧は 170 kVで、一回の処理時間は 0.23秒であるため、試料温度上昇は照射直後５

０℃以下である。GFと PPの照射侵入深さは、それぞれ約 85と 247 μmである。曲げ弾性率の算出の為に、微小荷重

試験機(㈱今田製作所製 MX-500N)で 3点曲げ試験を行った。試験片の各照射線量における引張強度をオートグラフ

試験機(㈱島津製作所製 AG-10TE)で測定した。EB処理によるダングリングボンド形成の確認のため、ESRによる解析

を行った。 

【結果】 

未処理試料と比較し 0.22 MGy照射した試料の曲げ弾性率が高いことを見出した。また、0.65 MGy照射した試料の

引張強度が、未照射の GFRTP と比較して約 27 %向上したことを見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. GFRTP の応用例 
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航空機用炭素繊維織布強化 Ti/CFRTP(PC)接合体の作製と機械的性質の評価 

 

*遠藤 祐一（東海大学工学部材料科学科）、長谷川 仁紀(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻) 

**西義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

 従来、航空機や自動車といった輸送機械には鉄鋼材料や、Alや Tiなどの軽金属材料の合金が使われている。近

年、輸送機械の高性能化に伴い、その代替材料として軽量かつ高強度である炭素繊維強化ポリマー(CFRP)等の複合材

料が注目されている。 しかし、CFRPと金属材料は接合に難がある。従来用いられている接合方法を考えてみると、

接着剤を用いた場合、剥離の恐れがあり、強度不足になる恐れがある。また、ボルトやリベットを用いた接合の場

合、比重の高い金属製の締結剤を用いているため、軽量化には向かないと考えられる。さらに、複合材料に空けたね

じ穴が破壊の起点となり、そこからクラックが生じて損傷の原因となってしまう。つまり、従来の接合方法では接合

界面における強度値が低いため、母材本来が持っている強度値を生かしつつ、接合することが難しいと考えられる。

過去の研究では、この問題を解決するために界面に炭素繊維を介する異種材料万能接合法を考案し、検討を行ってき

た。過去の研究では、熱硬化性樹脂であるエポキシ樹脂を用いた CFRPや熱可塑性樹脂である ABS樹脂を用いた CFRTP

等の複合材料と軽金属材料である Alや Tiに本接合法を用い、接合体の作製、及び、強度の向上に成功している。 

熱可塑性樹脂の一つであるポリカーボネート(PC)樹脂は耐

熱性、耐衝撃性が高く、透過率が高いことから軍用航空機の

キャノピー等に用いられている。また、PC樹脂は従来 CFRPに

用いられているエポキシ樹脂と比べ、成型時間が非常に短く、

コストが低いという長所を持っている。そこで、過去の確証

実験をもとに、PC 樹脂を用いた CFRTP と Ti を炭素繊維を介

して接合することにより、従来の接合法を用いた場合よりも

接合部の界面強度が高い安価で高強度な接合体が作製できる

と考えた。ゆえに、本研究では炭素繊維織布強化

Ti/CFRTP(PC)接合体を作製し、機械的性質を評価することを

目的とした。 

 

【実験方法】 

イオンプレーティング装置(6.0×10-5Torr, 10kV, 20±5mA)を用いて炭素繊維織布の一端に Tiを浸漬させた。その

後、もう一端にホットプレス(270℃, 0～6MPa, 20分)を用いて PCを浸漬させ、60×10×3(mm)の寸法に成型を行い、

炭素繊維織布強化 Ti/CFRTP(PC)接合体試料を作製した。また、同時に自然吸着試料(Ti/PC)と接着剤接合試料

(Ti/Glue/PC)を作製した。強度評価の方法には引張試験を用い、各接合体の機械的性質を評価した。 

 

【結果】 

自然吸着試料や接着剤接合試料と比較し、炭素繊維織布強化 Ti/CFRTP(PC)接合体は高い引張強度を示すことを見出し

た。 

図 1 応用例 
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量産車部材に用いる CFRPシートと Cuの接着の支配因子の解明 

 

*斎藤 祐樹(東海大学工学部材料科学科) 、富澤 雅貴(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)  

峯岸 明子(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西 義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【緒言】炭素繊維強化ポリマー(CFRP)は比重が軽く、高強度で摩耗しにくい性質を活かし、軽量化を目的として航空

機やスポーツカー、高級車の構造材に使われているが、製造加工において高コストという欠点がある。CFRP は高強度

で摩耗しにくい性質をもち、銅は工業用金属としては最も高い伝導率を保持し、強度・導電性・耐食性・加工性・延性

の様な特性の組み合わせにより、広い範囲への応用が可能である。そこで、高い熱伝導率を活かし、電気モーターやラ

ジエーターなどの部材として幅広く使用されている Cu を心材とし、CFRP を表面材とするサンドイッチ構造の積層接

着接合体の作製を試み、軽量化とコスト削減を図る。実現できれば、素材として適用範囲が広がり、結果的に量産車等

への適用も期待できる。本研究では、CFRP と汎用金属材料である Cu を接着し、90°剥離強度の評価を目的とした。 

 

【実験方法】試料片には CFRPプリプレグ(GH Craft Ltd Co., Ltd, 3K 平織り 333 g/m2 目付け (繊維 200 g 樹脂

133g ))と Cu((株)ニラコ,品番 CU-113173)を用いた。CFRP(0.25 mm)と Cu(0.01 mm)を重ね合わせ、ホットプレス機を

用い(2 h, T = 391~411±0.5 K)の条件においてオートクレーブ成型を行った。その後、作製した CFRP/Cu を 10×40 mm 

に切り出し微小荷重試験機（（株）イマダ：F-S Master-1K-2N）を用いて 90°剥離試験を行った。接着強度の変化は微

小荷重引張試験機により剥離強度 N/m-1 を測定した。また剥離強度の定義は JIS K 6900 であり、90°剥離試験 JIS K 

6854-1 に準拠して実施した。 

 

【結果】 オートクレーブ成型を行ったことで、Cu と CFRP が強固に接着した。剥離試験の結果、411±0.5 K の試料

の剥離強度が高いことを確認した。 
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構造材料のオーステナイト系ステンレス鋼と緩衝材に利用される PEの接着強度の評価 

 

*久保 智愛（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻）、 神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科）  

**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【目的】 

現在、高分子材料は医用分野や工業分野など幅広い分野で利用されている。この用途拡大に伴い、高分子・金属材

料間や異種高分子材料間の接着技術は大変重要である。一般に高分子と金属は、接着剤や熱溶着により接着している。

しかし、低分子に分解しやすい接着剤は人体への悪影響や、熱溶着においては材料劣化の可能性がある。さらに、相性

の合う異種材料の選定も困難である。これらを回避するために、電子線照射処理による金属/高分子間の接着を行った。

本研究では、構造材料などに広く利用されているオーステナイト系ステンレス鋼（18-8 ステンレス鋼）と緩衝材に利

用されているポリエチレン(PE)の接着を試み、接着強度に及ぼす EB照射の影響を検討した。 

 

【実験方法】 

試料はオーステナイト系ステンレス鋼箔(20 µm)と PEフィルム(75 µm)を重ね、0.8 MPa 印加した状態で固定し、

PE側から電子線照射処理を施した。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム

社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラメントから 170 kV加速電圧で発生し、その後 Ti薄板を通過、窒素雰

囲気中で試料を処理した。この試料表面では 129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇

しか測定されておらず温度の影響は少ない。オーステナイト系ステンレス鋼箔と PEフィルムのそれぞれの照射侵入深

さは 28 µm と 229 µm 程度である。その後、ホットプレス機を用いて、343 Kで 3 min、5 MPa 加圧処理した。そして、

接着強度を確認するため、微小荷重引張試験機を用いて T 型剥離試験を行った。接着強度の変化は微小引張試験機に

より剥離強度 N/mを測定した。また剥離強度の定義は JIS K 6900 であり、T型剥離試験 JIS K 6854-3に準拠して実

施した。 

 

【結果】 

ホットプレスでのオーステナイト系ステンレス鋼箔と PEフィルムの接着は不可能である。一方、電子線照射した

オーステナイト系ステンレス鋼箔と PEフィルムを、ホットプレスすると積層接着に成功することを見出した。さらに

最適照射線量により、オーステナイト系ステンレス鋼箔と PEフィルムにおける接着強度の増加を見出した。勿論、過

剰な照射量では照射損傷により接着強度は低下する。 
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YBCO線材の通電性能に及ぼすはんだ接合条件の影響 

 

* 笠松 真里（東海大学工学部材料科学科） 坂本 太紀（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

** 山田 豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

1. はじめに 

 現在、超伝導電流リードを作製する際、超伝導線材と Cu電極をはんだ接合でするのが主流である。はんだ接合は超

伝導線材と Cu電極とを低接続抵抗で作製する事ができるが、超伝導線材への熱影響を避ける事が出来ない為、線材の

加熱に対する耐性のデータは工学的に重要である。酸化物系超伝導材料の一種である Y1Ba2Cu3O7-X (YBCO)線材では

構造上、Ag層で超伝導層を保護している。しかし、はんだ接合時には Ag層がはんだにより溶解し、超伝導層に熱負

荷がかかる為、通電性能の劣化の要因の一つとなっている可能性が考えられる。本研究では、TFA-MOD 法 YBCO 超

伝導テープ線材を用いて溶融温度を一定にし、溶融時間を 30秒間隔で変化させた電流リードの作製と溶融時間を一定

にし、溶融温度を変化させた電流リードを作製し、接続抵抗を評価することで電流リード作製における最適条件を見

つけることを目的とする。 

2. 実験方法 

YBCO線材の寸法は幅 5 mm、厚さ約 108 μm、線材構造は上から Ag安定化保護層 6 μm、YBCO超伝導層 1.5 μm、

酸化物中間層 0.6 μm、Hastelloy基板 100 μmとなっている。 

図 1に測定用電流リードの外観写真及び構造模式図を示す。作製した測定用電流リードは、全長 160 mm、幅 28 mm、

有効長さ 70 mmである。作製方法は、YBCO線材の両端に Cu電極をはんだ接合し、シャント機能を兼ねた補強材と

して SUS板を使用して作製した。YBCO線材のはんだ接合時における溶融温度を 200 ℃で一定にし、はんだ溶融時間

を 60秒から 150秒までを 30秒間隔で変化させた測定用電流リードで通電試験を行う。また、電圧測定箇所は測定用

電流リード全体を Voverall、Cu電極間と YBCO線材の電圧を VCu(+)・VCu(-)、YBCO線材間を VYBCO (電圧端子間距離: 50 

mm)となっている。 

3. 実験結果及び考察 

図 2 に YBCO 線材接続試料電極の抵抗とはんだ処理時間を示す。はんだ溶融時間が 90 秒以内と比べ 120 秒以上で

は抵抗が大きく発生していることが分かる。これは、120秒以上でははんだ接合により Ag層が溶解してしまい、超伝

導層に熱負荷が掛かったからだと考えられる。このことから、測定用電流リードを作製する際には、はんだ溶融時間

を 90秒以内にすることで線材に熱負荷を与え過ぎずに作製することができると考えられる。 

4. まとめ 

・Ag層 6 μmの YBCO線材を使用し、はんだ接合条件の変化による通電性能の変化を評価するための測定用電流リ

ードを作製した。 

・はんだ溶融温度を 200 ℃で一定にし、はんだ溶融時間を 60秒から 150秒の間で 30秒間隔で変化させ通電試験を行

った。 

・はんだ溶融時間が 90秒以下と比べ、120秒以上では抵抗が大きく発生した。 

・はんだ溶融時間を 90秒以内にすることで線材に熱負荷を与え過ぎず作製することができると考えられる。 

 

図 1. 測定用電流リードの外観写真及び構造模式図 図 2. YBCO線材接続試料電極の抵抗とはんだ処理時間 
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nPAD-YBCO超伝導線材を用いた電流リードの通電性能の評価 
 
* 佐藤 伸哉（東海大学工学部材料科学科）高橋 祐樹（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

** 山田 豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

1. はじめに 

電流リードとは、室温の電源から極低温に置かれる超伝導機器に電流を供給する導体である。銅製電流リードを用

いると、通電時のジュール発熱と室温からの熱伝導により最適設計した場合でも 1.2 W/kA の熱侵入が避けられず、

超伝導機器の冷却に負担がかかる。酸化物系超伝導材料を用いるとセラミックスであるため熱伝導率が極めて低く、

電気抵抗がゼロであるためジュール発熱が無い理想的な電流リードの実現が可能になる。本研究では、人口ピン止め

点導入型超伝導線材 nPAD-YBCO を 2本用いた電流リードの通電性能及び熱侵入量の評価を目的とする。 

2. 実験方法 

本研究で使用した nPAD-YBCO 超伝導線材の寸法は、幅:5 mm、厚さ:109 μmである。nPAD-YBCO 超伝導線材構造

は上から Ag保護層:6 μm、nPAD-YBCO超伝導層:1.5 μm、酸化物中間層:1.5 μm、Hastelloy 基板: 100 μmとなっている。 

 図 1に電流リードの外観及び構造模式図を示す。電流リードは全長 112 mm、幅 23 mm、厚さ 31 mm、Cu電極部長

さ 25 mm、電極間長さ 62 mmとなっている。nPAD-YBCO 超伝導線材を 2本重ね合わせ、nPAD-YBCO超伝導線材両

端を Cu 電極とはんだ接合し、補強材として Cu 電極間に GFRP 板を用いた。またシャントとして Cu 電極間に真鍮板

を用いた。通電試験は液体窒素中・自己磁場下にて行った。測定箇所は、電流リードの全体電圧：Voverall、Cu 電極と

nPAD-YBCO超伝導線材間の電圧:VCu(+)YBCO1、VCu(-)YBCO1、VCu(+)YBCO2、VCu(-)YBCO2である。また、電流リードの性能評価

として、77 K-4.2 K間の熱侵入量の計算を行った。熱侵入量は、(1)式を用いて計算を行った。nPAD-YBCO超伝導線材

の熱侵入量は Ag保護層と Hastelloy基板のみで計算を行った。 

 

 ・・・(1) 

 

(Qc：熱侵入量 S：構成部材の断面積 L：構成部材の有効長さ TH：高温端側の温度 

TL：低温端側の温度 λ：構成部材の熱伝導率) 

3. 実験結果及び考察 

図 2 に電流リードの通電結果を示す。通電電流値 100 A において Voverallは、37 μV の電圧が発生し、VCu(+)YBCO1、

VCu(-)YBCO1、VCu(+)YBCO2、 VCu(-)YBCO2は、それぞれ 18 μV、 18 μV、 20 μV、 18 μV の電圧が発生した。VCu(+)YBCO1 と

VCu(-)YBCO1 の和は 36 μV、VCu(+)YBCO2と VCu(-)YBCO2の和は 38 μV となり、Voverallとほぼ等しい値となった。通電電流値 

100 Aにおいて、全体の接続抵抗 Roverallは 0.37 μΩ、Cu(+)側の接続抵抗は 0.19 μΩ、Cu(-)側の接続抵抗は 0.18 μΩとな

った。Cu(+)側と Cu(-)側の接続抵抗には、大きな差は見られず、低接続抵抗となった。電流リード(2YBCO tapes + GFRP 

board)の 77 K-4.2 K間の熱伝導による熱侵入量は、YBCO線材 1本当たりが 8.9 mW、GFRP が 33.9 mWと計算され、

全体としては 51.7 mWとなった。 

 

 

 

      

図 1. 電流リードの外観及び構造模式図            図 2. 電流リードの通電結果 
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PIT法を用いたステンレス鋼シース MgB2超伝導細径線材の作製 

 

*小形 昌也 (東海大学工学部材料科学科）、早川 倖平 (東海大学工学部材料科学科） 

深津 健充（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

**山田 豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

1. 目的 

MgB2は 2001 年に発見された金属系超伝導体の一つであり、39 K という金属としては最も高い臨界温度(Tc)を有す

ることから、液体水素中(20 K)での利用が期待されている。MgB2の組成はマグネシウム(Mg)とホウ素(B)の 2元系から

なるシンプルな組成で、比較的合成が容易であり、PIT(Powder In Tube)法を用いることによって製造コストを比較的安

くすることが出来る。本研究では水素液面計として利用する事を想定し、シース材に熱伝導率の低いステンレス鋼を

用いる。ステンレス鋼は加工硬化しやすく、冷間加工が困難である。そのため、線材加工の最適化が求められる。そ

こで本研究では充填する粉末を変化させ、MgB2超伝導細径線材の作製を行い線材の最適条件について調べる。 

2. 実験方法 

  MgB2超伝導線材の試料作成は in-situ PIT法を用いて行った。図 1に in-situ PIT法によるステンレス鋼シース MgB2

超伝導線材の作製方法を示した。線引き時のシース割れを防ぐ目的で、ステンレス鋼管は 900℃×1 hで焼鈍を施した。

Ar雰囲気中でMgH2粉末とB粉末またはMg粉末とMgH2粉末およびB粉末の混合粉を作製した。また、外径 1.0 mmφ、

内径 0.5 mmφ のステンレス鋼管(SS; SUS304)に、混合粉末を充填したのち、線径 0.1 mmφ まで線引き加工を行い、細

径線材を作製した。その後、試料を 630℃×5 h、Ar 雰囲気中にて熱処理を行い、MgB2超伝導線材を作製した。作製し

た超伝導線材は光学顕微鏡(OM)を使用し断面組織観察を行った。そして 4.2 Kにおける臨界電流(Ic)の磁場依存性を物

質・材料研究機構(NIMS)にて測定を行った。 

3. 実験結果及び考察 

図 2に熱処理後の各 MgB2細径線材横断面の OM写真を示す。線引きを 0.10 mmφ まで行ったが、シースに割れなど
はなく、線引き加工ができたことが確認できる。 

図3に各MgB2細径線材の4.2 Kにおける臨界電流密度(Jc)の磁場依存性を示す。Mg+MgH2+B 粉末は0 Tで214 A/mm2、

0.5 Tで 71 A/mm2となり、MgH2+B 粉末は 0 Tで 3043 A/mm2となった。 

MgH2+B 粉末よりも Mg+MgH2+B 粉末を充填した線材の方が Jc値が低くなった。これは Mg+MgH2+B 粉末では一部

の Mg粉末が酸化してしまっており、MgB2の生成がうまくいかなかったことと、MgH2は 450℃で熱解離するため

MgH2+B 粉末の方が Mg+MgH2+B 粉末よりも活性な Mgが得られたことが原因として考えられる。 

また、今回の実験で伸線加工前のステンレス鋼シースの硬さが HV:200だったものが、0.1 mmφまで伸線加工後のシ

ース硬さは HV:580程度まで硬くなった。このことからステンレス鋼シースの冷間加工での加工性の改善するために伸

線加工途中に複数回、焼鈍をはさみ硬さを低下させながら伸線加工を行う予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. PIT 法によるMgB2 細径線材の作製方法 

(a) Mg+MgH2+B powder (b) MgH2+B powder 

図 2. MgB2細径線材横断面の OM写真 図 3. 4.2Kにおける Jcの磁場依存性 
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MgB2超伝導バルクの組織と超伝導特性 

 

*萩森 良平（東海大学工学部材料科学科）、大内 晧（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

**山田 豊（東海大学工学部材料科学科）、**山本 明保（東京農工大学大学院工学研究院） 

 

1. 目的 

 MgB2は 2001 年に発見されたマグネシウム(Mg)とホウ素(B)からなる 2 元系の金属系超伝導体である。MgB2は弱結

合が存在せず、結晶方位を揃える必要がないため、酸化物高温超伝導体に比べ合成が容易である。臨界温度は 39 Kと

金属系超伝導体として最も高く、液体水素(20 K)中でも超伝導体へ遷移する。このため、液体水素を利用した冷却温度

領域での応用が期待されている。 

 MgB2バルク磁石では、バルク体を組み合わせることで 4 Tの捕捉磁場が報告されている。しかし、焼結 MgB2バル

クでは、その生成過程より高い密度を得ることが困難である。高密度なバルク体を作製することにより、臨界電流密

度、捕捉磁場特性などを更に改善することが可能であると考えられる。そのため本研究ではホットプレス(H. P.)処理を

用いて、MgB2バルクを作製することにより高密度化し、捕捉磁場特性の改善を目指す。また、原料粉末の粒径を変化

させ、結晶粒界を増やすことにより、更なる捕捉磁場特性の向上を目指す。上記特性のほか、MgB2バルク組織に与え

る影響を調査する。 

2. 実験方法 

 図 1に MgB2バルク作製プロセスを示す。外径 40 mmφ、内径 30 mmφ、高さ 25 mm の SUS304金型内に、Mg粉末

と B粉末の混合粉を印加圧 10 MPaで高さ 10 mmになるよう充填し、フタをした。Ar 雰囲気中で H. P.処理を 850℃、

印加圧 100 MPaで 3 h行い、MgB2バルクを作製した。光学顕微鏡(OM)を用い MgB2バルクを観察した。X 線回折装置

(XRD)を用いて MgB2の生成状況の確認をした。また、作製した MgB2バルクの密度測定とビッカース硬さ試験を行っ

た。走査型電子顕微鏡(SEM)を用いて MgB2 バルク破断面の観察を行った。電子線マイクロアナライザ(EPMA)を用い

て縦断面における組成分析を行う。作製した MgB2バルクを冷却器を用いて 5 Kに冷却し 6 Tの磁場を印加し、試料の

温度を 10 Kから 40 Kまで上昇させることにより補足磁場の変化をホール素子を用いて測定する。 

3. 実験結果及び考察 

図 2 に OM で撮影した各試料の写真を示す。また、空隙だと思われる部分を矢印で示した。原料粉末粒径が小さい

MgB2バルク(Ball mill試料)は空隙小さいのに対し、原料粉末粒径が大きい MgB2バルク(Hand mill 試料)は空隙が大き

かった。MgB2バルクの空隙の多くは Mg 粉末が B 粉末に拡散し、MgB2となることで体積が減少し生成すると考えら

れる。このとき、Ball mill試料の空隙が小さくなったのは混合粉中の Mg粒が小さかったためだと考えられる。 

 図 3 に MgB2バルクの密度と H.P.の圧力との関係を示す。本試験の結果、密度は Hand mill 試料が約 72 %を示し、

Ball mill 試料は 76 %を示した。Hand mill 試料と Ball mill試料の密度はともに 100 MPa、金型内径 20 mmφで作製した

MgB2バルクとほぼ同等の値であるため、粉末粒径の大きさ、MgB2バルクの径の大きさが密度に与える影響は小さい

のではないかと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

(b) Hand mill 
図 3. MgB2バルクの密度とH.P.の圧力の関係 

図 1. MgB2作製プロセス 

図 2. OMで撮影した各試料の写真 

(a) Ball mill 
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YBCO超伝導線材 Ag保護層のはんだ溶解 
 

* 髙木 智史（東海大学工学部材料科学科）松村 亮佑（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

** 山田 豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

1. はじめに 

超伝導電流リードを作製する際、超伝導線材と Cu電極は、はんだ接合で行うのが現在の主流である。はんだ接合は、

低接合抵抗で作製することができるが、超伝導線材への熱影響が避けられない為、超伝導線材の耐熱性データは工学

的に重要である。銅酸化物系高温超伝導材料の一種である Y1Ba2Cu3O7-x(YBCO)線材は構造上、Ag層で超伝導層を保護

しているが、はんだ接合時に Ag保護層がはんだにより溶解し、超伝導層に熱負荷を与える為、通電性能劣化の一つの

要因である可能性が考えられる。本研究では TFA-MOD 法 YBCO 線材を用いて、はんだ接合時における Ag 保護層の

溶解及び、適切な Ag 保護層厚さを測定し、実験環境の観点から電流リード作製における最適条件の検討を目的とす

る。 

2. 実験方法 

YBCO線材の寸法は、幅 5 mm、厚さ約 108 μm、線材構造は上から Ag安定化保護層:6 μm、YBCO超伝導層:1.5 μm、

酸化物中間層:0.6 μm、Hastelloy基板:100 μmとなっている。図 1に実験模式図と実験条件を示す。試料は 30 mmにカ

ットした YBCO 線材と Sn(62)-Pb(36)-Ag(2)三元共晶はんだを用いた。溶融させたはんだ内に YBCO 線材 20 mm を浸

し、Ag 保護層を溶解させた。実験条件１では溶解温度 200℃で固定して溶解時間を変化させた。実験条件 2 では溶解

時間を 60秒で固定して溶解温度を変化させた。その後、試料を樹脂埋め・研磨し、縦断面を光学顕微鏡(OM)を用いて

観察を行い、各温度・各時間での Ag保護層厚さを測定した。厚さの測定には画像解析ソフト(ImageJ)を用いた。 

3. 実験結果及び考察 

図 2に溶解温度 200℃における YBCO線材 Ag保護層の厚さと溶解時間の関係を示す。Ag保護層未溶解 YBCO線材

の Ag保護層厚さを測定した結果、最大 8.6 μm、最小 5.2 μm、平均 6.0 μmであった。Ag保護層 120秒溶解 YBCO線

材の Ag保護層厚さを測定した結果は、最大 3.1 μm、最小 2.6 μm、平均 2.8 μmであり、はんだとの界面を確認し、Ag

保護層が薄くなり溶解していることがわかった。Ag保護層厚さは溶解時間が長くなるとともに薄くなる傾向が見られ

た。また、溶解時間 120秒までの溶解速度は 0.03 μm/s、それに対し溶解時間 120 ~ 150 秒では 0.09 μm/s となり、溶解

時間 120 秒を境に溶解速度が約 3 倍に速くなった。以上のことから、電流リード作製において溶解温度を 200℃とし

た場合、Ag保護層を確保するには溶解時間を 120秒以下にすることが適切であると考えられる。 

4.まとめ 

・溶解温度を 200℃とした場合、Ag 保護層の厚さは溶解時間が長くなるとともに薄くなる傾向が見られ、また Ag 保

護層 120秒溶解 YBCO線材の Ag保護層厚さを測定した結果は、最大 3.1 μm、最小 2.6 μm、平均 2.8 μmであり、溶

解時間 150秒で Ag保護層が完全に溶解しているのが確認できた。 

・溶解時間 120秒までの溶解速度は 0.03 μm/s、それに対し溶解時間 120 ~ 150 秒では 0.09 μm/s となり、溶解時間 120

秒を境に溶解速度が約 3倍に速くなった。 

・電流リード作製において溶解温度を 200℃とした場合、Ag 保護層を確保するには溶解時間を 120 秒以下にすること

が適切であると考えられる。 

 
図 1 実験模式図と実験条件 図 2 溶解温度 200℃における YBCO線材

Ag保護層の厚さと溶解時間の関係 
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三次元流れにおける段付き角柱の空力特性 

 

*坂田 茉奈美(東海大学機械工学科)，**岡永 博夫(東海大学機械工学科) 

  

１．緒言 

近年，建築物の高層化が進んでいる．そのため，風か

らの影響が懸念されており，様々な高層建築物の空力特

性について研究が行われている．過去の研究で，田村氏

らは高層建築物の形状について比較を行っている 1)．そ

の結果，四角柱に比べ，上面に向かって断面積が狭くな

るようなテーパをかけた形状や，段差を設けた形状など

変化させると風からの圧力が低減されることが明らか

にされている．また，金氏らの研究では，テーパ形状に

比べ，段付き形状の方が揚・抗力共に低減することがわ

かっている 2)．しかし，段付き角柱同士での比較は行わ

れておらず，段付き部分が空力的にどのような影響を及

ぼすのかあまり明らかにされていない．そこで，本研究

では段付き角柱の段数を変化させ，風洞実験と回流水槽

を用いて抗力および流れの様子の比較を行い，段付き部

分が空力的にどのような影響を及ぼすか明らかにする

ことを目的としている． 

 

２．供試角柱  

 Fig.1 に，供試角柱の寸法を示す．正方形角柱を S0，

二段になっている角柱を SB2(SetBack 2)，四段になっ

ている角柱を SB4(SetBack 4)とする．寸法の決定は，田

村氏の論文を参考に全ての角柱の高さ H0を 150[mm]，容

積を 540000[mm3]で一定にし，最上面と最下面の面積比

を 1：6にしている． 

 

３．実験結果 

 Fig.2 に，Re 数を変化させた場合の抗力係数のグラフ

を示す．今回実験を行った Re＝5.0 × 104~10.0 × 104の

範囲では，S0 が CD＝1.4，SB2 と SB4 が CD＝1.2 となり，

S0 と比べ SB2，SB4 共に抗力係数は平均約 13%の低減し

た．しかし，SB2 と SB4 は抗力係数は同程度のものにな

り，段数の違いによる抗力係数の変化は見られなかった． 

 Fig.3 に，回流水槽による可視化実験の結果を示す．後

流の渦領域は，S0 に比べ SB2 と SB4 は後方に伸びてい

るのが見られた． 

  

４．結論 

 以上の結果より，SB2、SB4 ともに S0 に比べ抗力係

数が減少するが，角柱の体積が同じ SB2 と SB4 の間で

は差が見られないことがわかった．また，SB2 と SB4 は

後流の渦が後方に伸びることがわかった． 
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3 号，p306－p311，平成 25 年 7 月 

2) 金容徹，神田順，「変断面角柱の風力特性」日本風

工学学会誌，p175－p176，2009 年 4 月 30 日 

 

 

  

 

S0 SB2 SB4 

 

 H0 H B1 B2 B3 B4 

S0 150  60    

SB2 150 75 32 78.6   

SB4 150 37.5 34.5 46.5 62.6 84.4 

 

Fig.1  Measurement of test model 

 

Fig.2  CD by difference Reynolds number 
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Fig.3  Visualization result 
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PIT法による Cu-10Niシース MgB2超伝導細径線材の作製と評価 

 

*小林 佑樹（東海大学工学部材料科学科）、深津 健充（東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻） 

**山田 豊（東海大学工学部材料科学科） 

 

1.目的 

MgB2は 2001年に金属系超伝導体の一つとして発見され、39 Kという金属系超伝導体としては最も高い超伝導遷移

温度を有することから、液体水素中(20 K)においての利用が期待されている。加工方法は粉末を金属管に詰め込んで加

工をする powder in tube (PIT)法が主流である。本研究ではシース材に、水素液面計としてよく用いられているステンレ

ス鋼ではなくキュプロニッケル(Cu-10Ni)を用いて細径線材の作製を行う。ステンレス鋼は加工硬化が著しく線引き加

工が困難であるため、ステンレス鋼より加工性が良く、熱伝導率の低いキュプロニッケルをシースとして用いること

で細径化を容易にするためである。本研究では ex-situ PIT法を用いて試料を作製し、超伝導状態を確認する。その後、

細径超伝導線材としての適合性を調査し、線材の組織観察と超伝導特性の評価を行う。  

2.実験方法 

図 1に ex-situ PIT法 MgB2線材の作製プロセス図を示す。外径 6.0 mmφ、長さ 60 mm、内径 3.0 mmφ の Cu-10Niに、

MgB2粉末と 10 wt%のインジウム(In)を充填した。作製方法として(a)溝ロール圧延及びダイス線引き加工後、圧延を行

った試料、(b)圧延加工前にスエジングを行った試料の 2 パターンの加工方法を用いた。作製した試料について光学顕

微鏡(OM)による横断面組織観察を行った。また、物質・材料研究機構(NIMS)にて 4.2 K、自己磁場下による臨界電流

(Ic)値を四端子法を用いて測定した。 

3.結果及び考察 

図 2 に ex-situ PIT 法 MgB2 線材の試料横断面写真を示す。それぞれの径として (a)0.527 W×0.305 T(mm2)、      

(b)は 0.680 W×0.270 T(mm2)となっている。両試料ともに細径化及びスエジング加工を行ったが、シースに割れなく加

工できたことが確認できる。 

また NIMSにて測定を行った結果、自己磁場下において(a)では 0.2 A、(b)では 1.5 A電流が流れ超伝導状態を確認す

ることができた。シースコア比は(a)0.259、(b)0.198 となり(b)のほうが密であると言える。このことから、スエジング

加工がコアの連続性に与える影響が大きいのではないかと考えている。 

図 1. ex-situ PIT法MgB2線材の作製プロセス 

(a)ダイス線引き→圧延 (b)スエジング加工→圧延 

図 2.ex-situ PIT法 MgB2線材の試料横断面写真 
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情報カードを使用した理科教材の開発 

*吉原夕貴(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程),**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科)

≪はじめに≫ 

 住民票や書籍の管理に使われている情報カードは１枚のカードに様々な情報を蓄積、管理できるツールのひとつで

ある。すなわち、情報カードは継続した情報の蓄積により、データベースの構築につながる。しかし、情報化が進んだ

現代社会においては、情報の収集や整理する能力を養う必要がある。そのためには、初等、中等教育での調べ学習が非

常に重要である。この情報カードは理科や総合学習の時間での調べ学習で利用することにより、児童、生徒の学習に

対する興味関心につなげることができる。そこで本研究で汎用性のある調べ学習用の情報カードを作成し、理科教材

としての利用が可能であるかどうか検討することを目的とする。 

≪情報カードの仕様≫ 

学校教育で情報カードを使用するためには、入手が容

易、価格が安いなど多くの制約がある。そこで情報カード

は表 1 の条件に該当するものを選択した。この条件を満

たす無地で 152mm×102mm×0.24mm の情報カードを用い

た。また、情報カードは継続的に情報を蓄積したものに対

して有効であるため、記載するデータは毎年収集される

統計データが適している。今回は気象庁のデータベースにある関東地方・東京の気象データを用いて、カードを作成

した[2,3]。 

≪情報カードの使用例≫ 

図 1に 1961年の気象データを基に作成した情報カードを示す。作

成したカードの特徴として、気象の継続的変化を分かりやすく表す

ために、カードの縁に目盛りを付けてカードをずらすことで、気温

や降水量の経年変化を視覚的に理解でいる様にした。裏面は各年の

気象災害を記載することで、気象についての理解をさらに深められ

るものにした。なお、カードの詳細については、発表当日の報告す

る。 

≪参考文献≫ 

[1] The Photographic Card Deck of The Elements, 

(ISBN-13978-1-60376-198-7) 

[2] 気象庁ホームページ，過去の気象データ検索 

http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index 

[3] 国立天文台編 理科年表 平成 27年 第 88冊, 気象部 

表 1 情報カードの条件

・容易に入手できるもの 

・コストパフォーマンスが良いもの 

・コピー機やプリンターで印刷できるもの 

・型崩れしない程にしっかりとした素材であるもの 

図 1 気象の情報カード表面(例) 
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スキャニメーションを利用した理科教材作成 

＊黒川聖菜、渡邉聖也（東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程） 

＊＊小栗和也（東海大学教養学部人間環境学科） 

1、 はじめに 

近年、多くの映像教材が理科の分野にも増えてきている。映像教材は、テキスト教材に比べ、情報量も多く視覚に訴

え、疑似体験ができることから、盛んに導入が進んでいる。しかしながら、映像教材が増すにつれて、児童・生徒に対

する教材として目新しさがなくなり、従来ほど興味関心を引き付けることができなくなってきている。そのため、ネ

ットワークを利用し、教授者と児童・生徒とをつなぐ教材や物づくりを取り入れた教材など、様々な教材作成へのア

プローチが進んでいる。ところで、仕掛け絵本は、紙ベースでありながら動かすことができたり、立体的にみせること

で、子供たちに興味関心を持たせてきた。多種多様な仕掛け本の仕掛けの中でもスキャニメーションは、複数の画像

を組み合わせ、スリットを利用して動きを持たせる技術である。そこで本研究では、視覚に訴えるアナログ的な動画

であるスキャニメーションを利用した理科教材の可能性について検討を行った。 

2、作成方法 

スキャニメーションは動きのある複数の画像を組み合わせて 1枚画像を作成し、

スリットでマスクすることで元の画像を認識させる技術である。図 1に 0.2秒間隔

で撮影した振り子にマスクを乗せた連続写真を示す。図 1の画像部分だけを取り出

し組み合わせることでスキャニメーション用の画像を得る。画像の枚数をｎとした

とき、マスクと画像の間隔の比率は１：(n-1)となる。得られた画像にスリットの

空いたマスクを重ね動かすことで、画像に動きを付けることができる。 

 画像作成には、Microsoft 社パワーポイント、Adobe 社製フォトショップを用い

た。また、画像の対象は振り子とした。さらに、0.1秒間隔で撮影した連続写真 0.5

秒分でスキャニメーションの画像を作成した。 

3、結果 

図 2に 0.1秒間隔で撮影した振り子のスキャニメーション用の画像を示す。 

この画像に透明なフィルム上に作成したマスクを乗せて、フィルムを動か

したところ、動画として認識することができた。なお、画像の詳細につい

ては、発表当日に実演および報告を行う。 

図 1 0.2秒間隔で撮影した

振り子の運動の分解写真 

図 2 0.1 秒間隔で撮影した振り子を元

に作成したスキャニメーション用画像 
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核融合炉における D-He混合プラズマ照射時の水素同位体吸蔵特性 

 

*金子雅美（東海大学理学部物理学科）、石川文貴（東海大学理学研究科物理学専攻） 

**利根川昭(東海大学理学部物理学科)、松村義人（東海大学工学部原子力工学科）、佐藤浩之助（中部電力）、 

河村和孝（東海大学） 

 

現在、新たなエネルギー源の一つとして核融合反応(D-T反応)を利用した核融合発電の研究が進められている。核融

合反応によって生成されたヘリウム灰とともに未反応の燃料粒子(水素同位体)である重水素やトリチウムも排気部で

あるダイバータに流入する。定常運転における閉じ込め性能向上と安全性の確保のため、ヘリウム灰と燃料粒子を分

離し、選択的に燃料粒子を回収することが考えられている。トリチウムは放射性元素であり、真空容器内の保有量の

上限値が設けられているため、効率的な回収が求められている。現在考えられている燃料回収サイクルでは、ダイバ

ータから真空容器外へ排気後パラジウム拡散器によって燃料粒子のみを回収・再利用する予定である。しかし、燃料

粒子である水素同位体の回収において、安全性の観点から配管壁などへの蓄積が課題となっている。 

本研究の目的は、ダイバータを模擬したターゲットに水素吸蔵材を設置し、水素同位体の回収実験を行い、水素吸

蔵材を用いた粒子の選択的排気システムを提案することである。今回は水素同位体である重水素の吸蔵特性とヘリウ

ムによるタングステンへの影響を調べるため、D-He混合プラズマで照射実験を行った。 

実験では、ダイバータ模擬装置 TPD-Sheet Ⅳ(図 1)により生成したプラズマを装置終端部に設置した試料に照射し

た。試料は 1500℃で焼きなましをした ITERグレードのタングステン（厚さ 1㎜,10mm×10mm）と、水素吸蔵材である

チタン（厚さ 100µm,10 ㎜×10 ㎜)を重ね、それぞれの接着面に白金(厚さ 0.15µm～0.26µm）を蒸着した物を用いた。

照射したプラズマは重水素プラズマと D-He混合プラズマ(He 15％)の 2種類で行った。核融合炉の燃料粒子は重水素

とトリチウムであるが、トリチウムは扱いが困難であるため重水素を用いた。水素同位体の吸蔵量は昇温脱離装置(図

2)を用いて測定をした。 

 詳細はポスターにて発表する。 

  

図 1 直線型ダイバータ模擬装置 TPD-Sheet IV 図 2 昇温脱離装置 
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シートプラズマ中でのオメガトロン型質量分析器による水素負イオン温度計測 

 

 ＊ 瀧本壽来生（東海大学理学部物理学科）、飯島貴朗（東海大学院総合理工学研究科総合理工学専攻）、 

 田中悠太（東海大学院理学研究科物理学専攻） 

＊＊ 利根川昭（東海大学理学部物理学科）、河村和孝（東海大学）、佐藤浩之助（中部電力） 

 

現在，負イオンは粒子加速器や磁場閉じ込め型核融合炉などにおいて重要な役割を果たすと考えられているが．こ

れらの装置内においては磁場の影響があるため，四重極子型質量分析器（Q-mass）を負イオンの粒子計測に使用する

ことはできない．そのため，通常ではレーザー光脱離法[1]による負イオン計測が主流となっている．しかし，このレ

ーザー光脱離法は、直接負イオンを測定することはできず、イオンを直接測定する質量分析を行うことが望まれてい

る．そのため，本研究の目的は，イオンを直接測定することが可能なオメガトロン型質量分析器[2]を用いて，負イオ

ン種と負イオン温度を計測することである． 

本研究で用いたオメガトロン型質量分析器は箱体となっており，前面に開けられたピンホール（= 1.5mm）からプ

ラズマを受け入れる．内部は 3 枚の Mo メッシュによるグリッドが取り付けられており，それぞれに DC 安定化電源を

接続してある．グリッド 1（G1）では正イオンを追い返すために正バイアスを印加し，G2 では負イオンのエネルギー

分析のためにバイアスを掃引し，G3 では浮遊電位に電圧を設定している．3 枚のグリッドを通過した負イオンと電子

の内，電子は加熱されずにセル内を通過し，負イオンは高周波電極を用いたイオンサイクロトン共鳴加熱（ICRH）によ

って旋回半径が増大することでコレクタ電極に捕集され，負イオン電流として微小電流計で計測される． 

図 2 に実線で示したものが，実験で得られた V-I 特性であり，点線で示されるものが，電流を電圧で一階微分した

ものである．電流増加量の飽和点（点線の頂点）までの実験結果にエネルギー分布関数[3]を適用した計算により，水

素負イオン温度は 0.96 eVと求まった．水素のポテンシャル曲線[4]と水素負イオンの体積生成過程から，この温度は

妥当であると言える． 

 

 

 

 

 

参考文献 

[1] M. Bacal, et, al. : Rev. Sci. Instrum. 50 (1979) 719. 

[2] E. M. Hollmann, et. al. : Rev. Sci. Instrum. 72 (2001) 623. 

[3] K. Yamagiwa : Journal of Plasma and Fusion Research 69(9) (1993) 1024-1029. 

[4] R. Celiberto, et. al. : Atomic Data and Nuclear Data Tables 77 (2001) 161-213. 

図1. オメガトロン質量分析器の断面図 図2. オメガトロン質量分析器で計

測された掃引バイアスと水素

負イオン電流の V-I特性． 
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核融合炉の先進的ダイバータの模擬実験 

 

*田中悠太(東海大学理学研究科物理学専攻)、内山寛之(東海大学理学部物理学科)  

**利根川昭(東海大学理学研究科物理学専攻)、佐藤浩之助(中部電力)、河村和孝(東海大学) 

 

将来のエネルギー源として研究されている磁場閉じ込め型核融合炉において、核融合反応により炉心に生じる Heな

どの不純物を排気するために唯一のプラズマ対向機器であるダイバータが設置されている。核融合発電の実現のため

には、ダイバータ部の熱負荷低減が重要な課題の一つとなっている。冷却用ガス(中性粒子)を導入しダイバータプラ

ズマを冷却させ、主要な 2 種類の再結合反応を促進することでダイバータとプラズマが非接触なデタッチプラズマを

生成する手法がある。中性粒子の逆流防止効果が高い閉ダイバータ構造としてバッフル付きロングレッグダイバータ

や Super-X ダイバータなどの先進的ダイバータが提案されている。現在、熱負荷低減と炉心方向への逆流防止を同時

に行える閉ダイバータ構造が要求されている。しかし、閉ダイバータ構造についてはシミュレーション研究が主であ

り、実験的研究が少ない。本研究は、各ダイバータ構造を模擬したターゲットを用いて、デタッチプラズマの形成過程

と中性粒子逆流の影響を調べ、熱負荷を低減できるダイバータ構造の提案を目指す(図 1)。実際にはダイバータ構造を

模擬したターゲットを用いてラングミュアプローブによるターゲット内の電子温度 Te 、電子密度 ne及びバラトロン真

空計によるターゲット内外のガス圧計測(PE,PD)と CR モデルを用いた電離量、再結合量(RIon,RRec)のモデル計算を行っ

た。その結果、バッフル付きロングレッグターゲットを用いると、V字ターゲットに比べて少ない接触ガス流量で高い

ターゲット内の圧力を得ることができ、再結合量が促進されていることが分かった(図 2)。詳細はポスターにて発表す

る。 

 

 

 

 

 

参考文献 

[1]S. Tanaka et al., Fusion Sci. Tech. 63, 420-422 (2013) 
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図 1,各ターゲット構造 

図 2,各ターゲットの再結合量、電離量 
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水溶液プロセスを用いた種々の形態を有する希土類含有微粒子の合成と波長変換材料への応用 

 

*東海林 千尋（東海大学大学院理学研究科化学専攻）、小川 哲志（東海大学理学部化学科）、 

**冨田 恒之（東海大学理学部化学科）、小林 亮・加藤 英樹・垣花 眞人（東北大学多元物質科学研究所） 

 

【Introduction】 蛍光体などの波長変換材料には発光特性と同時に利用目的に応じた粒子形態が求められている 1)。

バイオ・メディカル分野では 50～数百 nm程度、ディスプレイ用材料では数μm程度、照明器具で使用される蛍光体で

は 1～10μm程度と、用途別によって理想的な粒子サイズが異なり 1)、波長変換材料として幅広く用いられているセラ

ミックス材料の形態制御技術が求められている。セラミックス合成の手法の中でも水溶液プロセスは、固相法等と比

較して微粒子の合成や粒子形態の制御が容易であるなどの利点を有し、その中でも均一沈殿法は、形態が制御された

粒子の合成に優れ、既往の研究では Yを含有した粒子において、マイクロキューブ状 1)、ナノボール状粒子 2)の合成が

報告されている。均一沈殿法における沈殿粒子の生成は、反応溶液中

で OH-などの沈殿剤の増加に起因することが報告されており 3)、本研究

では尿素(CO(NH2)2)の加水分解を利用した均一沈殿法を用いて、種々の

希土類元素を含有した微粒子の合成を行い、その粒子形態の形成機構

を詳細に調査した。また、特異的な粒子形態を生かした発光材料など

の波長変換材料への応用に向けての検討も合わせて行った。 

【Experimental】 蒸留水に RE(NO3)3 (RE=Gd など) 0.030M、H3BO3 

0.090M、尿素 0.27Mを加え、この水溶液をマグネチックスターラーで

撹拌しながら 100℃の湯浴中で加熱した。加熱撹拌中における反応溶

液の pH を pH メーターで連続的に測定した。また、沈殿生成後から時

間経過毎に反応途中の溶液を一部採取し、時間経過毎の反応溶液から

沈殿物を遠心分離で回収し、60℃で乾燥させたのち、粒子の XRD 測定

および SEMを用いて形状の観察を行った。 

【Results & Discussion】 Fig. 1 に GdBO3 前駆体合成過程における

反応溶液の pH 変化を示す。加熱を開始すると、尿素の加水分解により

OH-が生成するため pH上昇が見られるが、pH が 5.02 に達すると、沈殿

が生成して溶液は濁り、pH はほぼ一定になった。沈殿生成直後の粒子

は 1μm程度の直方体状粒子と円盤状粒子(Fig. 2a)であった。加熱開始

50～55分後には、粒子成長に伴う OH-の消費によるものと推測される pH

の急激な下降が確認され、その後 pH は緩やかに上昇を続けた。この緩

やかな pH 上昇は反応溶液中の Gd3+の濃度が沈殿生成によって減少し、

そのため OH-の消費速度が低下し、反応溶液中の OH-濃度が徐々に上昇

したと考えられる。加熱開始 2 時間後の粒子は 1μm×1μm×200nm 程

度の板状(Fig. 2b)であることから、pH下降の際に円盤状粒子が溶解し

たと考えられる。反応時間により粒子形態が変化することを確認した。

また、反応溶液中の Gd3+濃度を 0.05M にすると Fig. 3a のような 2～

3μm×2～3μm×200nm 程度の板状粒子の形成を確認し、金属イオン

/H3BO3比を変えることでも粒子形態の変化が見られた。同じ金属イオン

/H3BO3 比でも希土類元素を La にすると、マイクロプレート状 (Fig. 

3b)、Ybにすると、ナノボール状 (Fig. 3c)の粒子が形成することを確

認した。同じ合成条件でも希土類元素の種類で粒子形態が変化する要

因として、イオン半径の差が挙げられる。各沈殿生成物の XRD 測定か

ら、Ybは非晶質であったが、Gd, Laはホウ酸炭酸塩の回折パターンを

示し、リートベルト解析によって予想される結晶構造がほぼ同様であ

ることも確認した。また、希土類元素を Tb または Eu にすることによ

ってそれぞれ緑色発光(Fig. 4a)および赤色発光(Fig. 4b)を確認し、

SEMによる観察によってそれぞれ直方体状(Fig. 5a)および板状粒子

(Fig. 5b)であることを確認した。 

【Acknowledgements】 本研究の一部は物質・デバイス領域共同研究

拠点特定研究の一環として行われたものである。 
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Fig. 2 SEM images of Gd sample just after 

the precipitation beginning (a) and at  

120 min (b). 

Fig. 3 SEM images of different rare- 

earth products of Gd (a), La (b), Yb (c). 

Fig. 1 pH curve of Gd sample 

preparation. 
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Fig. 4 Luminescence photographs of Tb 

 (a) and Eu (b) sample (extension 365nm). 

Fig. 5 SEM images of Tb (a) and Eu (b) sample. 
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(b) 
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マグネトロンスパッタにおける磁場配置の検討 

 

*酒井 達拓 (東海大学工学部原子力工学科), 豊田 椋一（東海大学院工学研究科応用理学専攻），マンシィ アハ

マド（東海大学院工学研究科応用理学専攻），**松村 義人（東海大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

【緒言】 

通常マグネトロンスパッタ法においては、リング状の磁場配置が多く用いられる。しかしながら、リング状の磁場配

置は成膜においてリングの中心直上から外側に向かって蒸着粒子数は少なくなるように成膜速度の分布が顕著である。

また、リング状の磁場配置は磁場によってプラズマを拘束し比較的高密度のプラズマをターゲット上で生成すること

が可能であるが、拘束されきれなかったプラズマからイオンがもれ出る際、基板に入射するイオンはリング状の中心

直上に集中することになる。これにより、基板に入射するイオンの入射頻度に分布が生じる。基板に入射するイオン

の入射頻度に分布が生じることは、基板へのイオン衝撃が分布を持つことであり、基板に発生する内部応力にも影響

を与えると考えられる。この問題を解決するためには、基板とターゲット間を変えるなどの成膜条件を変える方法が

考えられるが、基板とターゲット間の距離を離した場合、成膜速度が低下する。これらの事から、成膜時に発生する膜

厚差の低減や、イオン衝撃の均一化は工業的にも重要な課題である。また、基板を回転させることにより、これらの分

布を均一化させる方法などが用いられているスパッタ装置があるが、装置が複雑になることやコストがかかるなどの

問題がある。そこで、本研究ではリング状ではない磁場配置を作製することでより容易に成膜速度の向上や蒸着粒子

の分布改善などが可能ではないかと考え検討を行った。 

 

【実験条件】 

Fig.1に本研究に用いた DCマグネトロンスパッタ装置を示す。成膜条件は、Arガス導入圧力を 5 Pa、ターゲット-基

板間距離を 30 mm、1 mm厚の銅板をターゲットに使用し、スパッタ電力 5 Wで 30分の成膜を行った。Fig.2に本

研究で用いた、a.リング型磁場配置の物と、b.十字型磁場配置の 2 つを示す。基板には単結晶シリコンウェハーを用

い、マスキングし成膜を行った。膜厚測定には表面粗さ計(DEKTAK3)を用い、堆積粒子の入射頻度を算出した。 

Fig.1マグネトロンスパッタ装置 
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核融合ダイバータ材に対する重水素プラズマにおける反応機構についての研究 

 

*鷲平拓也（東海大学工学部原子力工学科）、石川文貴（東海大学大学院理学研究科物理専攻） 

利根川昭（東海大学理学部物理学科）、**松村義人（東海大学工学部原子力工学科） 

 

【緒言】 

次世代のエネルギー源として開発されている核融合炉には、核融合反応を終えた燃料を排気するための機構である

ダイバータが設置されている。ダイバータには高熱流のプラズマが流入するため、高い融点を持つタングステンが使

用されている。このタングステン表面上では、本来、燃料である重水素ガスの分子から原子への解離は起こさないが、

ダイバータのタングステン表面に重水素プラズマの形で入射させるとタングステン中に吸収されてしまうことが報告

されている。本研究では、図１に示した、核融合炉内のダイバータに入射するプラズマを模擬できる直線型プラズマ

模擬装置 TPD-SheetⅣを用いて、重水素プラズマをタングステン板に照射した際のタングステンと重水素の反応機構

について検討した。 

【実験方法】 

タングステン板は、はじめ 1300 ℃ 窒素雰囲気中で４時間昇温、５時間保温の焼鈍を行った。焼鈍のみの試料と、

焼鈍後タングステン表面に白金を蒸着した後、電子ビームで加熱・拡散処理をした（プラチナイジング処理）を行っ

た試料を作製した。それらの試料に TPD-SheetⅣ装置による重水素プラズマ照射および重水素ガス暴露を行った。白金

蒸着には図２のスパッタリング装置、プラチナイジングは電子ビーム蒸着装置を用いて行った。各試料を図１の TPD-

SheetⅣを使用して重水素プラズマを照射、TPD-SheetⅣのエンドチャンバーに設置し重水素ガスの暴露を行った。照

射後試料を図３の昇温脱離装置で昇温し、四重極質量分析計で重水素の吸蔵量を計測した。  

                         

図１ TPD-SheetⅣ       図２ スパッタリング装置    図３ 昇温脱離装置 

 

 

【実験結果】 

重水素プラズマおよび重水素ガス暴露の各試料を比較すると、タングステン表面におけるプラチナの触媒作用によ

る重水素の吸蔵量の大幅な増加、水素の活性化エネルギーの低下等が確認できた。実験結果の詳細は当日に報告する。 
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Fig.2 Depth profile of Electron Density. 

マグネトロンスパッタリング中のプラズマ計測の検討 

 

*坂野 尚太（東海大学工学部原子力工学科）、豊田 涼一（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、**松村 義人

（東海大学工学部原子力工学科） 

 

【緒言】 

プラズマを用いて作製した薄膜は、成膜時の様々な条件により諸特性が大きく変化することが知られている。薄膜の

特性を変化させる要因のひとつとして、成膜条件の違いによって薄膜の内部応力が大きく異なることが挙げられる。

内部応力の発生要因のひとつとして、薄膜を形成する粒子に対して入射するイオンの衝突があり、近年、入射イオン

の運動エネルギーを評価することにより内部応力を制御する方法が期待されている。入射イオンの運動エネルギーは、

プラズマの状態に依存する為、正確なプラズマ計測を行うことが不可欠である。従来の研究では、任意の位置に設置

した探針による一点のみのプラズマ計測が主であった。しかし、その計測する箇所によっては実測値から見積もられ

る入射イオンの影響が大きく異なることが予想される。したがって、計測における適正位置の検討を行うことが必要

であると考えられる。そこで、本研究では、平板型シングルラングミュアプローブを複数設置することでプラズマの

診断箇所を増やしターゲット‐基板間の深さ方向の位置を変えた計測を行うことを試みた。 

【プラズマ診断】 

ステンレス製平板型シングルラングミュアプローブを基板ホルダーからターゲットエロージョン領域の法線上に深さ

を変えて設置し、プローブの印加電圧を-25から+25まで連続的に変化させ計測を行った。電圧印加の際、探針一つず

つ独立に印加し、他の探針は絶縁し浮遊状態とした。 

Fig.1にラングミュアプローブ設置の模式図を示した。 

 

 

【結果】 

Fig.2として基板からの距離に対する電子密度の変化を示す。その結果として、ある位置で極大値を持つことが明らか

になった。電子密度から見積もられる入射イオン量も同様の傾向があることから、入射イオンの量を見積もる際のプ

ラズマの計測位置には適正位置がある。 
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Fig.1 Plasma diagnostic using Langmuir Probes with various depths. 
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基板バイアスが薄膜の内部応力に及ぼす影響 

 

*宮田 隼平（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、西村 佑樹（東海大学工学部原子力工学科）、豊田 椋一（東

海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、橋本 真希（東海大学大学院工学研究科応用理学専攻）、飯島 貴朗（東海

大学大学院総合理学研究科総合理工学専攻）、利根川 昭（東海大学大学院総合理学研究科総合理工学専攻）、**松村 

義人（東海大学院工学研究科応用理学専攻） 

 

【緒言】スパッタリング法において作製された薄膜は、成膜中に発生する内部応力の変化によって、作製される薄膜

の機械的・工学的・電気磁気的特性といった薄膜特性が変化することが知られている。そのために、薄膜特性の向上に

は成膜過程における内部応力の制御が重要となる。近年では、成膜過程における内部応力の制御方法の一つとして薄

膜表面へのイオンの入射によるイオン衝撃が期待されている。我々の最近の研究ではマルチグリッド型静電アナライ

ザーと平板型ラングミュアプローブを用いたプラズマ診断によって薄膜に入射するイオンの運動量を求め、薄膜への

イオン衝撃の影響を評価してきた。そこで、本研究では基板バイアスを変化させることにより、薄膜に入射するイオ

ンの運動量を変化させ、薄膜の内部応力にどのような影響を与えるかを、イオンの運動量に基づいたイオン衝撃パラ

メータ Piを用いて評価を行った。 

 

【方法】薄膜の作製には DCマグネトロンスパッタリング法を用い、純 Ni(99.9%)を単結晶 Si(100)基板上に 1㎛成膜

した。スパッタリングガスには Xe(99.995%)を用い、基板バイアスを-30Vから-120Vまでの任意の値で変化させ実験

を行った。成膜中の薄膜へのイオン衝撃の影響を求めるためにマルチグリッド型静電イオンアナライザーとラングミ

ュアプローブ法を用いてプラズマ診断を行い、イオンの入射頻度と運動量を測定した。薄膜の応力の測定には光てこ

法を用い、Stonyの式より薄膜の内部応力を求めた。 

 

【結果】Fig.1 にイオン衝撃パラメータ Piに対する薄

膜の内部応力σの変化を示す。図の縦軸正の値は作製

された薄膜が引張応力を示したことを表し、負の値は

圧縮応力であったことを示す。基板負バイアスを深く

するに従い、イオン衝撃パラメータ Pi は増加を示し、

薄膜の内部応力は引張から圧縮へと変化した。これは、

基板バイアスを深くすることにより、空間電位と基板

バイアスの電位差により基板に入射するイオンの運動

量と入射量が増加したためにピーニング効果が増加

し、薄膜の内部応力が引張応力から圧縮応力へ変化し

たと考えられる。以上のことから、イオン衝撃パラメ

ータ Piを用いることにより、薄膜に入射するイオン衝

撃の影響を定量的に評価することが可能であり、薄膜

に発生する内部応力を制御することができると考えられる。 

 

Fig.1 イオン衝撃パラメータ Pi に対する薄膜の内部応力の

変化 

↑引張応力 

↓圧縮応力 
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成膜時の基板温度が薄膜の内部応力に与える影響 

 

*橋本 真希（東海大学院工学研究科応用理学専攻）、渡辺 大基（東海大学工学部原子力工学科）、宮田 隼平（東海

大学院工学研究科応用理学専攻）、豊田 椋一（東海大学院工学研究科応用理学専攻）、**松村 義人（東海大学工学

部原子力工学科） 

 

【緒言】スパッタリング法において作製された薄膜は、成膜条件により薄膜の内部応力が変化し、機械的、光学的、電

気・磁気的等の薄膜特性が大きく変化する。薄膜の内部応力は薄膜作製過程において発生し、スパッタリングガス圧

力や基板温度、スパッタ電力などの成膜条件により影響を受ける。我々はこれまでスパッタ成膜時のイオン衝撃の効

果を評価する新たなパラメータとしてイオンと蒸着粒子の入射頻度比とイオンの持つ運動量の大きさとの積であるイ

オン衝撃パラメータ Piを提案してきた。このイオン衝撃パラメータ Piを用いることにより薄膜の内部応力を制御でき

ると報告してきた。しかし、スパッタ薄膜の内部応力はイオン衝撃等に起因する真応力に加え、基板温度と膜・基板材

料の熱膨張率の差に起因する熱応力がその発生要因として知られている。そこで本研究では、この真応力と熱応力を

個別に制御することにより薄膜の内部応力を制御することが可能かを検討した。 

【実験方法】DC マグネトロンスパッタリング法を用いて Ni薄膜を作製した。イオン衝撃パラメータを用いて真応力を

制御し、基板温度と基板材料を変化させることにより熱応力を制御した。 

【結果】Fig.1 に Si 基板上に基板温度を変化させて Ni 薄膜を成膜した際の基板温度と内部熱応力の関係を示す。基

板温度のみを変化させた場合、発生する内部応力が変化したことから、Ni 薄膜の内部応力が熱応力に強く依存してい

る事がわかった。しかしながら、各基板温度における熱応力を推定し、測定された内部応力からその値を除した値を

真応力とした場合、真応力は一定とはならなかった。このことは、真応力の原因としてイオン衝撃のみがその要因で

はないことを示している。また、Fig.1において真応力が 500 K付近で変化している。Fig.2に示すスパッタリング法

における成膜条件と薄膜の微細組織の関係を表した Thornton model を今回の Ni薄膜の成膜条件に適用すると 500 K

付近で Zone T から Zone Ⅱの遷移領域に相当し、薄膜の微細組織の変化が真応力の値に影響を及ぼした可能性が推測

できる。このことからスパッタ薄膜の内部応力を制御する上で、真応力の要因としてイオン衝撃の影響に加え、薄膜

の微細組織の影響を踏まえた検討が必要であることがわかった。 
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Fig.1 Tensile stress of Ni thin film as a function  

of the substrate temperature temperature. 

Fig.2 Thornton model 
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アルコール化学気相成長(ACCVD)法と水分添加を用いた単層カーボンナノチューブ(SWCNT)の作

製 

 

＊平井慧(東海大学大学院工学研究科電気電子工学専攻) ＊＊庄善之(東海大学工学部電気電子工学科) 

 

1.はじめに 

カーボンナノチューブ(CNT)は，一般的に化学気相成長法(CVD法)を用いて作製される． 単相カーボンナノチューブ

（SWCNT）を成長させる材料には炭素を含む有機系ガスでエタノールを使用し，SWCNT を成長させるアルコール化学気

相成長法(ACCVD 法)が用いられる．エタノール分子構造は C2H6O であるため，余分な分子を脱着させる酸素(O)と結合

を促す水素(H)を含んだ構造をしているエタノールは CNT の成長に適した原料材料である．また，ACCVD の工程に純水

を CVD 炉内に供給することでより時間短縮，高密度，高純度な CNT が作製できると考えられる．本研究ではアルコー

ル(AC)を用いた ACCVD 法で SWCNT 作製方法の確立を目指すとともに，水分添加を用いてより長尺かつ高純度な CNT の

作製を目指す． 

2.実験方法 

ACCVD 法を用いて SWCNT を作製した．Si 基板をセミコクリーンと純水を使用し，超音波洗浄機を用いて基板洗浄を

行った．洗浄後，乾燥器で基板乾燥した．直流二極型スパッタ装置でイオン電流 5mA 一定，スパッタ時間を 10min～ 

50minの 10min間隔でスパッタを行い，パラメータを振った．熱 CVD装置を用いて基板の金属触媒とエタノールを反応

させた．作製条件は反応温度を 650℃，金属触媒の活性化時間 5min，金属触媒とエタノールの反応時間 20minとした．

アルゴンガス流量を 480sccm とし，純水とエタノール混合液の供給量 20sccm，純水とエタノール混合液の対比を 1:9

～9:1を用意した．ウォーターバス温度 80℃，90℃，95℃とした．反応後，光学顕微鏡(倍率 50倍)と電子顕微鏡(SEM)

を用いて，基板上の観察し，CNTの長さを測定した． 

3.実験結果・考察 

Fig.1 にスパッタ時間 40min，純水とエタノール混合液，1:9，温度 80℃

で作製した CNTの SEM像を示す．観察は CNT成長の断面から行った． 次に

アルコール供給温度 80℃，90℃，95℃で供給したときの CNT の成長する長

さとスパッタ時間のグラフを Fig.2 に示した．Fig.2 から 80℃はスパッタ

時間に比例して成長した．90℃，でも比較的安定して成長している．供給温

度が 95℃に上げると CNT の成長が 80℃，90℃に比べ短くなる．SEM 像から

成長した CNT には繊維らしさと厚みがある．Fig.1 B の範囲は密度があり

16µm まで均一な長さで基板に対して垂直方向に成長している． Fig.1 A の

範囲は垂直でなく傾きながら成長している．傾きは CNT間の密度が無いため

に生じたと考えられる．A範囲の CNTを成長させるには CNT間の密度が増す

ことが求められる．そのため，炉内温度や純水とエタノール混合液の比率を

変え，CNT間の密度を増やしていく． 

4.今後の展望 

炉内温度を 600℃～800℃変化させ，炉内温度による CNT の成長変化を調

べる．また，TEMによる断面観察を行う． 

Fig.1 SEM像 

Fig.2 純水とエタノール混合比 1:9 

温度とスパッタ時間による CNT成長の変化図 

A 

B 
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電子線照射により表面が活性化されたガラス繊維を用いた自動車部品用ガラス繊維強化熱可塑

性ポリプロピレン樹脂の耐衝撃特性の評価 

 

*野村良 (東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、 

Michael C. Faudree(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻)、**西義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【目的】  

繊維強化型ポリマー(FRP)は、自動車や船体、構造材をはじめ様々な箇所に幅広く使用されている。FRPの母材は一

般的に熱硬化性エポキシ樹脂が使用されている。しかし、成型時の手間とリサイクル性が問題であり、大量生産に向

かない欠点がある。一方、繊維強化熱可塑性樹脂(FRTP)は従来の FRP に比べ、様々な成型法が適用でき、大量生産に

向いている。しかしながら樹脂の粘性が高いことにより、強化繊維界面での接着が悪い。そのため界面の摩擦力が足

りず、強化繊維による複合強化が効果的に利いていない。ゆえに期待される強度が得られず、使用範囲が限定されて

いる。 

本研究室では過去に、石英ガラスやガラス繊維(GF)に電子線(EB)を照射することで、ダングリングボンドが生成す

ることを確認している。この結果より、GFに EB照射することでガラス表面が活性化されるため、接着性の悪い熱可

塑性樹脂との接着性の向上が望める可能性を見出している。 

そこで本研究では、強化繊維に材料コストの低いガラス繊維(GF)、母材に耐食性の高いとされる熱可塑性樹脂であ

るポリプロピレン(PP)を用いたガラス繊維強化熱可塑性樹脂(GFRTP)の EB照射処理による耐衝撃性の変化を評価、検

討することを目的とした。 

【実験方法】 

本研究の試料には、繊維に GF(日東紡績株式会社製 チョップドストランドマット)、マトリクスには PP(日本ポリ

プロ株式会社製 ノバティック PP)、を用いた。成形前の GFの両面にＥＢ装置((株)岩崎電気製)を用い、170 kVの加

速電圧で均質電子線照射処理を施した。一回の処理時間は 0.23秒であるため、試料温度上昇は照射直後５０℃以下

である。GFの照射侵入深さは、それぞれ約 87 μmである。その後、ホットプレス(T = 473 K, P = 2 MPa, t = 60 

sec)を用いて積層し GFRTP試験片を作製した。耐衝撃性の評価としてシャルピー試験機(㈱島津社製 No.51735)を用い

て衝撃試験を行った。 

【結果】 

未処理試料と比較し、GFに 0.65 MGy照射した試料のシャルピー衝撃値は明らかに高いことを見出し、未照射の

GFRTPと比較して、約 37 %向上することを見出した。 

図 1. GFRTPの応用例 
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輸血パックに用いる PPと抗血栓作用のある PAの高速滅菌接着 

 

*上田恵輔（東海大学工学部材料科学科）、久保智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻） 

神田昌枝（東海大学工学部材料科学科）**西義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

現在、高分子材料は工業分野や医用分野などの途拡大に伴い幅広い分野で利用されている。この用途拡大に伴い、

異種高分子材料間の接着技術は大変重要である。一般に異種高分子材料は、接着剤や熱溶着により接着している。し

かし、低分子に分解しやすい接着剤は人体への悪影響が考えられ、熱溶着においては材料劣化が考えられる。さらに、

異種材料間で相性良い接着剤の選定も困難である。過去の研究において、異種高分子材料間に 100 keV 級加速電圧の

均質電子線照射(HLEBI)を施し、それらを積層接着することを見出した。そこで、本研究では、耐薬品性や強度に優れ

ており、輸血パックに用いられるポリプロピレン(PP)と耐薬品性、耐摩耗性、高靭性、抗血栓作用があるという特徴を

持つナイロン(PA6)の積層試料に滅菌作用のある HLEBI接着処理を行い、接着強度の評価を目的とした。 

 

【実験方法】 

試料はポリプロピレン(PP)シート(25 µm)のみに電子線照射処理を施した後、未処理のナイロン(PA6)シート(15 µm)

を積層し 398 Kで 3 min、10 MPa の条件でホットプレスを行った。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気

社製(アイ・エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラメントから 170 keV 加速電圧で発生

し、その後 Ti薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表面では 129 keV まで減衰する。1回の処理時

間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影響は少ない。PPシートと PA6シートのそれぞれの

照射侵入深さは 246 µm と 192 µm であった。そして、接着強度を確認するため、微小荷重引張試験機を用いて 90度剥

離試験を行った。接着強度の変化は微小荷重引張試験機により剥離強度 N/mを測定した。また剥離強度の定義は JIS K 

6900であり、90度剥離試験 JIS K 6854-1に準拠して実施した。 

 

【結果】 

PPと PA6シートを積層ホットプレスして準備した試料では弱い接着現象が見られる。一方、PP側に電子線照射処理

し、ホットプレス処理を行うと強い接着現象を見出した。過剰な照射量では照射損傷により接着強度は低下するが、

最適照射量まで、接着強度が未照射に比べ向上すること見出した。 
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図 1 応用例 

 

 

 

半導体封止材に用いる異種高分子積層体(Epoxy/PA6）の電子線照射処理による接着剥離強度の評

価 

 

*関上 周作（東海大学工学部材料科学科）、八木 新太（東海大学工学研究科金属材料専攻） 

久保 智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻）、神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科） 

**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

現在、高分子材料は工業分野や医用分野等、幅広く利用されている。この用途拡大に伴い、異種高分子材料間の接

着技術は大変重要である。一般に異種高分子材料は、接着剤や熱溶着を用いて接着している。しかし、接着剤は相性

の良い異種材料の選定が困難であり、熱溶着においては材料劣化の可能性がある。過去の研究において、異種高分子

材料間に 100 kV級加速電圧の均質電子線照射(HLEBI)を施し、それらが積層接着することを見出した。そこで本研究

では、耐熱性や耐水性、成形性に優れ、半導体封止材に用いられるエポキシ（Epoxy）を、耐薬品性や耐油性、耐摩

耗性に優れるナイロン（PA6）と接着させ、覆うことで、半導体の経年劣化を抑えることが出来ると考えた。そのた

め、Epoxy/PA6積層試料に HLEBI処理とホットプレス処理による複合接着処理を行い、接着剥離強度を評価する。ま

た、照射線量だけでなく、温度、圧力の処理条件も確立することを目的とした。 

 

【実験方法】 

試料は Epoxy(1.5 mm)と PA6フィルム(0.015 mm)を重ね、80 kPa印加した状態で固定し、HLEBI処理を施した。その

際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中で棒

状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、その後 Ti薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表

面では 129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影響は少

ない。Epoxyと PA6フィルムのそれぞれの照射侵入深さは 0.18 mmと 0.19 mm程度である。その後、ホットプレス機を

用いて、433 Kで 3 min、1 MPaの条件を中心に加圧熱処理した。そして、接着力を確認するため、微小荷重引張試験

機を用いて 90°剥離試験を行った。接着力の評価は、微小荷重引張試験機により接着剥離強度 N/m を測定した。また

接着剥離強度の定義は JIS K 6900 であり、90°剥離試験 JIS K 6854-1に準拠して実施した。 

 

【結果】 

  Epoxyと PA6フィルムを積層ホットプレスして準備した試料では弱い接着

現象が見られる。一方、各試料を積層した状態で HLEBI処理し、ホットプレ

ス処理を行うと、HLEBI処理した Epoxy/PA6は未処理試料に比べ、0.13 MGy

照射処理した試料は、剥離確率 0.5において、接着剥離強度が約 1.7倍向上

することを見出した。 
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色空間変換を用いた顔色情報解析について 

 

*渡邊汐(東海大学大学院工学研究科生体医工学専攻)、**影山芳之（東海大学大学院工学研究科医用生体工学専攻） 

 

１．はじめに 

 顔色は様々な状況下によって変化する。これは顔面に緻密な毛細血管ネットワークが存在し、血液の状態や自律神

経系の関与による血流量の変化等が顔色の変化となって現れるためである。したがって、顔色の定量的な評価ができ

れば、臨床の現場において疾病等の診断やストレス状態の評価に役立つと考えられる。そこで本研究では、カラーセ

ンサを用いた顔色の測定を行い、HSV、L*a*b*といった色空間を用いて顔色情報についてのより詳しい解析を行った。 

２．実験方法 

健常な 20 代の男女数名を対象に、心理的負荷をかけた際の顔色の変化の測定を行った。被験者には、負荷として 1

～999までのランダムに選んだ 2つの数字の減算を一問当たりの時間制限を設け、暗算で繰り返し行わせた。 

 製作した装置はカラーセンサ(Adafruit Industries TCS34725)、センサの制御・コンピュータへのデータ入力を行うため

の Arduino Due からなっている。このセンサを血流を阻害しないよう被験者の頬に固定し、測定を行った。被験者には

安静後、15分間の負荷をかけ、その後 5分間再び安静状態をとらせた。その間、カラーセンサからの RGB 値を Arduino 

Due にて 16bit で 0.2 秒毎にコンピュータへ送り、各色空間へ変換し解析を行った。また、心理的負荷中の顔色の変化

と実際の血流・心拍を比較、検討するため自作の脈波計を用いた心拍測定とレーザドプラ血流計(Vasamedics INC. 

BPM403A USA)を用いた頬の血流量測定も同時に行った。 

３．結果及び考察 

 実験結果の代表例として負荷開始直後の同一被験者における顔の RGB 値を図 1 に、HSV の H 成分を図 2 に、血流

量を図 3に示す。個人差はあるが、負荷開始と同時に RGB 値はそれぞれの成分が同じように減少し、負荷終了付近で

測定開始時の値に近づいた。H 成分については負荷開始から徐々に減少していき、これは、顔色の赤み成分が増して

いることを示している。心拍数は負荷開始と共に増加し、血流量は負荷終了時に増加した。これらの変化はストレス

によって生じた血流量の変化によるものではないかと考えられるが、今後より詳細な関係の検討が必要だと考えられ

る。 

     

図 1 RGB 値の時間変化      図 2 H成分の時間変化    図 3 血流量・心拍数の時間変化 

 

４．まとめ 

 色空間変換を用いることでより詳細な顔色についての検討が可能になった。今後の課題としては、血流量を変化さ

せるための適切な課題の設定が必要だと考えられる。また、実際の顔面の血流の変化をより詳しく調べるためにサー

モグラフィを用いた顔面の温度の測定なども必要だと思われる。 

50



 

’15 SAS Symposium ABSTRACTS 1 

G-2 

新たな人工膵臓システムの構築を目指したマルチチャンネル電極を用いた糖負荷時の単離膵島

の電位変動の検討 

 

*崔 素榮（東海大学大学院工学研究科医用生体工学専攻） 

**田代 秀夫（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

[はじめに] 

1 型糖尿病とは膵臓のランゲルハンス島(膵島)内の血糖値を下げるホルモンであるインスリンを分泌する膵 β 細胞

の死滅により発症する病気である。重症 1 型糖尿病の治療に血糖値を連続測定してインスリンを投与する人工膵臓は、

電極の寿命が 短く、また血糖値のみをパラメータとするため、インスリンの過剰投与を引き起こすことも稀ではない。

このような人工膵臓の問題点を解消するため血糖値をセンシングするのではなく、インスリン分泌顆粒が β 細胞内 

から放出されるときの Ca2+イオンチャネルの電気的信号の変化に注目し、β 細胞の血糖値センシング機能を連動  

させた新しいタイプの人工膵臓を考案した。しかしβ細胞の電位変化とインスリンの分泌に相関があるかは確認  

されていない。膵島のインスリン分泌時におけるβ細胞の膜電位変動を分離したラットの膵島及びマウス膵β細胞 

腫瘍化細胞株である MIN6 細胞、ネガティブコントロールとしてヒト胎児腎細胞株 HEK293 細胞を用いてマルチ  

チャンネルアレイで測定し、電位変動の大きさとインスリン分泌量との相関から人工膵臓における至適なインスリン

投与量制御が可能か検討する。 

 

[方法] 

1. 膵島分離 膵島はラットの膵臓よりコラゲナーゼ消化法と密度勾配遠心法により分離した( 図 1 )。 

2. 電極上への細胞播種 細胞が付着しやすいように Geltrex でコーティングした。シリコンゴムのリング内に膵島、

MIN6、あるいは HEK293細胞を播種し、3日間培養した( 図 2 )。 

3. 電位測定 測定機器は ALPHA MED SCIENCE 社の多電極アレイ（ multi electrode arrays, MEA ）の試作機を

電極には細胞電位測定用マイクロチャンバー( multi electrode dish, MED )を使用した。電極の表面に細胞が付着

したらグルコース濃度を低および高濃度に調整した溶液を交互に入れ替え、電位変動を経時的に測定、分泌された

インスリン量を ELISA より定量した。 

 

[結果および考察]  

MIN6細胞の場合グルコース濃度を低濃度の溶液で 

刺激した時と比べ、高濃度溶液で刺激したときに短い 

波形が見られた。単離された膵島細胞が正しく MED 

上に接着され、安定した電位を測定できる至適条件を 

求めている。本研究は、膵島β細胞の血糖値の変動に 

よるインスリン分泌量と MEA の経時的電位変動の 

大きさの相関を調べ、膵島細胞がバイオセンサーとして 

人工膵臓におけるインスリン投与量を制御しうるかを 

検討する。 

図 1. ラットから分離した膵島の位相差顕微鏡像 

図 2. 電極アレイ上へ播種した膵島の位相差顕微鏡像 
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血糖値制御を目指した自立的薬物放出システムの高性能化に関する研究 

 

＊森 大典、矢野 和義（東京工科大学 応用生物学部）、 

當麻 浩司、荒川 貴博、＊＊三林 浩二（東京医科歯科大学 生体材料工学研究所） 

 

【はじめに】 

 筆者らは、これまでにグルコース酸化酵素（GOD）を用いて、血糖成分であるグルコースの化学エネルギーを力学

エネルギーに変換する「有機エンジン」を構築し、そのエネルギーにて駆動する「薬物放出システム」を考案した。本

システムは、酵素反応の酸素消費による減圧を利用して、薬物放出の駆動を可能としている。しかし、これまでのシス

テムでは血糖値の 10倍以上のグルコース濃度を必要とする課題があり、血糖値相当のグルコース濃度で駆動を行うに

は、更に高い効率でエネルギー変換を行う減圧機構が必要である。本研究では、有機エンジンの高出力化のために、酵

素反応系の性能改良を図り、薬物放出システムの駆動特性を評価し、薬物放出システムへと適用した。 

【実験方法】 

 実験では、グルコース 1分子あたりの酸素消費量を増加させるため、GODとその反応生成物であるグルコノラクト

ンを基質とするピラノース酸化酵素（POD）の複合酵素膜を隔膜とした減圧機構を作製した。まず、各濃度のグルコー

ス溶液（5.0 ～ 50 mmol/l）を送液した際の減圧特性を調べ、GOD膜の場合との比較を行った。次に、複合酵素膜（GOD

＋POD）を隔膜とした減圧機構と、薬物放出機構を組み合わせた「薬物放出システム」（図 1）を構築した。まず薬物

放出の評価では、25 mmol/l のグルコース溶液を送液した際の気相セル内の圧力変化を微差圧計にてモニタリングを行

い、薬物放出チャンバーに充填した青色色素の放出をカメラで撮影した。次に in-vitro閉ループ系の実験では、25 mmol/l

のグルコース、ATP、MgCl2を含むリン酸緩衝液を主流路に循環させ、疑似薬物としてヘキソキナーゼを薬物放出チャ

ンバーに充填し、閉ループ系内のグルコース濃度の経時変化を調べた。 

【結果及び考察】 

 GOD のみの酵素膜と、GOD＋POD 複合酵素膜を隔膜とした減圧機構の減圧特性を評価した結果、複合酵素膜では

GOD膜以上の減圧特性が得られ、10 mmol/l のグルコース濃度（血糖値相当）にて、薬物放出機構の動作に必要な減圧

速度に達した。本減圧機構を開ループ系に適用したところ、気相セル内が約-600 Paに達した時点で、断続的な圧力開

放が確認され、圧力開放と同時に薬物放出が観察された。次に、閉ループ系でのグルコース濃度の変化を調べた結果、

ヘキソキナーゼの酵素反応により、グルコース濃度が低下（25 mmol/l→14 mmol/l）し、薬物放出間隔が徐々に延びる

様子（13分→22分へ）が観察された。以上、性能を向上した減圧機構を開発し、グルコース溶液でのフィードバック

制御の可能性が示唆された。今後は、システムの薬物放出システムの小型化や最適化を行い、血糖値のフィードバッ

ク制御を行う人工膵臓への展開を図る。 

 

図 1．複合酵素膜を隔膜とする減圧機構を用いたグルコース駆動式薬物放出システムの模式図 
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アセトン用生化学式ガスセンサ(バイオスニファ)に関する研究 

 

＊鈴木 卓磨、簡 伯任（東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科）、 

叶 明、當麻 浩司、荒川 貴博、＊＊三林 浩二（東京医科歯科大学 生体材料工学研究所） 

 

【はじめに】 

呼気には肺でのガス交換に伴う血液中の揮発成分が含まれ、これらの成分を計測することにより、非侵襲かつ連続

的に生体化学情報を把握することが可能である。例えば、糖尿病患者ではインスリンが不足することから、エネルギ

ー源として脂肪酸を使用するため、健常者と比較して呼気中に高濃度のアセトンが含まれることが報告されている。

つまり、脂質代謝の指標として呼気中アセトン濃度を計測することにより、糖尿病の身体状況、脂肪燃焼の度合いの

評価が可能であると考えられる。しかし、既存の装置法（ガスクロマトグラフ、無機ガスセンサなど）では試料の前処

理や、ガス種に対する選択性、連続計測等の課題があるため、簡便かつ高感度なアセトン用のガスセンサが求められ

ている。本研究では、酵素の逆反応にてアセトンを特異的に触媒可能な二級アルコール脱水素酵素（secondary alcohol 

dehydrogenase：S-ADH) を用いて、アセトンガスを高感度かつ連続的に蛍光検出する「光ファイバ型の生化学式ガスセ

ンサ」を開発し、呼気計測へと適用した。 

【実験方法】 

 本センサの構成及び評価実験系を図 1 に示す。本センサでは、(1)式に示す S-ADH の逆反応であるアセトンの還元

反応に基づき、その際に酸化消費される還元型ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド (NADH) の蛍光強度の減少を

検出 (励起波長: 340 nm、蛍光波長: 491 nm) することにより、アセトンガスの濃度を測定することとした。 

 

 

図１に示すように、本センサは光ファイバ型プローブと励起光源 (UV-LED，λ = 335 nm) 、光電子増倍管 (PMT) 等

から構成される。気相系でのバイオ計測のため、S-ADH固定化膜を装着した「気液隔膜フローセル」を光ファイバー

プローブ先端に取り付け、アセトンガス用バイオスニファとした。測定では、種々の濃度の標準アセトンガスをセン

サ感応部に負荷し、センサ特性を調べた。次に、作製したセンサを呼気中のアセトン濃度の測定に用いた。 

【結果及び考察】 

 作製したバイオスニファにアセトン標準ガスを負荷した

結果、ガス濃度に応じた蛍光出力の減少と安定値が確認さ

れ、健常者(200 ~ 900 ppb)および糖尿病患者(>900 ppb)の呼

気アセトン濃度を含む、20 ~ 5300 ppbの濃度範囲(R=0.999)

で定量が可能であった。また、本センサを用いて呼気中ア

セトン濃度の計測を行なった結果、標準アセトンガスと同

様に NADHの蛍光出力の減少が観測され、呼気中アセトン

濃度を定量することができた。今後、本センサを用いるこ

とにより、呼気中アセトンの選択的かつ連続的な濃度モニ

タリングが可能になるものと考えられる。 

図 1. アセトン用バイオスニファと性能評価実験系 

Acetone + NADH + H+              2-propanol + NAD+  …(1) 
S-ADH 
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ダニアレルゲン Der f 1 の半連続 on-site 計測のための表面弾性波(SAW)免疫センサに関する研究 

 

＊岸川 知里、三木 大輔（東京医科歯科大学大学院 医歯学総合研究科）、宮島 久美子（日本学術振興会）、吉村 直

之（日本無線株式会社）、谷津田 博美（日本無線株式会社、OJ-Bio Ltd.）、當麻 浩司、荒川 貴博、＊＊三林 浩二（東

京医科歯科大学 生体材料工学研究所） 

 

【はじめに】 

近年、アレルギー疾患の患者数は増加傾向にあり、その主な原因の 1 つは、住環境中に広く存在するダニアレルゲ

ンで、特にコナヒョウヒダニの排泄物等に含まれる Der f 1 が強いアレルゲン性を有する。アレルギー疾患発症の予防

には、日常的に Der f 1 などの空気中に浮遊するアレルゲンとの接触を回避することが重要であり、そのためには住環

境中のアレルゲンを選択的かつ連続的に on-site 計測できるシステムが有効と考えられる。本研究では、免疫計測への

応用が可能で、素子表面の修飾が容易な表面弾性波(surface acoustic wave, SAW)デバイスと、pH 変化に高い耐性を持つ

膜タンパク質である Orla protein を用いた免疫センサ(SAW 免疫センサ)を構築し、Der f 1 の短時間・繰り返し測定(半

連続測定)を行った。 

【実験方法】 

免疫センサに用いた SAW デバイスは、感応部(遅延線)表面に生じる粘弾性の変化を入出力信号の位相変化として検

知することができる。SAW 免疫センサの感応部表面には、Orla Protein (ORLA85, Orla Protein Technologgies, UK)の自己

組織化単分子膜を形成し、捕捉抗体を、Orla protein と結合する protein G に BS(PEG)5を用いてクロスリンクすること

で固定化した(図 1a)。実験では初めに、①固定化した捕捉抗体へ Der f 1、②検出抗体を結合させ、③Der f 1 の濃度変

化に伴う SAW の位相変化を、順次測定した。次に、④Der f 1 および検出抗体を塩酸処理により解離させ、センサ表面

を再生(リジェネレーション)することで、繰り返し Der f 1 の繰り返し測定（①～④）を行った(図 1b)。 

【結果及び考察】 

構築した免疫センサに Der f 1 を負荷したところ、濃度に応じた位相変化が観察され、喘息発作の誘発基準濃度(20 

ng/ml、WHO 基準)を含む、6.1～1000 ng/ml の濃度範囲で Der f 1 の検出が可能であった。また本センサでは、同一チッ

プを酸性溶液でリンスすることで、繰り返し測定が可能(C.V.=5.6％, n = 10)で、Der f 1 の半連続測定の可能性が示され

た。なお一回の測定に要した時間は 24 分（ELISA 法の約 1/7）であった。次に、ダニ・花粉・カビなどの住環境中ア

レルゲン及び複合サンプルの応答を調べたところ、Der f 1 を含む試料からのみ出力が観察され、Der f 1 への高い選択

性を確認した。今後、ダスト捕集系を組み合わせることで、アレルゲンの on-site 計測や動態評価の実現が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

cross linking  
of c-Ab to Orla protein 

immune reaction (①〜③) 

 

図 1 (a) Der f 1 用の SAW 免疫センサの模式図と(b)ダニアレルゲン Der f 1 の繰り返し(半連続)測定の手順 

 

 

(a) (b) 

Regeneration (④) 
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Table1  PS-PPG共重合体の同定 

PS-PPGジブロック共重合体の水の構造と血液適合性 

 

*東 侑佐 **望月 明（東海大学医用生体工学科） 

 

[目的]  

一般的にポリスチレン（以下 PS）は疎水性であり血液適合性が悪いとことが知られている。これに対しポリプロピ

レングリコール（以下 PPG）は PS と比較し親水性であり、これを基にしたブロック共重合体は血液適合性を発現す

ることが知られている。しかしながら、その適合性発現の理由はいまだ不明である。我々はこれまでポリマーの血液

適合性発現においてポリマー中の水の構造が Key factor である事を提案している。そこで PS-PPG AB型ブロック共

重合体を作成し、PPGセグメント長の生体適合性への影響についてポリマー中の水の構造の観点から考察した。 

[方法]  

1.ポリマー合成 

分子量の異なる PPG 系 ATRP 用重合開始剤を用いスチレンを重合

し A-B型ジブロックポリマーを作成した。Fig1に作成したポリマー

の化学構造式を示した。作製したポリマーは PGの繰り返し単位数 Pn

を 1から 94まで変えた 5種である。 

2.接触角 

接触角計を用いて、各ポリマー表面に対する水の接触角を測定した。 

3.血小板適合性 

血小板浮遊血漿（2×105cell/µl）を 37℃で 2時間試料と接触後、SEM像から求まる血小板数を適合性の指標とした。 

4.水の構造解析 

・飽和含水率（EWC）[wt％]＝（試料中の水分量/湿潤試料重量）×100 

・凍結水量[wt％]：飽和含水試料について-80℃から昇温過程で求まる氷の融解熱量（ΔH）を氷の比熱容量 334[J/g] 

で割る事で算出した。 

・不凍結水量[wt％]＝EWC－凍結水量  

[結果及び考察] 

使用した PPG開始剤及び得られたポリマーの分子量を解析した結果を table1に示す。 

 

  

   

 

 

 

PPG 系開始剤部の分子量に関係なく PS の分子量は 8000±2000 であり PS 鎖長をコントロールしたポリマーが合成

できたことが分かる。各ポリマー表面に水滴を接触させてから 120s 後の接触角を Fig2 に示す。これから PPG 鎖長

の増加に伴い接触角が低下（親水化）しており PPG側鎖の増大に伴い共重合体表面は PPG rich になっていることが

わかる。当日は PPG鎖長と血小板適合性の関係について、水の構造の影響を含め議論する。 

Fig2 contact angle (120s) 

Fig1 Polymer 

Pn in PPG Mn of PPG Total Mn Mn of PS part Mw/Mn
1 280 8100 7800 1.10
3 420 8900 8500 1.17
6 570 7000 6400 1.09

20 1380 11000 9600 1.09
94 5680 11800 6100 1.19

開始剤部 PS-PPG共重合体
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PMMA末端が関わる生体適合性への PMMA分子量の影響について 

 

*小野 大、**望月 明（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

【緒言】 

これまで医用材料の生体適合性について多くの発表があるが、血液適合性発現の理由はいまだ十分解明されていない。

これまで我々は、PMMA では分子量が 5000 程度であれば、ポリマー末端基の構造が、生体適合性に影響することを明らか

にしている。そこで PMMA について、その末端構造を固定した時、末端基により発現する生体適合性への PMMA 分子量の影

響について、検討したので報告する。 

【方法】 

1.ポリマー合成  

 血小板粘着数が比較的少ない（生体適合性の良い）結果をも 

たらす 2-methoxyethylエステル系 ATRP用開始剤を使用し、 

MMAを重合した。Fig.1に合成した PMMAの化学構造式を示す。 

2.接触角                                                         

接触角計を用いて、各ポリマー表面に対する水の接触角を測定した。    Fig.1 chemical structure 

3.血小板粘着試験 

 血小板浮遊血漿（2×105cell/μℓ）を 37℃で 2時間試料と接触後、SEM像から求まる血小板数を適合性の指標とした。 

4.DC（樹状細胞）活性化試験 

 ヒト末梢血より分離した単球を IL4/GM-CSFで刺激し、imDC（未成熟樹状細胞）へと分化誘導した。分子量の異なる PMMA

がコーティングされた各 PETシート上に誘導した imDCを播種し、2日間培養した。対照として、培養プレート上に直接

播種したものを negative control、播種後 LPS:1μgを添加し刺激したものを positive controlとした。FACSにて imDC

から mDC（成熟樹状細胞）への成熟度を解析する事で、DCの活性レベルを求めた。 

【結果及び考察】 

 GPCより得られた分子量の結果を Table.1に示す。各ポリマー表面に水滴を接触させてから 30s後の接触角を Fig.2に 

示す。DC活性化に関するデータを Fig.3に示す。 

Table.1 characterization of PMMA 

 

  

 

 

 

 

 

                                            Fig.2 contact angle                 Fig.3 DC histogram 

Table.1より合成した PMMAは分子量が Mnで 3300～20300の範囲にあることがわかる。 Fig.2の結果より、接触角は分

子量の影響を受けずほぼ一定であることが分かった。DCの刺激性について Fig.3のヒストグラムでは、x軸 102あたりのピ

ークが imDCに、103あたりのピークが mDCによるものであり、mDC由来ピークは分子量の大きな PMMA程、大きくなってい

ることがわかる。すなわち、分子量が大きくなる程、DCへの刺激性が高くなると言える。以上より、分子量の増加に伴い、

末端基の効果が小さくなることが示唆された。当日は、分子量の血小板適合性への影響についても報告する。 

CH3 O CH2 CH2 Br
n

CCO

O
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CH3

2-methoxyethyl

MMA

Mn Mw Mw/Mn

① 3300 3600 1.08
② 4800 5200 1.08
③ 9500 10700 1.13
④ 16700 18400 1.10
⑤ 20300 22100 1.09
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PE-MMAトリブロック共重合体の水の構造および生体適合性 

 

*奥田知熙、**望月明（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

【目的】 

これまで医用材料の血液適合性についての多くの報告があるが、血液適合性の理由はいまだに十分解明されてない。

ポリエーテル(PE)系共重合体も血液適合性が良いとされている材料であるが、やはり理由は定かでない。これまで我々

はこの適合性発現において、材料中の水の構造が関与すると仮定し、種々研究を進めている。そこで、ポリエーテル鎖

を構造の中心に持つ開始剤を用いて 4種類の ABA型トリブロック共重合体を生成し、それぞれの PE鎖の生体適合性へ

の影響について水の構造の観点から検討したので報告する。 

【実験】 

1. 試料：PEとして、ポリプロピレングリ

コール(PPG)およびポリテトラメチレ

ンエーテルグリコール(PTMG)をもと

とした開始剤を合成し、メチルメタク

リレート(MMA)を PE鎖の両末端から重合して Fig.1に示すトリブロック共重合体を合成した。 

2. 接触角：接触角計を用いて、各ポリマー表面に対する水の接触角を測定した。 

3. 水の構造解析：飽和含水率(EWC[wt%])を(1)式で求め、飽和含水試料について-80℃からの昇温過程での氷の融

解熱量を測定し、これから凍結水量[wt%]求めた。また、不凍結水量は(2)式から求めた。 

EWC[wt%](試料中の水分量/湿潤試料重量)×100    ・・・(1) 

不凍水量[wt%]=EWC－凍結水量            ・・・(2) 

4. 血小板適合性：血小板浮遊血漿(2×10⁵cell/μℓ)を 37℃にて 2時間試料と接触後、SEM 像から求まる血小板数

を適合性の指標とした。 

【結果と考察】 

 合成したポリマーのキャラクタリゼーション結果を Table.1 に示す。分子量の異なる開始剤 4 種類に対し、MMA の

分子量が 2500±600と 5000±1200の 2グループの計 8種類の共重合体を生成した。接触角の測定では、Fig.2に示す

ように MMA の重合度が高いものほど接触角が小さく、さらに開始剤の分子量が大きいものほど接触角が小さくなるこ

とが分かった。また、開始剤の種類に着目すると、開始剤の分子量が 2000程度のもの同士では PPG、また分子量が 1000

程度のもの同士では PTMGの接触角が小さくなっており、開始剤の種類による接触角の違いは認められなかった。 

 当日は、水の構造解析と血小板適合性について報告する。 

Table.1 Characterization of polymer   

  

 

 

 

1) ()内の数字は PEの Mn 
2)MMA unit数 

PPG-MMA PTMG-MMA 

Fig.1 PE-PPG トリブロック共重合体 

Fig.2 Contact angle 
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脳波による各種アラーム音の客観的評価の試み 

 

*梅本舞, 小宮佑介, 善入魁斗, 大島浩(東海大学工学部医用生体工学科), 木村達洋(東海大学基盤工学部医療福

祉学科), **山崎清之(東海大学工学部医用生体工学科) 

 

1. はじめに 

緊急事態を知らせるアラームは、際立って認識しやすく、覚醒効果が持続することが望ましい。単に刺激強度が大

きいだけでなく、告知の内容や重要度が理解しやすいことが必要である。医療機器等のアラーム音については、JISに

より各種の条件の規定があるが１）、生体情報を用いたアラームの評価に関する研究は少ない。本研究では脳波を用い

て、各種アラーム音の覚醒効果の検討を試みた。 

2. 方法 

アラーム音として、救急車のサイレン、シリンジポンプの閉塞警告音および電源アラーム、対照として、純音およ

び無音（安静閉眼）を用いた。脳波計測は10－20法に基づきC3,C4,P3,P4,O1,O2に測定電極を、右および左耳朶を基

準とした単極導出を用いた。脳波は100Hzでサンプリングし、FFTによりパワースペクトルを算出した。被験者は健常

成人ボランティア6名で、静電シールドルーム内で椅子に掛けさせ、スピーカから最大70dB程度の強度で提示した。  

アラーム刺激は15秒間提示し、提示中とその後45秒間、合計１分間を安静閉眼状態で脳波を記録した。 

その後、それぞれのアラーム音に対して、どの程度緊急性を感じたかをアンケートにより記録した。 

3. 結果と考察 

アラーム提示中はα帯域が減少し、β帯域が増大する傾向、またはα波のピーク周波数の高周波化する傾向がみら

れた。提示後は回復傾向にあったが、緊急性を強く感じた刺激については、回復に遅延がみられた(Fig.1)。被験者

の言語報告で、緊急性を感じた刺激ではこの傾向が多く見られた。α波、およびβ波帯域のパワーは覚醒度により変

化することが報告されている２）。これらの時間的推移を検討すれば、アラーム音の効果とその持続性を客観的に検討

できる可能性がある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 

4．参考文献 

1)JIS T 60601-1-8、2012 

2) 早田ほか：運転開始前後の生体情報を用いたドライバ覚醒度低下状態の早期予測電気学会論文誌ＣVol. 133 

(2013) No. 12 P 2160-2166など 
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チェッカーフラグ反転周波数と脳波の関連性 

 

*小幡雅人，石川愛理，成田翔，伊東高志(東海大学工学部医用生体工学科)，木村達洋(東海大学基盤工学部医療福祉

工学科)，**山崎清之(東海大学工学部医用生体工学科) 

 

1.はじめに 

 ＢＣＩは、脳からの生体情報を読み取り、信号をコンピュータへ伝達する際の中継を行うためのシステムや機器の

ことである。現在の医療においてＢＣＩはＡＬＳ（筋委縮性側索硬化症）などの神経変性疾患や事故により脊髄の損

傷による全身麻痺となった患者とのコミュニケーション手段に応用に向けた研究がなされている 1)。 

 本研究では、点滅刺激により発生する脳波の引き込み現象の特徴を観察し、ＢＣＩによるコミュニケーションへの

応用可能性について検討した。 

2.方法 

 脳波測定用の刺激として、白黒チェック柄の画像を用いた。これを 3Hz、6Hz、15Hzの頻度で反転させ、被験者に提

示した。なお、マス目の細かさは、画面あたり 1マス、2×2、3×3、4×4、5×5と変化させた。脳波は 10-20法に基

づきＣ3、Ｃ4、Ｐ３、Ｐ４から導出し、耳朶を基準として単極導出モンタージュを構成した。刺激は少ないマス数の、

小さな周波数から順に提示し、集中力を維持させるために条件間で休憩をはさんだ。 

 被験者は健常成人 6 名で、シールドルーム内の椅子に無拘束状態で掛けさせ、刺激は顔面から約 125cm の距離に設

置したＰＣの液晶モニタ（17 インチ）上に提示した。また、刺激が視野にある状態で刺激に積極的に注意を向けさせ

なかった場合のデータを確認するために顔面から約 150cm の距離にある壁面に風景画を設置し、意識を集中させた際

の脳波の測定も行なった。測定時間は刺激に注意を向けた時、刺激を無視した時共に 30秒とした。 

3.結果と考察 

 Fig.1 は 6Hz で反転する画像を提示した際の脳波のパワースペクトルである。反転刺激に注意しない条件と比較す

ると、反転周波数に対応する 6Ｈｚの脳波成分の増大がみられた（矢印）。これは、刺激反転周波数が脳波に引き込み

を生じさせ、周波数成分に反映したものと考えられる。このように注意集中によって脳波への引き込み現象を制御で

きれば、運動機能を完全に喪失した患者が脳波のみを手掛かりに 2値判断（Yes or No）の情報をコンピュータに入力

できる可能性がある。今後はこうした情報を効率的に取得する信号処理等を工夫する必要があるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.参考文献 

 1）木村達洋・山崎清之：最近の Brain-Computer-Interface(BCI)研究の動向 

  東海大学紀要 開発工学部/No20，P7-11，2010 
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顔認識に伴い出現する事象関連電位 N170の研究 

 

*下澤将太,大野隆太郎,矢崎幸児（東海大学工学部医用生体工学科）,木村達洋（東海大学基盤工学部医療福祉工学

科）,大島浩（東海大学工学部医用生体工学科）,**山崎清之（東海大学工学部医用生体工学科） 

 

1.はじめに 

他者の顔やその表情を認識することは社会において適応的に生活するうえで重要な認知機能といえる。顔の認識に

ついて、生理学的な研究としては、顔画像等の視覚刺激後に脳波上に生じる特異的な反応である事象関連電位（ERP）

の N170成分が報告されている【1】。 

顔認識の研究では、顔の認識過程（合成顔・倒立顔）や顔検出過程の特性に関する研究（表情・人種）が行われてい

る。本研究では、顔以外の視覚刺激に対する擬人化と N170 の関連性について実験的に検討した。 

2.方法 

ERP計測用の視覚刺激として、(1)ヒトの顔(男性)、(2)リュックサック、(3)メロンの断面、(4)キティ（サンリオ

キャラクター）【2】を用いた。脳波は 10‐20法に基づき T3,T4､T5,T6,O1,O2から導出し、耳朶を基準として単極導

出モンタージュを構成した。4種の刺激はランダムな順序で提示し、被験者には刺激に対する注意を維持させるため

に 1種をターゲットとして指定して出現数をカウントさせた。 

被験者は健常成人 6名で、シールドルーム内の椅子に掛けさせ、顔面から約８０ｃｍの距離に設置した PCの液晶

モニタ(17 ｲﾝﾁ)上に提示した。刺激回数はそれぞれ平均 64回、持続時間 300ms、刺激間隔は 1000～2000ms(ランダム)

である。 

3.結果と考察 

Fig.1 に各視覚刺激により誘発された波形と、Fig.2 に 6 名の被験者につき各刺激に対する N170 振幅の平均値を示

した。顔写真、キティ、リュックサック、メロンの順に N170振幅が減少していた。被験者の言語報告によるとメロン

の断面は擬人化が難しく、リュックサックはやや顔に似た構造ととらえることができた。キティはヒトの顔とは明ら

かに異なる構造であるが、キャラクタとして普及しているため擬人化されたものと推測された。形態的な特徴に加え

意味的な擬人化でも N170 に影響を与える可能性が考えられ、今後の展望として、臨床では相貌認失知症の病態の把握

や治療効果等、様々な商品開発に繋がると考えている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

4．参考文献 

【1】Bentin et al ; Journal of Cognitive Neuroscience, 8, 551-565.1996. 

【2】サンリオキャラクター大図鑑・ポプラ社 2015 

【3】Young,A.W et al; Perception,16,747-759.1987. 

【4】Yin,R.K.; Journal of Experimental Psychology,81,141-145.1969. 

【5】Hansen,C.H et al; Journal of Personality and Social Psychology,54,917-924.1988.  
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経皮的心肺補助法の自動制御 

 

*向中野力(東海大学工学研究科医用生体工学専攻), **影山芳之(東海大学工学部医用生体工学科), **大島浩(東海大

学工学部医用生体工学科) 

  

１．はじめに 

 経皮的心肺補助法(PCPS)とは、膜型人工肺と遠心ポンプを用いた体外式人工心肺装置であり、主に急性心筋梗塞や

肺血栓塞栓症への治療法として用いられている。現在、PCPS は性能面において、十分に完成されているが、操作や管

理では高機能化により複雑化してしまっている[1]。そこで、本研究では、制御の難しい遠心ポンプを用いた PCPS の

自動制御と制御方法について検討したので報告する。 

２．制御装置 

PCPS の自動制御を血行動態のみの制御と想定し、①装置のセ

ンサ等が血液に直接触れない事、②遠心ポンプ等、装置の機能

が損なわれない事の２つをコンセプトとして開発した。製作し

た装置と実験に使用した PCPS回路を図 1に示す。PCPS稼働中

に回路内圧を圧力センサで計測し、脱血不良による陰圧を検出

する。脱血不良の改善には、遠心ポンプに取り付けたフォト    図 1.実験モデルと制御装置 

リフレクタから回転数を計測し、そのデータを元に DCモータで遠心ポンプの制御盤を操作して遠心ポンプの回転数を

低下させる。各センサから取得したデータの A/D変換と DCモータの制御は、マイコンボードが統括する。 

３．実験方法 

実験モデルとして、PCPS回路と人工心肺シミュレータに製作した制御装置を取り付け、2Lの水で充填を行った。脱血

不良の模擬には、脱血側の回路を鉗子で閉塞するという手段を用いた。遠心ポンプの回転数を 3000rpm で稼働させ、

脱血不良、脱血不良の改善という状況を繰り返し再現して、圧力と回転数の記録をした。 

４．結果を及び結論 

記録した圧力と回転数の変化を図 2 と 3 に示す。回路内圧

の陰圧が増大すると、制御により回転数は低下した。また、

遠心ポンプの回転数が 2000rpm 未満で且つ、回路内圧に上

昇が見られた場合、回転数が上昇した。また、実験結果から

操作盤に表示される回転数に比べて制御装置から計測された     図 2.回路内圧の変化 

回転数が 200rpmほど低めに出る事が分かった。今後は、回

転数計測の精度向上と装置の安定性や応答性について検討

していく。 

 

 

       図 3.遠心ポンプの回転数の変化 

[1] 安部次郎, 他：マイクロ・コンピュータによる体外循環自動制御システムの開発 制御アルゴリズムとコントロ

ール・デバイスの検討. 人工臓器 20(3), 1201-1205 (1991） 
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メトキシエチルエステル基を有する重合体の水の構造と血液適合性 

 

*樹下 拓也、**望月 明（東海大学大学院工学研究科医用生体工学専攻） 

 

【諸言】 

これまで医用材料の血液適合性について多くの発表があるが、血液適合性発現の理由はいまだ解明されていない。

我々は優れた血液適合性を有する Poly(2-methoxyethyl acrylate)の基礎研究から高分子側鎖に高い運動性と適度

に水と相互作用する(例えば-OCH3のような)官能基を有することが適合性発現に必要と考えている。今回、側鎖にメ

トキシエチルエステル基又はメチルエステル基を有するポリマーの血小板活性化レベルを DSC から求まる水の構造

の観点から調べたので報告する。 

【実験】 

メトキシエチルエステル基を有するポリマーとして① Poly(2-methoxyethyl acrylate)[PMEA]、②Poly(2-

methoxyethyl methacrylate)[PMEMA]、③Poly(4-vinylmethoxyethyl benzoate)[PVMEB]、メチルエステル基を有す

るポリマーとして④Poly(methyl acrylate)[PMA]、⑤Poly(methyl methacrylate)[PMMA]、⑥Poly(4-vinylmethyl 

benzoate)[PVMB]を合成し、以下の評価を行った。 

 １）分子量：重合したポリマーの相対分子量を GPCにて測定。 

 ２）接触角：接触角計を用いて各ポリマー表面に対する水の接触角を測定。 

３）血小板活性：血小板とポリマーを接触させ、活性化血小板数を FACSで測定。 

４）水の構造：DSCを用いてポリマー中の水の構造を解析。 

【結果・考察】 

各ポリマーのキャラクタリゼーションの結果を Table.1に示した。 

GPCによる分子量測定の結果から目的とする各ポリマーが合成でき 

ていると判断できた。 

水の接触角の結果を Fig.1に示した。①PMEAと比較して他のポリマ 

ーは疎水性であることが分かった。②～④においては同レベルで、 

⑤及び⑥においてさらに疎水性であることが分かった。 

血小板の活性化数を FACSで測定した結果を Fig.2及び Fig.3に示 

した。①PMEAの活性化レベルを 100％として、血小板の活性化レベ 

ルをポリマー間で比較した。メトキシエチルエステル基を有するポ 

リマー間では活性化レベルはほとんど変わらず、適合性に優れるこ 

とが分かった。又、メチルエステル基を有するポリマーとは PMEAに 

比較し、1.5～2倍の活性化であることが分かった。両者の比較から 

メトキシ基の影響が示唆される。 

当日は DSCで測定した各ポリマ 

ーの水の構造も合わせて報告 

する。 

Mn Mw Mw/Mn

①PMEA 116200 471800 4.06

②PMEMA 66700 189100 2.83

③PVMEB 16600 29200 1.76

④PMA ----- ----- -----

⑤PMMA 21900 46100 2.10

⑥PVMB 14300 28800 2.01

1)GPC, std； PSt

Polymer
Molecular Weight

1)

Table.1 Characterization of polymers
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RFマグネトロンスパッタリング法で作製した CuAlO系薄膜の評価 

*木村花梨,藤居奈々,大沼梨菜(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程),

一戸隆久（東京高専），正木進（（株）TDY），**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科) 

1、 はじめに 

 近年、急激に導入が進んでいる再生可能エネルギーの一つに太陽光発電がある。半導体を用いて太陽光を直接、電

気エネルギーに変換する太陽光発電の発電量は天候や季節など日照時間に左右される。また大電力を得るためには太

陽光発電システムの中心設備である太陽電池パネルを大面積に設置する必要がある。この様に太陽光発電は、一般へ

の普及が広がっている現在でも、多くの問題を抱えている。これらの問題を解決するためには、設置場所の拡大や、太

陽電池の高出力化など様々な課題に取り組む必要がある。中でも太陽光を用途に合わせて利用することを目的とした

研究の一つに透明な太陽電池パネルの開発が挙げられる。透明な太陽電池パネルの作製には透明 P 型半導体、透明 N

型半導体、透明電極および透明導電膜などの薄膜技術が必要である。しかし、透明材料に関する多くの報告は透明電

極、透明導電膜および透明Ｎ型半導体に関してであり、透明Ｐ型半導体の報告は少ない。そのため、透明な太陽電池の

実用化には至っていない。しかし近年、透明Ｐ型半導体として銅アルミニウム酸化物半導体が報告されている[1]。作

製された銅アルミニウム酸化物薄膜の多くは成膜と熱処理により、結晶化ならびに均質化が行われている。そこで本

研究では加熱した基板上で銅アルミニウム酸化物をＲＦマグネトロンスパッタリング法を用いて作製し、透明な太陽

電池の実用化に向けた P型半導体の作製と特性評価を行うことを目的とした。 

2、 実験方法 

 銅アルミニウム酸化物薄膜の作製には RF マグネトロンスパッタリング

法を用いた。ターゲットには銅とアルミニウムのモザイクターゲットを使

用した。また、基板ホルダーをヒーターで加熱し、成膜を行った。なお、

スパッタ条件の詳細は表 1に示す。 

作製した CuAlO薄膜の透過率測定には紫外可視分光光度計を用いた。ま

た、構造解析には X線回折を用いた。 

3、 実験結果 

 図 1 に基板温度を変えて作製した薄膜の透過率を示す。この結果か

ら、基板温度の上昇による透過率の増加を確認した。また、透過率は長

波長側の方が高く、基板加熱の効果が大きいことが分かった。なお、他

の半導体特性の詳細については当日ポスターにて報告する。 

4、 参考文献 

[1]H.Kawazoe,M.Yasukawa,H.Hyodo,M.Kurita,H.Yanagi&H.Hosno, 

Nature389,(1997),939-942 

[2]B.L.Stevens,C.A.Hoel,C.Swanborg,Y.Tang,C.Zhou,M.Grayson, 

K.R.Poeppelmeier & S.A.Barnett, J.Vac.Sci.Tech.A,Vol29,p011018,2011 

表 1 スパッタリング条件 

図 1 温度と透過率の関係 

Arガス流量 30sccm

O2ガス流量 2～30sccm

RF出力 100W

到達真空度 1.7×10-4Torr
成膜時間 15～40min
基板温度 室温,200～400℃
基板 サファイア
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RFマグネトロンスパッタリング法を用いた Ge薄膜の作製と評価 

*深澤里菜 川内つぐみ 八並愛佳（東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程）

一戸隆久 (東京高専) 正木進 ((株)TDY)  **小栗和也（東海大学教養学部人間環境学科） 

【はじめに】 

 現在、デバイスの発展によって大量の情報処理が可能となった。この中核を担っているのが半導体材料である。こ

の半導体材料には主に Siや Ge などの元素が使われている。Siは資源量が多く安価なため、大量生産が可能である。

しかし、電気抵抗が高く、また移動度が低いため、今以上の集積化は困難である。一方、Geは Siに比べて生産量は少

なく高価ではあるが、抵抗率が Siより低く移動度は大きい。このことから、デバイスの高速化・集積化のためのウェ

ハーとして現在以上に使われる可能性がある[1]。現在普及している太陽電池は、Si単体での利用が一般的となってい

る。しかし、単体の太陽光パネルでは利用できる波長の範囲が狭い。一方、高効率を目的に Geを基板とした多接合型

太陽電池の研究が進んでいる。多接合型太陽電池を使うことによって紫外線から赤外線までの広い範囲での発電が可

能となる。この多接合型半導体は基板に Geを使用し Geと格子定数の近い GaAsを積層して太陽電池を形成する[2]。 

ところで、半導体デバイスは薄膜化することによってフレキシブルとなり、さまざまな用途での利用が広がる。資

源量の少ない Ge の薄膜化は資源の有効利用につながるだけではなく、安価で高性能なデバイスの量産化につながる。

多接合型半導体などのデバイスを作製する場合、組織や結晶性も重要である。そこで、本研究では RFマグネトロンス

パッタリング装置を用いて基板を加熱しての結晶質の Ge薄膜を作製し、作製された薄膜の基本的特性の評価を行うこ

とを目的とした。 

【実験方法】 

薄膜形成には RF マグネトロンスパッタリング法を用いた。

表１にスパッタ条件を示す。ターゲットには多結晶 Geを用い、

基板にはアルミノシリケードガラス（コーニング 1731）とサフ

ァイアを使用した。また、本実験では結晶性の Ge 薄膜を作製

するために基板の加熱を行った。基板の温度は 200℃から 450℃

の温度範囲で実験を行った。 

得られた試料の構造・組織評価には X線回折を行い、結晶子

の大きさを行った。半導体特性の評価では、電気抵抗率、バン

ドギャップおよび移動度の測定を行った。 

【実験結果】 

 図 1 に X線回折より得られた結晶子の大きさと成膜温度の

関係を示す。この結果から、基板温度が上がるにつれて、結

晶子のサイズは大きくなった。ところで、Ge の再結晶温度は

450℃である。このことから、再結晶温度よりも低い温度で結

晶性のある薄膜を得た。すなわち、成膜時に結晶性の良い薄

膜の成膜が可能であることが分かった。なお、詳細な内容に

ついては、当日ポスターにて発表する。 

【参考文献】 

[1]庄野克房，半導体技術(下)，東京大学出版，(1976)Ｐ262 

[2]市村正也,太陽電池入門, ㈱オーム社（2012）Ｐ110～113 

図 1 装置概略図 

表 1 スパッタ条件 

図１ 温度と結晶子のサイズの関係 
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図 1 波長と透過率の関係 

RFマグネトロンスパッタリング法を用いた WO3水素センサーの作製 

*山本優(東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程),**小栗和也(東海大学教養学部人間環境学科)

[はじめに] 

 現在、産業で利用されている水素は、石油精製、光ファイバー製造の過程で使用されている。また、液体水素ロケットの燃料

としても使用されている[1]。一般家庭での水素の利用は、燃料電池自動車やエネファームなどがある。このように、水素エネル

ギーは将来的に利活用の期待されるエネルギー源として、水素が注目されている。水素を利活用する利点としては、“CO2 排出

ゼロ”、“発電後に水しか残らない”、“ほぼ無限に存在”、“運べる、貯められる”などが挙げられる[1]。一方、問題点としては、現

在利用している水素の多くが化石燃料から得られる炭化水素を原料として製造されるため製造過程で CO2 を排出することが挙

げられる[2]。また、水素は軽くて拡散しやすく、酸素と爆発的に反応する恐れがあるため、安全に管理する必要がある。水素ガ

スを管理する場合、圧力・温度・濃度を把握するセンサーが必要となる。このセンサーは、急激な化学反応の要因となる電気や

加熱を必要としないセンサーが望ましい。ところで、ガスクロミック反応は、気体と物質表面が反応し、表面の色を変化させる現

象である。そのため、ガスクロミックを用いることで電気や加熱を必要としないセンサーの作製が可能である。ガスクロミックを用

いた水素センサーの先行研究の多くは、WO3薄膜の上に水素分子を解離するための Pt 薄膜や Pd 薄膜を形成している[3]。そ

こで本研究では、高価な Pt や Pd ではなく安価な金属を使用した、三酸化タングステン薄膜のガスクロミック水素センサーの作

製を目的とする。 

[実験方法] 

薄膜作製には、RF マグネトロンスパッタリング法を用いた。ター

ゲットには、金属タングステンを使用し、基板には、ソーダライムガ

ラスを使用した。膜作製時のスパッタガスには、Arガスと O2ガスの

混合ガスを用いた。Ar ガスの導入量は一定とし、O2ガスの導入量

と時間を変えて同じような膜厚になるように実験を行った。なお、

Ar ガス，O2 ガスの導入量、スパッタ時間、出力のスパッタ条件の

詳細は表 1 に示す。 

[実験結果] 

 図 1に酸素導入量を変えて作製した薄膜の透過率を示す。その

結果、酸素導入量を変えると透過率も変化することがわかった。

また、酸素導入量が多い程透過率がよくなることを確認した。 

[参考文献] 

[1]総合資源エネルギー調査会基本政策分科会,第 8 回会合資料 2-2, 

水素・燃料電池について 

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/008/pdf/008_008.pdf 

[2]西川, J. Plasma Fusion Res. Vol.80, No.1 (2004) 5-11 

[3]S.Nagata,A.lnouye,S.Yamamoto,B.Tsuchiya,K.Takano,K.Toh,T.Shikama,J.Alloy Compounds,Vol.446-447,(2007),.558-561 

表 スパッタ条件 

① ②
Arガス導入量（sccm） 30 30

O2ガス導入量(sccm) 10 15

スパッタ時間（min） 4 10
RF出力(W) 100 100
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アンチモン・テルル系薄膜の斜め蒸着法による配向性制御 

 

* 下城 拓也 （東海大学工学部材料科学科）、佐々木 勇輔（東海大学工学研究科金属材料工学専攻） 

** 高尻 雅之（東海大学工学部材料科学科） 

 

[１]緒言 

 現在、熱エネルギーを電気エネルギーに変換させる熱電素子の性能が向上しつつあるが、まだ性能が低い為、実用

化までは至っていない。本研究では、熱電素子の熱電変換性能向上を目的とする。性能を向上させる方法の一つとし

て、結晶の成長方向を整えさせる配向性制御が挙げられる。その配向性制御の一つとして斜め蒸着法を用い、研究を

行った。 

 熱電変換性能を示す式の一つがパワーファクターであり、（1）の式で求められる。 

P.F.＝S2σ・・・（1） 

（ S ： ゼーベック係数、σ ： 電気伝導率） 

ゼーベック係数の二乗と電気伝導率に比例しており、それらの値を向上させることが熱電素子の性能向上につながる。 

次に、配向性の算出式を（2）に示す。 

配向性＝（h k l）max / ∑(h k l)・・・（2） 

（ (h k l)max : X線回折最大ピーク、(h k l) : X線回折ピーク） 

X 線回折最大ピークを X線回折ピークの総和で割った値が配向性で、算出値が 1に近い程配向性が高いと判断出来る。 

斜め蒸着法は自己遮蔽効果によって結晶表面に空隙や孔を作る為、電気抵抗が増加しやすく、電気伝導率を向上さ

せることが比較的難しくなる。その為、配向性を良くしながら電気伝導率とゼーベック係数の値も良くしていくよう、

バランスを探っていく必要がある。この研究を通して配向性とパワーファクターの関連性があるかどうか、配向性制

御ができたかどうかを調査することを目的とし、評価を行った。 

[２]実験方法 

 角度の付いた土台（0°、20°、40°、60°、80°）に囲いとガラス基板をセットし、スパッタリング装置にカプト

ンテープで固定した。その後、各角度の堆積時間を 120分に固定し、スパッタリングを行った。ガラス基板に Sb-Te系

の斜め蒸着膜を作成した後、四端子法抵抗測定装置から電気伝導率を算出した。次にゼーベック係数測定装置を用い

て温度差ΔT＝0～4【K】による熱起電力を測定し、ゼーベック係数を算出した。これらの結果からパワーファクター

を算出した。最後に XRD測定をし、試料の X線回折ピークから配向性を算出した。 

[３]実験結果及び考察 

 Fig.1 に角度と配向性、Fig.2 に角度とパワーファクターの関係を示した。Fig.2 を見るとパワーファクターは角度

が増加するにつれて減少していく傾向にある。Fig.1 を見てみると 40°が最も良い配向性を示している様子が読み取

れた。本シンポジウムの発表においては、他の Sb-Te系薄膜の構造的・電気的特性について報告する。 
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耐雷シールド用 Cu/CFRP積層のための電子線照射接着 

 

*露木徳哉(東海大学工学部材料科学科)、峯岸明子(東海大学大学院工学研究科金属材料工学専攻) 

**西義武(東海大学工学部材料科学科) 

 

【緒言】比重炭素繊維強化高分子(CFRP)は比重が小さく、高比強度であるため航空機を始めとする構造材料に用いら

れる。銅(Cu)はリサイクル性が高く電磁波遮断性があり電磁シールドとして利用されている。しかし、CFRP は価格が

高価格である。そこで、CFRP を表面材とし、Cu を芯材としたサンドイッチ構造の積層体を作製することが出来れば、

大幅なコスト削減が実現できるのではないかと考える。実際、電磁シールド材料として CFRP/Cu/CFRP サンドイッチ構

造体を利用する場合にはある程度の接着強度が必要になり、接着強度の向上が必要になる。過去の研究において、高

分子・金属材料間に 100 keV級加速電圧の均質電子線照射(HLEBI)を施し、それらを積層接着することを見出した。接

着強度の評価方法には様々な評価方法が必要である。そこで本研究では、CFRPと Cuに HLEBI処理を行い、コスト削減

を目的とした積層体を作製し引張せん断接着強度を評価した。 

 

【実験方法】本研究の試料は本研究の試料は CFRPプリプレグ(GH Craft Ltd Co., 

Ltd, 3K平織り 333 g/m2 目付け (繊維 200 g 樹脂 133g ))と Cu((株)ニラコ,

品番 CU-113553)を用いた。試料作製では、CFRP (0.25 mm)と Cu (2.0 mm)を別々

に HLEBI処理した。その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・

エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中で棒状フィラメントから

170 kV加速電圧で発生し、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試料表面では

126 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測

定されておらず温度の影響は少ない。なお、電子線侵入深さは 175 μm (CFRP) 

と 23.4 μm (Cu) と推定される。HLEBI処理を行った面を重ね合わせた後、真

空状態でホットプレス機を用いて 2 h、401±0.5 Kの条件を中心にオートクレ

ーブ成型を行った。その後、引張せん断接着強度を確認するため、インストロン

万能試験機を用いて引張せん断接着試験を行った。また、引張せん断接着強さ試

験 JIS K6850に準拠して実施した 

 

【結果】CFRP/Cu 積層体をオートクレーブ成型して準備した試料ではある程度の引張せん断接着強度が見られる。一

方、各試料を HLEBIE処理し、その後積層させオートクレーブ成型を行うと強い引張せん断接着強度を見出した。 

Fig.1 Schematic drawing of 

tensile shear test. 
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医療用異種高分子積層体（PMMA / PDMS）の電子線照射処理による接着剥離強度評価 

 

*山口 良（東海大学工学部材料科学科）、八木 新太（東海大学工学研究科金属材料専攻） 

久保 智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻）、神田 昌枝（東海大学工学部材料科学科） 

**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

  現在高分子材料は工業分野だけでなく、医療分野でも用途拡大が著しい。この用途拡大に伴い、異種高分子間の

接着技術の向上も大変重要である。接着方法として一般的には接着剤を用いる方法や熱溶着が利用されているが、接

着剤には有機溶剤が含まれているため生体に悪影響を及ぼすことが想定される。また、熱溶着を用いた場合は材料特

性の劣化が考えられる。過去の研究において、異種高分子間に 100 kV級加速電圧の均一電子線照射（HLEBI）処理を

施し、それらを積層接着することを見出した。そこで本研究では熱加工が可能で成形が容易なことや耐薬品性を有す

るため、脊髄の代替材料として用いられているポリメタクリル酸メチル樹脂（PMMA）と高い生体適合性や柔らかいポ

リジメチルシロキサン ( PDMS )を積層させることにより、より緩衝性の高い人口脊髄が出来ると考えた。そのため

PMMA/PDMS 積層試料に HLEBI 処理を行い、接着剥離強度の評価を目的とした。 

 

【実験方法】 

  本研究の試料は PMMA（（株）光栄堂製：TAC-A3-0.5）と、

PDMS（SILPOT 184,W/C(Dow Corning Toray Co.,Ltd)）を用い

た。試料作製では PMMA（500 µm）と PDMS（70 µm）を重ね合わ

せ、0.08 MPaに印加した状態で固定し、PDMS側から HLEBI 処理

した。その際使用した電子線照射装置は（株）岩崎電気社製

（アイ・エレクトロンビーム社保持）を用いた。電子線は真空

中で棒状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、その後 Ti

薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。到達時には 129 

keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23秒で僅かな試料温度

上昇しか測定されておらず温度の影響は少ない。 

なお、電子線照射侵入深さは 324 µm（PMMA）と 219 µm（PDMS）程度であり、PDMS側から照射すれば接着界面ま

で照射効果が充分期待できる。その後、接着力を確認するために微小荷重引張試験機を用いて 90°剥離試験を行っ

た。接着力の評価は微小荷重引張試験機により接着剥離強度 N/mを測定した。また接着剥離強度の定義は JIS K 6900

であり、90°剥離試験は JIS K 6854-1に準拠して行った。 

 

【結果】 

  PMMAと PDMSを積層させると僅かな接着現象が見られる。一方で、積層した試料に HLEBI 処理すると、強い接着

現象を見出した。さらに 0.22MGy 照射で PMMAと PDMSの積層体の接着剥離強度が未照射と比べて剥離確率 0.96にお

いて約 17倍接着剥離強度が向上することを見出した。なお、過剰な照射量では照射損傷による接着剥離強度は低下

する。 

図 1 応用例 
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アクチュエータに用いる PU/Tiの電子線照射処理による接着剥離強度の評価 

 

*八木 新太（東海大学工学研究科金属材料専攻）久保 智愛（東海大学工学研究科金属材料専攻）、神田 昌枝（東

海大学工学部材料科学科）**西 義武（東海大学工学部材料科学科） 

 

【緒言】 

現在、高分子材料は工業分野や人工臓器などに代表される医療分野などの

用途拡大に伴い幅広い分野で利用されている。そこで、高分子・金属材料間

や異種高分子材料間の接着技術は大変重要である。一般に高分子と金属は、

接着剤や熱溶着により接着している。しかし、接着材では異種材料を接着す

る際に相性の良い接着剤の探査は困難であることや、熱溶着においては材料

劣化の可能性がある。過去の研究において、高分子・金属材料間に 100 kV級

加速電圧の均質電子線照射(HLEBI)を施し、それらを積層接着することを見出

した。そこで、本研究では、柔軟性やゴム弾性に優れており、誘電エラスト

マーでもあるポリウレタン(PU) と軽量で耐食性や耐久性が高いチタン(Ti)と

接着することを目的とした。PUはアクチュエータ材料としても用いられてい

るが、PU単体でアクチュエータに用いるには機械的強度に問題があるため、

Tiと接着することにより機械的強度の向上ができると考えた。そのため、

PU/Ti積層試料に HLEBIとホットプレスによる複合接着処理を行い、接着剥

離強度を評価する。また、照射線量だけでなく、温度、圧力の処理条件も確

立することを目的とした。 

【実験方法】 

試料は PUフィルム(75 µm)と Ti箔(20 µm)を重ね、0.08 MPa 印加した状態で固定し、PU側から HLEBIを施した。

その際、使用した電子線照射装置は(株)岩崎電気社製(アイ・エレクトロンビーム社保持)を用いた。電子線は真空中

で棒状フィラメントから 170 kV 加速電圧で発生し、その後 Ti薄板を通過、窒素雰囲気中で試料を処理した。この試

料表面では 129 keVまで減衰する。1回の処理時間は 0.23 秒で僅かな試料温度上昇しか測定されておらず温度の影

響は少ない。PUフィルムと Ti箔のそれぞれの照射侵入深さは 192 µm と 49 µm 程度であり、PU側から照射すれば接

着界面まで照射効果が充分期待できる。その後、ホットプレス機を用いて、413 Kで 3 min、5 MPaの条件を中心に加

圧熱処理した。さらに、接着力を確認するため、微小荷重引張試験機を用いて T型剥離試験を行った。接着力の評価

は微小荷重引張試験機により接着剥離強度 N/mを測定した。また接着剥離強度の定義は JIS K 6900 であり、T型剥離

試験 JIS K 6854-3に準拠して実施した。 

【結果】 

 PUフィルムと Ti箔を積層ホットプレスして準備した試料では弱い接着現象が見られる。一方、各試料を積層した

状態で HLEBIし、ホットプレスを行うと、HLEBIした PU/Ti は未処理試料に比べ、0.22 MGy 照射した試料は、剥離確

率 0.5において、接着剥離強度が約 3.5倍向上することを見出した。 

図１応用例 
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鉄-IIIB合金薄膜作製時に与える過剰エネルギーと溶解度の関係 

 

*酒井 彰崇(工学研究科応用理学専攻)、山本 麟太郎(工学部原子力工学科)、ﾆﾖﾑﾜｲﾀﾔ ﾁｮﾝﾗｳｲｯﾄ(工学研究科応用理

学専攻)、飯島 貴朗(総合理学研究科総合理工学専攻)、利根川 昭(理学部物理学科)、**松村 義人(工学部原子力工

学科) 

 

【緒言】磁歪材料は低電圧駆動が可能で、かつ非接触で制御可能である利点を有し、小型化によりマイクロマシンの

アクチュエータや磁気センサーとして活用することが期待されている。鉄-IIIB合金を過飽和固溶体にすることで高

い靭性と耐食性を有し，室温で高い磁歪特性を示すことから注目されているが、過飽和固溶体は熱力学的非平衡状態

で作製する必要がある。我々はイオンプレーティング(IP)法を用いることにより、蒸着金属プラズマ中の蒸着粒子の

持つ高い運動エネルギーが過剰エネルギーとして働き、鉄-IIIB合金の過飽和固溶体薄膜が容易に作製できること報

告してきた。これまでの研究においては、成膜時の過剰エネルギーの見積もりに必要なプラズマ特性の測定に、ラン

グミュアプローブ法を用いているためイオン温度を求めることができなかった。より正確に過剰エネルギーを求める

ためにはイオン温度の測定が必要となる。そこで本研究では Fig1.に示すように、新たに開発したマルチグリット型

静電イオンアナライザー(MGA)を作製しイオン温度の測定を行い、イオン温度を含む形での過剰エネルギーの算出を

行った。その結果を用いて鉄-IIIB合金薄膜作製時に必要な過剰エネルギーと、過飽和固溶体合金の溶質濃度の関係

に関して検討を行った。 

【実験方法】本研究では蒸気圧の大きく異なる金属の 2 元系合金薄膜を作製するため、電子ビーム蒸発源と抵抗加熱

蒸発源を設置した二元蒸発式 IP 装置を用いた。溶媒元素である Fe は電子ビームにより加熱し、溶質元素の Al, Ga, 

Inは抵抗加熱により蒸発させ、ガラス、Si基板上に両者の合金の蒸着を行った。蒸発速度は水晶振動子を用いて制御

し、抵抗加熱蒸発源の出力により組成を変化させた試料を作製した。過剰エネルギーの算出に必要なプラズマ診断は

ラングミュアプローブ、ファラデーカップ、MGAを用いて行った。 

【結果】X線回折測定を行った結果 Feに対して各元素の固溶量の増加と共に X線回折ピークの低角度側へシフトが確

認された。各作製試料の格子定数を算出した結果、各元素の固溶度との間に直線関係が見られ，ベガードの法則と一

致した。このことから、プラズマ状態から急冷された金属蒸気が基板上で Feと各元素の個別の相を形成したり、金属

間化合物相を形成したりせず，Fe 中に各元素が固溶した準安定的な α-Fe 相が形成されたものと考えられる。成膜時

の過剰エネルギーを算出した結果 Feに各元素を固溶させるに必要な過剰エネルギーに違いが生じた。その結果と Fig2.

に示した Darken-Gurry Plot 上の Feに対する各元素の距離の違いについて検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig 1. MGA image Fig 2. Darken-Gurry Plot 
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マイクログリットの電力安定化のための小型発電機の制御装置の製作 

 

*有馬裕之、中村光良、品田俊広(東海大学工学部電気電子工学科)、**石丸将愛(東海大学工学部電気電子工学科) 

 

1. はじめに 

太陽光発電や風力発電などの自然エネルギーを用いた分散型電源が普及するにつれ、マイクログリッドが注目され

ている。 

マイクログリッドとは、分散型電源と負荷から構成された小規

模系統であり、太陽光発電等の自然エネルギーを含む複数の電源

および熱源が情報通信技術を使って一括管理される。また、電力

系統から独立して運転可能な電力供給システムであり、安定的に

電力を供給できる。そのため、需要家に信頼性が高く、経済的な

電気エネルギーを供給できる。 

マイクログリッドの概念図を図1に示す。マイクログリッドは、

電力系統と１ヵ所で連系(相互接続)される。マイクログリッド内

に設置された太陽光発電や風力発電の出力変動を同一系統の発電

機を制御することで吸収し、連系線の電力潮流を事前に取り決め

た規定値に保つことも可能である。このような運用を実現するためには、発電機の制御装置（AVR）の存在が重要で

ある。 

 

2. 自動電圧調整器の製作 

AVR(Automatic Voltage Regulator)とは自動電圧調整器であり、同期発電機の励磁装置に設置されており、電圧変動時

に自動で電圧調整する装置である。運転時に同期発電機の端子電圧を一定に保持する機能によって、 

・負荷が変化した際に電圧を維持し、無効電力を調整する 

・負荷遮断時の電圧上昇を抑制し、過度安定度を向上させる 

等の機能を有している。このため、AVR は総合電圧変動率（制御偏差）を小さくし、十分な速応度を持ち、制御系と

して十分安定であることが必要である。 

本研究では、マイクログリッド内で利用される太陽光発電や風力発電といった、出力が不安定な電源からの電力供

給を安定させるための AVR を製作し、動作確認を行った。AVRのブロック図を図 2に示す。実験において、AVR の

動作検証を行った。 

 

図 2 AVRブロック図 

Ki 
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図 1  マイクログリッド概念図 
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秦野市における GPSを利用したゴミ排出量の調査 

*石垣 藍、林 雅悠（東海大学教養学部人間環境学科自然環境課程）**小栗 和也（東海大学教養学部人間環境学科）

【はじめに】 

 現在、秦野市と伊勢原市は協力して、はだのクリーンセンター100ｔ炉 2 基と伊勢原清掃工場 90ｔ炉で可燃ゴミの処理を行って

いる。秦野市のゴミの焼却量は平成 20 年度以降、約 4 万ｔ/年推移している。また、秦野市の焼却ごみの割り当て量はクリーン

センター分が 33,500ｔ/年であり、伊勢原清掃工場分が 15,120ｔ/年となっている。しかし、昭和 51 年から稼働している伊勢原清

掃工場は建設後 39 年が経過し、老朽化が進み今後廃止が予定されている。計画耐用年後の平成 30 年度までは伊勢原清掃

工場 90ｔ炉を稼働させる見込みであるが、稼働を停止した場合、予測されるゴミ排出量を、クリーンセンターのみで処理すること

は難しい。そのため早急にゴミの排出量を削減する必要がある。また、秦野市ではゴミの排出量や毎年数回行われている可燃

ゴミの成分調査を通じてゴミの現状把握に努めている。しかし、細かい地域ごとでのゴミ排出量の調査や分析はプライバシー問

題などもあり、明らかになっていない。 

ところで、GPS の技術は準天頂衛星システムの構築も進み飛躍的な位置精度の向上が期待できる。すなわち移動体の移動

速度や停車時など、さまざまな情報が高精度で得られるようになる。そこで本研究では、GPSをゴミ収集車に搭載し、得られた位

置情報およびゴミ収集量を関連付けて、簡便なゴミ排出量調査の方法を検討することを目的とした。さらに、公開されている地

域情報を関連付けることでライフスタイルとゴミ排出量の関係について検討を行った。 

【調査方法】 

 ゴミ収集車に GPS ロガーを搭載し、ゴミ収集を行った経路および時間を計測した。調査に使用した GPS ロガーは加茂電子社

製である。サンプリング時間は 1 秒とした。自治体から提供されたゴミ収集所の場所とゴミ収集所に停車している時間を算定し

た。この収集所での停車時間とゴミ焼却場で測定されたゴミの重量から地域ごとのゴミの量を推定した。さらに、公開されている

秦野の人口や世帯数に関する情報をもとに各地域の生活スタイルについて検討した。 

【結果および考察】 

人口、世帯数での公開されている地域の情報〔１〕から、字・町の地域ご

との家族構成に違いがあることが分かった。この家族構成の違いによって

秦野市の各地域のおおよその生活スタイルを推定した。その結果、秦野

市大根地区の人々の生活スタイルは子育て家族と単身の学生が多く、秦

野市上地区の人々の生活スタイルは二世帯が多く代々土地を継いで暮

らしている人が多いなどの様になっていることが推定できた。一方、図１は

いろいろな移動方法で計測した停車の実時間と計測時間の関係を示し

ている。この図より、実時間と GPS 計測時間の間には十分な相関関係の

あることを確認した。なお、相関係数は 0.761 であり、標準偏差の平均値

は 30％程度となった。これらのデータをもとに、地域ごとのゴミの排出量

について当日報告する。 

【参考文献】 

〔１〕 秦野市役所公式ホームページ （http://www.city.hadano.kanagawa.jp/） 

図１ 実時間とGPS計測時間の関係 

I-2

’15 SAS Symposium ABSTRACTS
72

http://www.city.hadano.kanagawa.jp/
SHIBUYA_LAB
テキストボックス



 

’15 SAS Symposium ABSTRACTS 1 

I-3 

音（振動）がアブラナの成長に及ぼす影響 — 特に暴露期間の影響について — 

 

*平田将大（東海大学 大学院 人間環境学研究科）、勝田悟（東海大学 教養学部 人間環境学科） 

**室田憲一（東海大学 教養学部 人間環境学科） 

 

【はじめに】 

植物は動物のように自ら動くことができないので、温度、光、水や土壌などの環境の影響を直接受け、時には成長

が阻害されたり枯死することもある。そのために植物はそれらの環境ストレス因子に対してある程度のストレス抵抗

性あるいはストレス耐性を示すことがわかっている。また、これらのストレス因子による植物への影響については、

地球上での食料生産に密接に関連していることから数多くの研究成果が報告されている。音（振動）も植物が受ける

環境要因の一つであるが、音（振動）が植物に及ぼす影響についての体系的な研究は全くなされていない。これまで

に、1960年代にダーウィンやシンフなどにより研究が始められ、1973年にリタラックにより執筆された「The sound 

of music and plants」が一般に注目を集めた。その内容は、主にクラシック音楽およびロック音楽の暴露が植物の与

える影響を調べたところ、クラシック音楽に比べてロック音楽暴露で植物の成育が抑制されるというものであった。

その後様々な研究者によりいくつかの研究がなされ、音を暴露することにより植物の葉の表面電位や運動が変化する

こと、植物の成長度合いが増大あるいは減少することや、気孔の開閉、植物体内ポリアミン量、可溶性タンパク質、糖

および植物ホルモンであるアブシジン酸の含有量が変化することなどについて報告されている。しかしながら、これ

らは音（振動）が植物の成長や体内成分の変化及ぼす影響についての現象を観察したものであり、音（振動）が植物に

及ぼす影響についての作用機序は明らかになっていない。 

そこで本研究では、特に遺伝子の挙動を解析することで、音（振動）が植物に及ぼす影響の作用機序を明らかにし

ようとしている。今回は、その第一段階として音（振動）が植物の成長に及ぼす影響の中で、特に栽培期間が植物の成

育に及ぼす影響について調べたのでその結果を報告する。 

【材料および方法】 

供試植物としてアブラナ（Brassica rapa L. var. nippo-oleifera）を用い、人工気象器（明/暗期:12/12 hr.,26℃）

で無菌状態の寒天培地上で栽培した。試験区は、4kHzの音（振動）を常に与える「音あり区」と音（振動）を与えな

い「音なし区」を設けた。それぞれの試験区に 4サンプルずつ播種したポットを７つ、合計 28サンプルずつ用いて試

験を行った。試験期間終了後にそれぞれの植物体の生体重、地上部の乾物重、地上部および地下部の長さを測定した。

また、暴露期間を変化させることによって、植物が受ける影響が一定なものなのかを判断しようとした。 

【結果および考察】 

10日間の栽培期間では、地上部高は「音あり区」が 2.43±0.06cm、「音なし区」が 2.76±0.09cmとなり、「音あり

区」が「音なし区」に比べて有意に低い値を示したが、その他の測定項目では有意な差が認められなかった。また、30

日間の栽培期間についても、地上部高についてのみ「音あり区」（5.22±0.12cm）が「音なし区」（6.67±0.13cm）に比

べて有意に低い値を示した。以上のことより今回の栽培期間の設定では、その期間に関係なく音（振動）がアブラナ

の地上部の伸長を抑制することが明らかになった。また、試験区内での成長の比（「音あり区」/「音なし区」）は 9日

間で 88.0％、30日間で 78.3％となり、栽培期間が長くなるとより成長が抑制されることがわかった。有意差が地上部

高にのみ生じ、生体重と乾燥重には生じなかった原因として後者の項目の値は非常に小さく、それに伴い差も小さか

ったことが考えられる。 
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5-アミノレブリン酸が低温処理した植物のアブシジン酸生合成酵素をコードする遺伝子の発現

に及ぼす影響 

 

*宮下博樹（東海大学 大学院 人間環境学研究科）、爲近智恵（東海大学 教養学部 人間環境学科）、 

勝田悟（東海大学 教養学部 人間環境学科）、**室田憲一（東海大学 教養学部 人間環境学科） 

 

【背景および目的】 

５−アミノレブリン酸(ALA)は、動植物の生体内に含まれているアミノ酸である。植物では葉緑素、動物では血液中

のヘモグロビンの原料にもなっている。コスモ石油の研究により、ALAを微量必須元素とともに植物に与えることで、

成長促進や環境ストレス耐性を向上させる効果があることが明らかとなっている。また、ALAを利用した農業向けの肥

料開発も行われており、世界で初めて ALA を配合した新機能液体肥料「ペンタキープ」シリーズが市販されている。

ALA が植物に及ぼす影響については、植物体内の代謝産物の生産能力の向上なども報告されているが、近年 ALA によ

る植物ストレス耐性機能の増強について報告されるようになってきた。 

植物の環境ストレス応答には様々な要因が関与していることが分かっているが、その中でもアブシジン酸（ABA）

は、植物の種子成熟や発芽、成長や老化などの植物の生育の様々なステージに影響を及ぼす極めて重要な植物ホルモ

ンで、耐乾燥性、耐塩性、耐冷性などの環境ストレス耐性、および病害虫への抵抗性にも関与することが知られてい

る。これまでに、ALAが植物の環境ストレス耐性を向上させることと、植物が環境ストレスを受けた際に ABAが生成さ

れることはわかっているが、ALAが ABAの生合成に及ぼす影響については不明な点が残されている。 

そこで本研究では、ALAが低温ストレス下で、植物における ABA生合成の律速酵素である 9-cis-エポキシカロテノ

イドジオキシゲナーゼ(NCED)をコードする遺伝子の発現に及ぼす影響をディジェネレイト PCR法により解析し、ALAが

ABAの生合成に及ぼす影響を考察した。 

 

【材料および方法】 

供試植物はミズナ（Brassica rapa var. nipposinica）を使用した。試験区は Control区（蒸留水）、ハイポネッ

クス区、ALA区（10ppm・100ppm）、ALA（10ppm・100ppm）+ハイポネックス区の 6試験区に設定した。5株/ポットとな

るように調整し、各試験区 3 ポットずつとして、播種後 6 日目から 3 日おきに蒸留水、ALA(10ppm・100ppm)、液体肥

料であるハイポネックス、および ALA(10ppm・100ppm)＋ハイポネックスを施用した。播種後 21日目に生体重、乾物重

および地上部高を測定した。また、新たに各試験区を 4℃で 24時間処理することで低温ストレスを与えた試験区も含

め、すべての試験区の植物体において遺伝子解析を行った。遺伝子解析は、供試植物の葉から RNA の抽出後、逆転写

反応により cDNAを合成し、NCEDのディジェネレイトプライマーを用いた PCRにより NCEDの部分配列を増幅し、増幅

された部分断片の蓄積量をアガロースゲル電気泳動法により解析した。 

 

【結果および考察】 

成育調査の結果、生体重では Control（蒸留水）区と ALA 区で有意な差が認められなかったが、ハイポネックス区

と ALA+ハイポネックス区を比較すると ALA+ハイポネックス区で高い値を示した。また、乾物重でも同様に ALA+ハイ

ポネックス区でハイポネックス区に比べて高い値を示した。これらのことから ALA 単独では成育促進の効果が示され

ないが、ハイポネックスとの混合区では ALA 施用により成長の促進が認められた。以上から、本研究で用いたミズナ

でも肥料成分との混合で ALAの成育促進効果が認められた。 

次に ABA の生合成に係る律速酵素である NCED をコードする遺伝子の発現に及ぼす ALA の影響を調べた結果、低温

処理では ALA10ppm 単独施用区で常温時より NCED 部分配列断片の蓄積量の増大が確認された。また、ハイポネックス

と ALAの混合区ではハイポネックス区より NCED部分配列断片の蓄積量の増大を示した。以上のように、ALAが低温条

件下において NCEDの発現を促進することから、ALAは低温環境下における植物体内のアブシジン酸の生合成に関与す

ることが示唆された。 
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